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はじめに 

 

北区は「つながる医療・福祉 №1 」を掲げ、医療と介護、福祉施策を連携・充実させること

で、人生 100 年時代において、誰もがいきがいを感じられる地域共生社会の実現、高齢者が住み

慣れた地域でいきいきと暮らし続けられる北区の実現を目指しています。 

我が国は高齢化の急速な進展により、超高齢化社会を迎えています。2025 年（令和 7 年）には

団塊の世代のすべてが 75 歳以上の後期高齢者に移行し、団塊ジュニアが 65 歳に到達する 2040

年（令和 22 年）には、高齢者人口がピークに達すると想定されます。同時に、65 歳を過ぎると 4

人に 1 人が認知症またはその予備軍になるとされ、誰もが認知症になり得る時代になると言われて

います。この傾向は北区においても同様と考えられ、今後、医療・介護・福祉サービスなどが必要

になる区民がさらに増加することが予想されています。 

こうした将来予測も踏まえ、様々な課題に対応するため、令和６年度から３年間を計画期間とす

る「北区高齢者保健福祉計画」、「第９期介護保険事業計画」、そして新たに「北区認知症施策推進

計画」を加え、これらを一体的なものとした「北区地域包括ケア推進計画」を策定しました。 

本計画では、「北区版地域包括ケアの深化・推進～地域共生社会の実現に向けて～」を基本方針

とし、福祉施策の充実を図るため、在宅医療・介護とその家族を支える仕組みづくり、また、令和

５年６月に成立した認知症基本法を踏まえた認知症への理解促進や認知症の方やその家族を支える

チームオレンジなど地域支援体制の強化、ヒアリングフレイル対策などによる高齢者の社会参加や

就労の促進をとおしたいきがいづくり、健康寿命の延伸や短期集中予防サービスなど自立した生活

の再獲得に向けた取組みなどに力を入れてまいります。 

また、安心して暮らし続けるための環境の充実のために、総合的な相談体制・日常生活支援の体

制強化や高齢者の見守り支援、在宅療養支援体制の連携強化と高齢者が安心して生活できる環境整

備を行います。 

北区ではこれまでも、北区版地域包括ケアシステムの構築を推進してきましたが、引き続き今回

策定した計画に基づき、地域共生社会の実現、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けら

れる北区の実現に向けた取組みを進めてまいります。 

最後に、本計画の策定にあたり、ご多用の中、熱心にご議論をいただき

ました「北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会」及び「北区介護保険

運営協議会」の委員の皆さま、また公聴会などで貴重なご意見・ご提案を

いただきました区民の皆さまや福祉関係者の皆さまに、心からお礼を申し

上げます。 

 

 

 

 東京都北区長 

令和６年（2024年）３月 
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第１章 計画策定の目的 

計画策定の目的 
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 １ 計画策定の背景 

（１）人口減少社会・超高齢社会*の到来 

内閣府の令和５年版高齢社会白書によると、日本の総人口は、令和４年10月１日現在、１億

2,495万人となっています。日本の総人口は長期の人口減少過程に入っており、令和38年には１億

人を割ると推計されています。一方、65歳以上人口は増加傾向が続き、令和25年にピークを迎え、

その後は減少に転じると推計されています。そのため、ニーズの増加・多様化に対応できる体制を

整備するとともに、現役世代の顕著な減少を迎える局面変化に的確に対応する必要があります。 

高齢化率を見ると、令和52年に38.7％に達して、総人口に占める75歳以上人口の割合は、令和

52年には25.1％となり、約４人に１人が75歳以上と推計されています。 

北区の総人口はほぼ横ばいで推移し、令和22年には361,467人となると推計されます。65歳以

上の高齢者人口は減少傾向にあり、高齢化率はゆるやかに減少しますが、その後再び増加に転じ、

令和22年には24.3％になるものと推計されます。一方、75歳以上の後期高齢者人口は増加傾向に

あります。 

 

 

（２）高齢者をめぐる様々な問題 

高齢化の急速な進行に伴い、地域社会では高齢者をめぐる様々な問題が浮かび上がっています。

スポーツ庁が実施している「体力・運動能力調査」によると、高齢者の身体状況は、改善傾向にあ

りますが、全ての高齢者の心身状況が良好なわけではありません。介護ニーズだけでなく、生活ニ

ーズも多様化しているため、「平均的な高齢者像」に基づく画一的な施策だけでは対応することが

できない時代を迎えようとしています。 

また、個人や家族の在り方自体も変化しています。一人暮らし高齢者・高齢者のみ世帯の増加や

孤立化だけでなく、「8050問題」*や「ダブルケア」*「ヤングケアラー」*の問題など、個人が抱え

る問題が複雑に絡み合った状態への対応が必要とされています。さらに、医療と介護両方のニーズ

を有する高齢者の増加、介護する家族の負担や介護離職*の増加、高齢者虐待などの問題への対応

が課題となっています。 

団塊の世代*が75歳以上となる令和７（2025年）には、65歳以上の５人に１人が認知症を発症

すると云われ、誰もが認知症になりうる時代となりました。認知症の人を支える生活支援の取組は

進んできましたが、認知症の人や家族の意見が十分に反映されているとは言えません。 

また、介護保険サービスを支える福祉人材の不足も依然として深刻です。介護職員の処遇改善が

十分進まない中、職員不足によるサービス低下など利用者への影響も懸念されています。 

  



4 

（３）介護保険制度改革の動向 

第９期計画期間中には、団塊の世代が75歳以上の後期高齢者になる令和７（2025）年度を迎え

ることになります。さらに、団塊ジュニア世代が65歳以上となり、高齢者人口がピークを迎える令

和22（2040）年を見通すと、全国的に85歳以上人口が急増し、医療・介護双方のニーズを有する

要介護高齢者が増加する一方、介護サービスの支え手である生産年齢人口が急減することが見込ま

れます。 

こうした状況を踏まえて、次の３つの観点を考慮し介護保険事業計画に定めていくこととされて

います。 
 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

②在宅サービスの充実 

２．地域包括ケアシステム*の深化・推進に向けた取組 

①地域共生社会*の実現 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための 

医療・介護情報基盤を整備 

⓷保険者機能の強化 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

 

（４）地域共生社会の実現に向けて 

地域共生社会とは、そこに住む住民や多様な主体が、世代や分野を超えてつながることで、地域

で共に生きる社会のことを指します。 

国において、平成30年２月に閣議決定された「高齢社会対策大綱」では、「高齢者を支える」発

想とともに、意欲ある高齢者の能力発揮を可能にする社会環境を整えることや、高齢者のみならず

若年層も含めて、すべての世代が満ち足りた人生を送ることのできる環境を作ることを目的として

います。 

また、令和元年６月に閣議決定された「認知症施策推進大綱」では、認知症の発症を遅らせ、認

知症になっても希望をもって日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人やその家族の視点を重

視しながら「共生」と「予防」を車の両輪とした施策を推進しています。 

さらに、令和６年１月には、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（以下、「認知症

基本法」と言います。）が施行され、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことがで

きるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進することが求められています。 

北区では、前期「北区地域包括ケア推進計画」までの間の取組を通じて、北区版地域包括ケアシ

ステムを構築してきました。これにより、各地域において、「通いの場」*や「介護と医療の連携の

仕組み」など、様々な主体を整備してきました。 

今後、地域の状況を踏まえ、その地域に暮らす区民一人ひとりが、その有する能力に応じて自立

した日常生活を営むことができるよう、様々な地域資源を活用できるネットワークの構築が必要と

されています。  
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地域共生社会とは 

 ２ 基本理念 

 

本計画は、「北区基本構想」の北区の将来像及び「北区基本計画」の基本目標、「北区地域保健福

祉計画」の基本理念「健やかに安心してくらせるまちづくり」を踏まえ、「みんなで支え安心して

くらせる地域づくり」を基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 ３ 基本方針 

 

北区はこれまで地域包括ケアシステムの構築に取り組んできた結果、様々な地域資源を整備して

きました。その地域資源を点から面へ展開できるよう「北区版地域包括ケアシステムの深化・推進」

に取り組みます。 

そして深化の方向性として、すべての人々が地域、暮らし、いきがいをともに創り高め合うこと

ができる「地域共生社会」の実現と基本理念の実現を目指し、本計画より「北区版地域包括ケアシ

ステムの深化・推進～地域共生社会の実現に向けて～」を基本方針として設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

制度・分野ごとの縦割りや、支え手・受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体

として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らし

といきがい、地域を共に創っていく社会を指しています。 
 

◆北区の各分野連携型イメージ◆ 

 

 

 

  

高齢・介護 
地域医療 

ひきこもり支援 
 

権利擁護 

障害福祉 

健康づくり 
母子保健 

子育て支援 

教育関係 

ヤングケアラー支援 

生活困窮 自殺対策 

多文化共生* 

雇用・就労支援 
居住支援 

連携強化による包括的支援体制づくり 

みんなで支え安心してくらせる地域づくり 

北区版地域包括ケアシステムの深化・推進 

～地域共生社会の実現に向けて～ 
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北区版地域包括ケアシステムのイメージ 

 ４ 計画の目的 

 

本計画では、前期計画の取組や方向性を承継し、人生100年時代に誰もが輝くことができるよう、

高齢者及びその家族の実態と意向を反映するとともに、中長期的な観点から、地域の実情を踏まえ

た地域にふさわしい施策の実現を目指します。医療・介護・介護予防・住まい及び自立した日常生

活の支援が包括的に確保される、北区版地域包括ケアシステムの深化・推進を図るための取組を推

進していきます。 

 

 

 

 

 

日常生活圏域における様々な主体による支援を基本としつつも、区全体が関わりながら「みんな
で支え安心してくらせる地域」を目指します。 
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 ５ 計画の位置づけ 

 

本計画は、老人福祉法第20条の８及び介護保険法第117条の規定に基づき、「高齢者保健福祉計

画」（法律上は「老人福祉計画」）と「介護保険事業計画」、さらに令和６年１月に施行された「認

知症基本法」において策定が努力義務化された「認知症施策推進計画」を一体のものとして策定す

ることで、福祉サービス、介護保険、そして認知症施策を総合的に展開することを目指しています。 

本計画の策定にあたっては、高齢者に関わる様々な計画との整合性を持ったものとします。 

とりわけ、「北区地域保健福祉計画」は、高齢者、障害のある人、子ども、生活困窮者等の対象

者ごとの福祉施策や、その他の生活関連分野の施策が連携しながら、区民の地域生活を支援するこ

とで、だれもが自分らしく安心して暮らし続けられる地域づくりを目指す計画です。 

「地域共生社会」の実現に向けて、「北区地域保健福祉計画」の理念をベースとして、各分野の

個別計画等とも連携しながら、高齢者の地域生活を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北区地域福祉活動計画 
（北区社会福祉協議会が策定） 

 

 

北区地域保健福祉計画 

（平成29年度～令和８年度） 

北区障害者計画 
北区障害福祉計画 
北区障害児福祉計画 

北 区 基 本 構 想 

北 区 基 本 計 画 
北 区 中 期 計 画 

北区バリアフリー 
基本構想 

北区地域防災計画 

北区子ども・子育て 
支援計画 

北区高齢者保健福祉計画 
北区認知症施策推進計画 

北区介護保険事業計画 

連携 連携 

北区国民健康保険 
データヘルス計画 
特定健康診査等実施計画 
 

連携 

北区地域包括ケア推進計画 

北区地域医療 
ビジョン 

連携 連携 

北区ヘルシータウン21 
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 ６ 計画の期間 

 

この計画の期間は、「介護保険事業計画」の期間が、介護保険法の規定により３年を一期として

定める必要があることから、令和６年度から令和８年度までの 3 年間とします。 

 

令和 
３年度 

(2021年) 

令和 
４年度 

(2022年) 

令和 
５年度 

(2023年) 

令和 
６年度 

(2024年) 

令和 
７年度 

(2025年) 

令和 
８年度 

(2026年) 

令和 
９年度 

(2027年) 

令和 
10年度 
(2028年) 

令和 
11年度 
(2029年) 

         

 

 

 ７ 計画の推進 

（１）計画の推進体制 

本計画は、行政だけでなく、区民や関係者などとの協働のもとで推進していきます。区は福祉・

保健・医療等の枠を超えた横断的な体制で施策や事業の推進にあたるとともに、様々な分野の幅広

い関係者・関係団体と連携して、区全体で北区版地域包括ケアシステムの深化・推進を目指してい

きます。 

 

（２）計画策定に向けた動き 

本計画の策定に向けて、高齢者や介護者、これから高齢期を迎える55～64歳の方のニーズを的

確に把握し、計画策定の基礎資料とするため、令和４年度にアンケート調査を実施しました。 

また、国等の指針に基づき、「北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会」及び「北区介護保険

運営協議会」の委員の意見などを踏まえながら検討を行うとともに、本計画について、広く区民の

意見を求めるために、パブリックコメントや公聴会を実施しました。 

なお、計画の策定にあたっては、関連する他の計画との整合性を図りつつ、東京都等の関連する

機関とも連携を図っています。  

高齢者保健福祉計画 
認知症施策推進計画 
第10期介護保険事業計画 

 高齢者保健福祉計画 

 第８期介護保険事業計画 

高齢者保健福祉計画 
認知症施策推進計画 
第９期介護保険事業計画 
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（３）計画の進行管理と評価 

本計画の進行管理はPDCAサイクル*を活用して実施します。介護保険法では、区市町村は、地域

課題を分析し、地域の実情に則して、高齢者の自立支援や介護予防・重度化防止の取組について目

標を設定したうえで、各取組の実績を評価し、結果を公表することとされています。この実績評価

とともに、本計画の施策や事業の進捗状況について年度ごとに個別評価を行うことで、より良い高

齢者施策の実現につなげていきます。 

本計画においては、３年に一度の計画策定及び各年度の個別事業計画の見直し（Plan）、所管課

による計画に基づいた事業実施（Do）、事業の進捗状況の把握と評価（Check）、そして事業方針

の修正や改善（Action）を行うこととします。計画の評価に当たっては、地域の実情に応じて実施

している様々な取組が、北区が目指す姿（基本方針）を実現するために、それぞれ連動しながら十

分に機能しているかという視点が重要です。そのため、国が提供する点検ツール*の活用を含む、

効果的な評価方法を検討しながら、PDCAサイクルに則った計画の進行管理及び評価を実施するこ

ととします。 

 

《ＰＤＣＡサイクルのイメージ》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従来の実績や将来の予測などを
基にして業務計画を作成する 
（本計画の策定及び 

個別事業計画の改定） 

実施が計画に沿っていない 
部分を調べて改善する 
（調査結果等から事業方針の

修正を検討） 

業務の実施が計画に沿っているか 
確認する 
（全庁における事業進捗状況の調査） 

計画に沿って業務を行う 
（所管課による事業推進） 
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第２章 北区における高齢者の現状と課題 

北区における 
高齢者の現状と課題 
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 １ 高齢者を取り巻く状況 

（１）人口 

＜総人口・高齢化率＞ 

北区の人口はほぼ横ばいで推移し、令和22年には361,467人になると推計されます。高齢化率

はゆるやかに減少しますが、その後再び増加に転じ、令和22年には24.3％になるものと推計され

ます。 

図１  総人口及び高齢者人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜高齢者人口（年齢３区分別）＞ 

北区の高齢者人口は減少傾向で推移していますが、介護保険の認定率が高くなる85歳以上人口は

増加傾向にあります。 
 

図２  高齢者人口及び年齢（３区分）別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

※住民基本台帳：各年1月1日現在（外国人人口含む。令和7年以降は推計値） 

353,908 353,158 351,278 353,732 357,701 355,639 356,190 361,467 

87,402 87,212 86,560 85,394 84,773 84,176 83,843 87,920 

24.7 24.7 24.6 24.1 23.7 23.7 23.5 24.3 
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総人口 65歳以上 高齢化率

（人） （%）

40,669 40,418 39,659 37,292 35,514 33,045 32,991 
43,129 

32,085 31,278 30,844 31,810 32,902 33,206 32,602 
24,811 

14,648 15,516 16,057 16,292 16,357 17,925 18,250 19,980 

87,402 87,212 86,560 85,394 84,773 84,176 83,843 
87,920 
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令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和22年

65～74歳 75～84歳 85歳以上

（人）
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＜人口ピラミッド＞ 

北区と国の人口ピラミッドを比較すると、北区は生産年齢人口が多い星型（若い人口の流入が多

い都市に見られる型）となっており、国はつぼ型（出生率が死亡率よりも低くなった人口にみられ

る型）となっています。 
 

図３  北区の人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳：令和6年1月1日現在（外国人人口含む） 

 

図４  国の人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

※人口推計：令和6年1月1日現在 概算値（外国人人口含む） 
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（２）高齢者のみの世帯数 

高齢者のみの世帯はここ数年増加傾向にあり、また、高齢者単身世帯も増加しています。高齢者

のみの世帯に占める単身世帯の割合は、令和５年で71.2％となっています。 
 

図５  高齢者のみの世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※住民基本台帳：各年10月1日現在 

（３）要介護・要支援認定者数 

＜要介護度別要介護・要支援認定者数＞ 

北区の要介護・要支援認定者数（第１号被保険者のみ）は増加傾向が続いており、令和８年には

19,359人、認定率は23.1％になるものと推計されます。 
 

図６  要介護・要支援認定者数と高齢者人口に占める割合 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

※介護保険課資料（各年10月1日現在。令和6年以降は推計値） 

32,711 33,046 33,515 32,880 33,411 33,999 

14,571 14,388 14,357 13,855 13,787 13,560 

223 204 197 212 189 182 

47,505 47,638 48,069 46,947 47,387 47,741 
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高齢者のみの3人以上世帯 高齢者単身世帯の割合

（人） （%）

6,617 6,397 6,320 6,515 6,416 6,427 6,421 6,167 

5,860 6,086 6,175 6,184 6,206 6,255 6,286 6,303 

6,032 6,350 6,427 6,417 6,538 6,606 6,652 6,870 

18,509 18,833 18,922 19,116 19,160 19,288 19,359 19,340 
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22.0 

0

5

10

15

20

25

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和22年
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＜調整済み重度認定率・軽度認定率の分布＞ 

 北区の重度認定率と軽度認定率を23区別に比較すると、重度認定率は中位程度ですが、軽度認定

率は23区で台東区に次いで高くなっています。自立支援・重度化防止に向けた取組を一層推進して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域包括ケア「見える化」システム*より 

 

 

＜年齢階層別要介護・要支援認定率＞ 

年齢階層別要介護・要支援認定率は、認定率は年齢の上昇とともに高くなる傾向にあり、特に80

歳以上から急激に上昇しています。 
 

図７  年齢階層別要介護・要支援認定者数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 被保険者 認定者数 認定率 

75歳以上全体 49,963人 17,136人 34.3％ 

85歳以上全体 16,948人 10,498人 61.9％ 

※介護保険課資料：令和5年10月1日現在 

※「調整済み要介護認定率」とは、第1号被保険者の性・年齢構成が、どの地域も全国平均やある地域の一時点と同様になるように性・年齢調整を行った指標です。 
性・年齢調整を行うことにより、第1号被保険者の性・年齢構成以外の要素の認定率への影響について、地域間・時系列で比較がしやすくなります。 
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（４）認知症高齢者数 

高齢者人口の増加に伴い、認知症を発症する人の数も増加しています。 

令和５年10月1日現在の認知症高齢者数（自立度Ⅱ以上）は9,675人となっており、全体の

64.3％を占めます。 
 

図８  認知症高齢者数 

 

自立度 人数 構成比 

自立 2,353 15.6% 

Ⅰ 3,025 20.1% 

Ⅱａ 1,767 11.7% 

Ⅱｂ 2,272 15.1% 

Ⅲａ 2,657 17.7% 

Ⅲｂ 1,054 7.0% 

Ⅳ 1,629 10.8% 

Ｍ 296 2.0% 

計 15,053 100.0% 
   

Ⅱ以上 9,675 64.3% 

※介護保険課資料：令和5年10月1日現在 

     ※当データは、要介護認定申請の訪問調査時における日常生活自立度から算出していますが、新型コロナ

ウイルス感染症対策における臨時的な措置として、更新申請において訪問調査を実施しておりません。

この関係上、実際の認知症高齢者数と合致しないことがあります。 

 

《認知症高齢者の日常生活自立度の判定基準》 

 自立 日常生活自立度ⅠからＭに該当しない（認知症を有しない）方。 

何
ら
か
の
認
知
症
の
症
状
が
あ
る 

 Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

見
守
り
又
は
支
援
が
必
要 

 Ⅱ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意志疎通の困難さが多少見られても、誰
かが注意していれば自立できる。 

 Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 

 Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 

 Ⅲ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意志疎通の困難さがときどき見られ、介
護を必要とする。 

 Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

 Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

Ⅳ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、常に
介護を必要とする。 

M 
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とす
る。 

  

自立

15.6%

Ⅰ

20.1%

Ⅱａ

11.7%
Ⅱｂ

15.1%

Ⅲａ

17.7%

Ⅲｂ

7.0%

Ⅳ

10.8%

Ｍ

2.0%

計 

15,053人 
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（5）健康寿命*（要介護２以上の認定を受けるまで） 

健康寿命は、男性は東京都平均より低く、令和３年は82.63歳となっています。女性は東京都平

均より高く86.22歳となっています。特別区の中では、男性14位、女性9位となっています。 

※65歳健康寿命： 

65歳の人が、何らかの障害のために要介護認定を受けるまでの状態を健康と考え、その障害の

ために認定を受ける年齢を平均的に表すものを言います。  
 

図９  健康寿命の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東京都保健医療局 令和３年65歳健康寿命と65歳平均障害期間 
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※参考 健康寿命の東京都との比較（要介護２以上の認定を受けるまで） 

健康寿命の推移を東京都平均・特別区平均と比較すると、女性は東京都平均・特別区平均より

高い水準で推移しており、男性は東京都平均・特別区平均より低い水準で推移しています。 
 

図１０  健康寿命の東京都との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東京都保健医療局 令和３年65歳健康寿命と65歳平均障害期間 
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 ２ アンケート調査結果の概要 

（１）アンケート調査の概要 

｢北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査｣は、本計画策定の資料とするために、高齢

者や介護者、これから高齢期を迎える55歳～64歳の方の実態と意向を把握することを目的として

実施しました。 

この調査は郵送配付・郵送回収により、令和４年12月７日から令和４年12月27日までの期間に

実施しました。 

 

調査名 
配付数 
（件） 

有効回収数 
（件） 

有効回収率 
（％） 

① 一般高齢者調査 5,000 3,460 69.2 

② 認定者調査 2,000 1,184 59.2 

③ 在宅介護実態調査 2,000 1,354 67.7 

④ 55歳以上64歳以下の方の調査 2,500 1,319 52.8 

合計 11,500 7,317 63.6 

 

 

（２）アンケート調査結果の概要【一般高齢者調査・認定者調査】 

①外出控え（一般高齢者調査・認定者調査） 

一般高齢者調査では、「はい」が33.2％、認定者調査では59.8％となっています。 

前回調査と比較すると、一般高齢者調査で「はい」は前回（18.4％）より14.8ポイント増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)
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59.8 31.8 8.4
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2.3
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い

い

い

え

無

回

答
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②共食の機会（一般高齢者調査・認定者調査） 

「週に何度かある」、「月に何度かある」、「年に何度かある」は一般高齢者調査と認定者調査の間

に大きな差はありませんが、「毎日ある」は一般高齢者調査が約８ポイント、「ほとんどない」は認

定者調査が約10ポイント高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③認知症相談窓口の認知度（一般高齢者調査） 

「はい」（知っている）は22.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

④認知症になった場合の周囲の認知（一般高齢者調査） 

「知られてもよい」の57.4％に対し、「知られたくない」は13.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般高齢者調査 (3,460)

(%)
ｎ

57.4 13.7

0.6

24.5 3.8

知

ら

れ

て

も

よ

い

知

ら

れ

た

く

な

い

そ

の

他

わ

か

ら

な

い

無

回

答

一般高齢者調査 (3,460)

(%)
ｎ

22.7 71.8 5.4

は

い

い

い

え

無

回

答

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)
ｎ

31.8 12.5 16.3 10.6 24.2 4.6

39.9 11.9 16.6 13.3 14.3 3.8

毎

日

あ

る

週

に

何

度

か

あ

る

月

に

何

度

か

あ

る

年

に

何

度

か

あ

る

ほ

と

ん

ど

な

い

無

回

答
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⑤スマートフォン等の使用状況（一般高齢者調査・認定者調査） 

「スマートフォンもしくはタブレットを使っている」では、一般高齢者が認定者より20ポイント

高くなっています。また、「使っていない」になると、認定者が一般高齢者より約32ポイント高く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥趣味の有無（一般高齢者調査・認定者調査） 

「はい」（趣味がある）は、一般高齢者調査で59.7％ですが、認定者調査では37.3％で「思いつ

かない」（45.4％）を下回っています。 

前回調査と比較すると、一般高齢者調査で「はい」は前回（65.8％）より6.1ポイント減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)
ｎ

37.3 45.4 17.3

59.7 27.7 12.7

は

い

思

い

つ

か

な

い

無

回

答

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)
ｎ

32.9 13.2

2.1

45.4 6.5

39.0 33.2 9.1 13.0 5.7

携

帯

電

話

を

使

っ

て

い

る

ス

マ

ー

ト

フ

ォ

ン

も

し

く

は

タ

ブ

レ

ッ

ト

を

使

っ

て

い

る

両

方

使

っ

て

い

る

使

っ

て

い

な

い

無

回

答
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⑦地域活動への参加頻度（一般高齢者調査・認定者調査） 

地域活動に「ひとつでも参加している」は、一般高齢者調査で57.0％、認定者調査では27.2％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧今後の就労意向（一般高齢者調査） 

「働きたくない」が38.5％と最も多く、「短時間で働きたい（週35時間未満）」（21.0％）、「不定

期で働きたい」（10.1％）と続き、「フルタイムで働きたい（週35時間以上）」は7.3％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

⑨健康状態（一般高齢者調査・認定者調査） 

いずれの調査も、「まあよい」が最も多くなっていますが、一般高齢者調査の61.7％に対して認

定者調査では38.9％で、「あまりよくない（37.9％）とほぼ同率になっています。 

 

 

 

 

  

n=(3,460)  

フルタイムで働きたい（週35時間以上）

短時間で働きたい（週35時間未満）

不定期で働きたい

働きたくない

わからない

無回答

7.3

21.0

10.1

38.5

12.7

12.3

0 10 20 30 40 (%)

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)
ｎ

2.9

38.9 37.9 13.7 6.7

10.3 61.7 18.9

2.6

6.4

と

て

も

よ

い

ま

あ

よ

い

あ

ま

り

よ

く

な

い

よ

く

な

い

無

回

答

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)
ｎ

27.2 46.9 25.9

57.0 25.6 17.5

ひ

と

つ

で

も

参

加

し

て

い

る

ひ

と

つ

も

参

加

し

て

い

な

い

無

回

答
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⑩幸福度（一般高齢者調査・認定者調査） 

一般高齢者調査では「８点」が21.5％、認定者調査では「５点」が21.3％と、それぞれ最も多

くなっています。 
 

【一般高齢者調査（ｎ=3,460）】 【認定者調査（ｎ=1,184）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪孤独感の把握（一般高齢者調査・認定者調査） 

「非常に不安」と「やや不安」を合わせた『不安』は、一般高齢者調査で21.7％、認定者調査で

は30.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)
ｎ

7.4 23.5 24.7 23.0 10.6 10.8

2.9

18.8 24.4 33.6 14.1 6.2

非

常

に

不

安

や

や

不

安

ど

ち

ら

と

も

い

え

な

い

あ

ま

り

不

安

で

は

な

い

ま

っ

た

く

不

安

で

は

な

い

無

回

答

1.8

2.1

1.3

5.2

4.6

21.3

9.5

11.0

13.9

6.5

7.9

15.0

0 10 20 30(%)
n=(3,460)  

０点

１点

２点

３点

４点

５点

６点

７点

８点

９点

１０点

無回答

0.4

0.6

0.8

3.1

3.2

16.5

10.1

16.0

21.5

8.7

11.3

7.8

0 10 20 30(%)
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⑫かかりつけ医の有無（一般高齢者調査・認定者調査） 

「はい」（いる）は、認定者で一般高齢者調査より約９ポイント高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

⑬在宅療養の継続希望（一般高齢者調査・認定者調査） 

いずれの調査も「続けたい」が約３割で、「続けたいとは思わない」を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭在宅療養の実現可能性（一般高齢者調査・認定者調査） 

⑬在宅療養の継続希望の「続けたい」（30.7％）のうち、「可能だと思う」は一般高齢者が認定者

を約６ボイント上回っています。 

「難しいと思う」は逆に、認定者が一般高齢者を約５ポイント上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般高齢者調査 (1,063)

認定者調査 (361)

(%)

30.2 40.4 28.3

1.1

ｎ
36.5 35.8 26.3

1.3

可

能

だ

と

思

う

難

し

い

と

思

う

わ

か

ら

な

い

無

回

答

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)

30.5 22.8 36.7 10.0

ｎ
30.7 18.8 38.6 11.9

続

け

た

い

続

け

た

い

と

思

わ

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

一般高齢者調査 (3,460)

認定者調査 (1,184)

(%)

89.9
3.6

6.5

ｎ
80.8 14.1 5.1

は

い

い

い

え

無

回

答
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⑮「高齢者あんしんセンター」*の認知度（一般高齢者調査） 

「名前を聞いたことがある」が51.0％と最も多く、次いで「どこにあるか知っている」

（26.1％）、「知らない、聞いたことがない」（21.5％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(3,460)  

名前を聞いたことがある

どこにあるか知っている

センターの役割を知っている

相談や連絡をしたことがある

知らない、聞いたことがない

無回答

51.0

26.1

17.8

13.7

21.5

9.5

0 20 40 60 (%)
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（３）アンケート調査結果の概要【在宅介護実態調査】 

①施設等への入所・入居の検討状況 

「入所・入居は検討していない」が76.7％を占め、と最も多く、「入所・入居を検討している」

が12.9％、「すでに入所・入居申込みをしている」が4.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②訪問診療の利用状況 

「利用している」が26.1％、「利用していない」が68.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (1,354)

(%)
ｎ

76.7 12.9 4.7 5.8

入

所

・

入

居

は

検

討

し

て

い

な

い 入

所

・

入

居

を

検

討

し

て

い

る

す

で

に

入

所

・

入

居

申

込

み

を

し

て

い

る

無

回

答

  全  体 (1,354)

(%)
ｎ

26.1 68.5 5.4

利

用

し

て

い

る

利

用

し

て

い

な

い

無

回

答
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③不安に感じる介護等 

「夜間の排泄」が29.6％と最も多く、以下、「外出の付き添い、送迎等」（25.4％）、「入浴・洗

身」（24.4％）、「認知症状への対応」（23.4％）、「日中の排泄」（22.2％）と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(854)  

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないとわからない

無回答

22.2

29.6

12.8

24.4

4.0

4.7

9.7

25.4

5.9

23.4

7.3

14.5

12.9

9.6

5.6

6.1

0.6

7.7

0 10 20 30 (%)
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（４）アンケート調査結果の概要【55歳以上64歳以下調査】 

①活動参加状況 

全体から「とくにない」（67.0％）と無回答（0.9％）を除いた32.1％が、何らかの活動に参加

しています。 

「スポーツ関係のグループやクラブ」が11.8％と最も多く、以下、「町内会・自治会の活動（お

祭りや公園清掃などの行事に案内があれば参加する程度）」（8.6％）、「習い事」（7.9％）となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②活動を始めたきっかけ 

何かしらの活動に参加している人の活動を始めたきっかけは、「自分がやりたいことだったから」

が59.3％と最も多く、以下、「活動している方からの誘い」（22.0％）、「友人・知人からの誘い」

（18.4％）、「活動場所が近くにあった」（16.5％）と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

とくにない

無回答

町内会・自治会の活動（お祭りや公園清掃などの行事に案内があれば参加する程度）

ボランティア活動

NPO活動

スポーツ関係のグループやクラブ

学習・教養サークル（語学・絵画・料理等）

習い事

n=(1,319)  

町内会・自治会の活動（企画・運営など主体的な活動として参加） 4.8

8.6

5.3

1.7

11.8

5.3

7.9

67.0

0.9

0 20 40 60 80 (%)

n=(423)  

自分がやりたいことだったから

友人・知人からの誘い

活動している方からの誘い

家族に勧められた

区報・ホームページを見た

活動場所が近くにあった

その他

無回答

59.3

18.4

22.0

3.5

7.8

16.5

9.2

0.9

0 20 40 60 (%)
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③将来への不安 

「生活資金（給料・年金など）」（54.4％）、「自分や家族の健康」（49.5％）、「自分が認知症や寝

たきりなどにより介護が必要になること」（41.6％）の３つに回答が集中しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「高齢者あんしんセンター」の認知度 

全体から「知らない、聞いたことがない」（46.1％）と無回答（1.2％）を除いた52.7％が、何

らかの形でセンターを知っています。 

「名前を聞いたことがある」が33.9％、「どこにあるか知っている」が16.1％、「センターの役

割を知っている」が14.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=(1,319)  

名前を聞いたことがある

どこにあるか知っている

センターの役割を知っている

相談や連絡をしたことがある

知らない、聞いたことがない

無回答

33.9

16.1

14.9

12.6

46.1

1.2

0 20 40 60 (%)

自分や家族の健康

自分が認知症や寝たきりなどにより介護が必要になること

介護をしてくれる人がいない

気軽に相談できる人がいない

地震等の災害時の備え

子の生活面

n=(1,319)  

とくに不安に感じていることはない

生活資金（給料・年金など）

何をして過ごして良いかわからないこと

いきがいがないこと

地域との交流がないこと

配偶者の介護

親の介護

その他

無回答

7.8

54.4

6.4

4.5

6.3

49.5

41.6

15.2

6.1

11.3

4.9

7.6

0.4

1.7

2.4

0 20 40 60 (%)
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 ３ 前期計画（令和3～5年度）における事業の取組状況 

 

ここでは、前期計画における基本目標ごとに、事業の取組状況を整理しました。 

取組状況の結果として、Ａが122事業、Ｂが32事業、Ｃが５事業となりました。結果がＣとなっ

た５事業については、社会情勢等により事業を実施できなかったため、今後の状況をみながら事業

実施に向けて取組を進めていきます。 

 

進捗状況が計画内容に対して 

A ＝計画以上 

B ＝進捗しているが多少遅れている・少ない 

C ＝未実施、若しくは著しく遅れている・少ない 

 

（１）一人ひとりが輝くための多彩なネットワークづくり 

事業数 A B C 

35事業 
30事業 

（85.7％） 

５事業 

（14.3％） 

０事業 

（0％） 
 

（２）自立して豊かな高齢期を過ごすために 

事業数 A B C 

47事業 
31事業 

（66.0％） 

15事業 

（31.9％） 

１事業 

（2.1％） 
 

（３）多様な機関の協働による支援体制の充実 

事業数 A B C 

19事業 
17事業 

（89.5％） 

２事業 

（10.5％） 

０事業 

（0％） 
 

（４）住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるために 

事業数 A B C 

58事業 
44事業 

（75.9％） 

10事業 

（17.2％） 

４事業 

（6.9％） 
 

【全事業合計】 

事業数 A B C 

159事業 
122事業 

（76.7％） 

32事業 

（20.1％） 

５事業 

（3.1％） 

※小数第２位を四捨五入した関係で、構成比を足し合わせて100％にならない場合があります。 
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 ４ 今後の課題 

 

今後の課題について、前期計画における基本目標ごとに整理しました。 

 

 

 

 

○「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、地域や一人ひとりの人生の多様性を

前提とし、人と人、人と社会がつながり支え合う取組が生まれやすい環境を整える新たなアプロ

ーチが求められています。 

○アンケート調査結果によると、元気高齢者の６割弱が何らかの地域活動に参加している一方、認

定を受けている方の地域活動の参加状況は３割弱にとどまります。支援が必要な高齢者の急増が

予測されるなか、高齢者を支援の対象と捉えるだけでなく、地域のボランティア活動や近隣住民

による見守り・支え合い、生活支援サービスの提供など、担い手としての力を発揮しながら、互

いに支え合える体制を確立することが必要です。また、高齢者の地域活動参加促進とともに、支

援の必要な高齢者と支援者をつなぐ仕組みづくりが重要となります。 

 

 

 

 

 

○人生100年時代を見据え、健康でいきいきと暮らすことができるよう、遊び、学び、コミュニケ

ーションなどを通じていきがいを持つことが必要です。また、区民自らが、若い時から壮・中年

期、高齢期に関心を持ち、生涯を見通した生活設計を立てることや、健康づくり、仲間づくりな

どを通じていきがいづくりを支援していくことも必要です。 

○アンケート調査結果によると、外出頻度や友人と会う機会が減少しており、孤独を感じている高

齢者が一定数います。今後、高齢者が活発に活動できるように、活動できる場の提供や、地域活

動がしやすい機会の提供（きっかけづくり）などの自主的活動の支援が必要です。また、就労を

希望する高齢者に、その意欲と能力に応じ、長年培った知識や経験が有効に活かされる就労機会

の提供が必要となります。 

○要介護状態になるおそれのある高齢者に対しては、その前の段階から、一人ひとりの状況に応じ

たきめ細かな介護予防サービスを提供するとともに、効果的な介護予防事業*の実施や自立した

生活を確保するための支援が必要です。 

 

  

一人ひとりが輝くための多彩なネットワークづくり 

基本目標１ 

自立して豊かな高齢期を過ごすために 

基本目標２ 
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○医療と介護の連携をはじめとする多職種のネットワークにより介護予防・生活支援が一体的に提

供できるよう、地域の高齢者を中心に、行政、地域、介護サービス事業者、医療機関、民生委

員・児童委員、ボランティア等の関係者が高齢、障害、子ども等の制度の垣根を越えて分野横断

的に連携する包括的な支援体制が求められています。 

○アンケート調査結果によると、認知症の相談窓口を知っている方は２割強にとどまり、55歳以上

64歳以下の方の４割を超える方が「自分が認知症や寝たきりなどにより介護が必要になること」

に不安を感じています。認知症に関する正しい知識の普及啓発を進め、社会の理解をさらに深め

ることで、認知症に対する多くの不安を解消することが必要です。また、認知症になり、生活上

の困難が生じた場合でも、周囲や地域の理解と協力を得て、本人がもつ力を活かしていくことで

生活上の困難を極力減らし、住み慣れた地域の中で尊厳が守られ、自分らしく暮らし続けること

ができる仕組みづくりを進める必要があります。 

 
 

 

 

 

○医療や介護が必要になっても、住み慣れた自宅等で、その人らしい在宅療養生活を継続するため

には、在宅療養を支える地域の医療・介護関係機関の連携が重要です。アンケート調査結果によ

ると、約３割の方が長期の療養が必要になった場合に「在宅療養の継続」を希望していますが、

一方で、４割弱の方は在宅療養の継続について「わからない」と回答しており、多くの方が在宅

療養のイメージを持てていないことで、その判断ができていないと考えられます。在宅療養を推

進するため、医療・介護関係機関の連携に取り組むとともに、在宅療養や看取り*に関する啓発

活動を行っていく必要があります。 

○利用者や家族が安心して自宅で介護サービスを利用するには、介護サービス基盤の整備や介護人

材を確保し、在宅におけるサービス提供体制を維持する必要があります。 

 

  

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるために 

基本目標４ 

多様な機関の協働による支援体制の充実 

基本目標３ 
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○コラム 高齢者の多様なはたらき方と健康 

 
高齢期の多様なはたらき方と健康 

東京都健康長寿医療センター研究所  

副所長  藤原 佳典  

（北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会委員長） 

 

  I. 高齢期の就業と健康 

皆様の中で、お仕事をされている方は少なくないのではないでしょうか。確かに、令和

4年の総務省労働力調査によると70～74歳の就業者(＝働いている人)の割合は男性41.8％、

女性26.1％ と報告されています。 

これまで、高齢期の就業が心身の健康に及ぼす影響は多数研究されてきました。しかし、

元気な高齢者のみが就業でき、その効果も限定されると考えられていました。そこで私た

ちは、高齢者の就業状況とフレイルの有無が要介護認定を受けるリスクに及ぼす影響を継

続的な健康調査によって調べました。 

東京都内の65-84歳の6,386名を対象にアンケート調査を実施しました。その結果、フル

タイム、パートタイムで就業する人のうちで、フレイルの人はそれぞれ17.5％、15.3％も

いました。 

この方々を3.6年間追跡したところ、もともとフレイルでない元気な人々においては、

就業していない人々と比較して、フルタイム、パートタイムいずれも、要介護認定のリス

クを約30％抑制することがわかりました。一方、もともとフレイルであってもフルタイム

で就業する人は要介護認定のリスクを約50％も抑制しました。 

 

 

▶
フ
レ
イ
ル
で
も
︑
働
く
と
介
護
予
防
効
果
が
あ
る
︒ 
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II. 生きがいと望ましい就労とは 

とはいえ、がむしゃらに働きさえすれば良いのでしょうか。高齢期における望ましい就

業のあり方について考える必要があります。そこで私たちは、高齢者の就業理由の差異に

基づき、都内の就業中の高齢者を対象に2年後の心身の健康状態を比較しました。主な就

業理由により、金銭のみを目的としている人では、生きがいを目的とする人に比べて2年

後の主観的健康感の悪化リスクが1.42倍、生活機能の悪化リスクが1.55倍高いことがわか

りました。 

就業には、給料など報酬がともなうが故に、重い責任や規則正しい生活が求められるこ

とは、張り合いがでて健康に良いかもしれません。 

 

 

III. 多様な高齢者と多様な働き方 

一方、誰もが現役時代と同様の雇用関係に基づく就業を求めるわけではありません。む

しろ、謝礼や謝品は伴うものの、いきがいや社会貢献の側面を重視した、有償ボランティ

アなどいわゆる就労的活動*を志向する人も少なくありません。 

厚生労働省「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」のとりまとめ(2019年12

月13日)においては、一般介護予防事業における「通いの場」を普及拡大する上で、従来

の体操を中心としたプログラムに加えて、より多様な社会参加の場として就労的活動・有

償ボランティア活動も推奨されています。 

例えば、フレイルになっても地元特産物を製造・販売する企業・事業所から「包む、縫

う、織る」といった簡単な作業を受託し、集会場などで仲間とワイワイ共同作業を行うと

いった新たな通いの場も注目されています。 

「働く」とは「傍を楽」にすることとも言われます。心身の機能に関わらず、高齢者が

働くことは、本人のみならず、お客さんや依頼者といった周囲の人々、更には地域社会の

「三方良し」に資する持続可能な共生社会づくりの基盤ではないでしょうか。ちょっと働

いてみようかなという方には、北区では、北区シルバー人材センターや北区立いきがい活

動センター「きらりあ北」*といった就業紹介窓口があります。一度、訪れてみてはいかが

でしょうか。 
 

  

公園清掃の様子 
（北区シルバー人材センター） 

就労相談の様子 
（北区立いきがい活動センター（きらりあ北）） 
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第３章 日常生活圏域 

日常生活圏域 
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 １ 北区における日常生活圏域 

 

（１）日常生活圏域*の設定 

高齢者が日常生活を営む地域として、

地理的な条件や、人口、交通事情その他

の社会的条件、介護給付等サービスを提

供するための施設の整備状況等を総合的

に勘案して、前期計画（令和３年度～５

年度）より、区内を地域振興室の区域に

合わせ19の圏域に分けています。 

地域の様々なサービス資源を高齢者の

生活圏域を単位に整備し、結び付け、そ

の中で必要なサービスが切れ目なく提供

できる体制の実現を目指します。 

 

 

 

 

（２）全高齢者実態把握調査フォローアップ事業 

  地域共生社会の実現に向けた取組を進めるためには、それぞれの日常生活圏域の住民

ニーズを的確に把握し、様々な地域資源を活用する必要があります。 

北区では、令和３年度に実施した「北区全高齢者実態把握調査」の分析結果をもとに、

各圏域の課題の見える化に取り組みました。この課題に応じて、各高齢者あんしんセン

ターは目標設定を行い、区は目標達成に向けた取組を支援しています（『２ 日常生活圏

域別の状況』参照）。 

また、これまで12の圏域において（令和６年３月現在）、それぞれの圏域を管轄する

高齢者あんしんセンターに対し、課題解決に向けたPDCAサイクルの伴走支援を実施す

る『全高齢者実態把握調査フォローアップ事業』を実施しています。 

特に、モデル地区に設定した圏域においては、地域分析の結果から、地域の特性に応

じた介護予防・フレイル予防等の事業を実施しており、取組の過程や戦略に基づいた事

業の進め方について他圏域と共有することで、全体のレベルアップに寄与しています。 

本計画期間において、全圏域に対する伴走支援の実施を目指します。 

  
基本目標２－施策の方向（３） 
事業No.59『全高齢者実態把握調査フォローアップ事業』 

重点 新規 

１９の日常生活圏域 



40 

（３）高齢者あんしんセンターの機能強化 

高齢者が住み慣れた地域で、その人らしい生活を継続していくことができるよう、区

及び高齢者あんしんセンターには多種多様な事業を展開していくことが求められていま

す。総合相談を中心に、高齢者の見守りや認知症支援、権利擁護業務として虐待の早期

発見や防止、成年後見制度*の利用支援、地域のケアマネジャー*の支援等も行っており、

高齢者あんしんセンターにかかる期待は日増しに大きくなっています。さらに、8050問

題や社会的孤立・介護と育児のダブルケア等、地域住民が抱える問題が複合化・複雑化

しています。 

前期計画では、高齢者あんしんセンターの機能強化の取組として、区直営の高齢者あ

んしんセンターを基幹型センターと位置づけ、センター間の総合調整や後方支援等の機

能を担うよう整備しました。本計画期間においては、地域ケア会議*の拡充や事業評価の

推進等により、高齢者あんしんセンターの機能をさらに強化していくことが大きな課題

と言えます。 

                

 

 

 

 

  

基本目標４－施策の方向（１） 
事業No.114 
『高齢者あんしんセンターの運営支援・機能強化』 

重点 
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○コラム 高齢者あんしんセンターと地域共生社会 

「高齢者あんしんセンターと地域共生社会」 

赤羽北高齢者あんしんセンター長  関口 久子  

（北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会委員）  
 

高齢者あんしんセンターは、高齢者を介護、医療、福祉などさまざまな面から総合的に支え、住

み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるように、「地域包括ケア」という考え方や仕組

みを推進することを目的に設置されています。社会福祉士、主任ケアマネジャー、保健師または看

護師、生活支援コーディネーターなどの専門職が中心となって、地域の方々から寄せられる様々な

ご相談等に日々対応しています。例えば、権利侵害の予防や対応、地域で活動するケアマネジャー

さんへのサポート、要支援や要介護状態の予防やその重度化の予防、改善、また認知症と共にある

方を地域で支えるための活動などですが、今後、高齢者人口の増加に伴い、医療・介護双方のニー

ズを要する高齢者が増え続ける一方で、支え手の急減が指摘されていることから、地域全体で支え

合い共に生きていく社会への転換が求められています。 

北区では、令和3年度に実施した「北区全高齢者実態把握調査」の分析結果を参考に、現在、区

内19の日常生活圏域において、管轄する16の高齢者あんしんセンターが、地域固有の課題に対し

て、地域の将来像をそれぞれに思い描きながら事業運営を進めています。私が在籍するセンターで

は、社会的に弱い立場におかれているすべての方々を排除・孤立させないというソーシャル・イン

クルージョンの考え方から、「住み慣れた地域に誰もが集える場所がある」との地域目標を立て、

人と人、人とまちの有機的なつながりを大切にした地域づくりに取り組んでいます。 

孤立や閉じこもりを予防し、気軽に集まれる居場所としての各種サロンの運営や、高台や急な坂

が多いなどの買い物が不便なエリアで行う移動販売などはほんの一例ですが、それらを近隣の高齢

者施設や障害福祉事業所、保育園、医療機関などの協力を得ながら実施しています。 

当事者の声から生まれた、ろうあ者のサロン「デフ絆の会」は、今年で11年目をむかえます。デ

イサービスを見学されたろうの方が「ここは自分の通う場所ではない。聴こえないから交流ができ

ない。ろうの人が集える場所があったらいいのに。」と手話通訳者を介して伝えてくださったこと

がきっかけとなり、その場で手話通訳の方のボランティア参加が決まり、活動場所は当時の浮間さ

くら荘（現赤羽北さくら荘）に声をかけ、手探り状態で立ち上がりました。障害があってもなくて

も、共に支え合い、築きあげていく。貧しさも寂しさも一緒に解決していける、そんな居場所がみ

んなにある。共生社会の芽吹きを信じて私たちは努力を続けたいと思います。 
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 ２ 日常生活圏域別の状況 

19の日常生活圏域において、管轄する各高齢者あんしんセンターが目標設定を行い、区

は目標達成に向けた取組を支援しています。各圏域における取組状況は以下のとおりです。 
 

 
 

担当 担当地域 

十条台高齢者あんしんセンター 
中十条１～４丁目、岸町１～２丁目、十条台１

丁目、上十条１丁目、王子本町１～３丁目 
  

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民が交流スペースで世代を越えて交流するこ

とができる。 

住民一人ひとりがいきがいを持って輝ける。 

 ・高齢者あんしんセンター内に設置する交流

スペース（ボードゲームやカード遊びがで

きる場）の利用者数、リピート率 

・利用者からの意見収集 
 
 
 

取組結果 

・交流スペースで定期開催している若年性認知症カフェに認知症のある高齢者が得意な手品を披露

し、拍手喝采を浴び本人も嬉しそうであった。しかし、手品披露は１回のみであり、交流スペース

はできたが、活用を促すための周知が不足した。 

・フォローアップ事業で担い手づくりを企画。試験的に現在の担い手（候補を含む）に見学ツアーを

開催した。 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

住民一人一人が地域とつながりをもち、いきが

いを持って暮らせる地域。 

 ・高齢者の活躍の場の新設数 

・新たに地域活動の場に参加したメンバーの数 

１ 十条台 

総人口：20,561人 

高齢者人口：5,359人（26.1％） 

要支援認定者数：411人（7.7％） 

要介護認定者数：731人（13.7％） 

 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

王子光照苑高齢者あんしんセンター 王子１～６丁目、豊島1丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民がいきがいや役割を持って地域で生活する

ことができる。 

 ・サロン等のイベントへの参加事例 

・「社会資源マップ」を作成し、地域住民のニ

ーズを把握する。 

 
 
 

取組結果 

・活動を選択できるように11種類のサロンを開催。その中でガーデニングサロンでは押し花のしおり

を作成し、住民にプレゼントするなど、地域の方に喜んでもらえる仕組みを作った。 

・地域の方々と社会資源マップの作成とニーズの聞き取りを行った。そこから見えた買物困難のニー

ズに対して、周辺地域のお店の協力で出張販売を開始。その場が交流の場にもなった。 

・保育園や小学校などでの多世代交流の機会を設け、いきがいにつながる活動の場として絵本読み聞

かせや昔遊びを行った。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

地域住民同士がつながり、お互いの困りごとを

解決したり、住民がいきがいや自身の役割を実

感しながら暮らせる地域。 

 ・地域住民に対してアンケートを実施し、意

見聴取及び困りごとの把握 

・いきがいや役割を実感しながら活躍できる

場の設置状況 

２ 王子 

総人口：27,968人 

高齢者人口：5,848人（20.9％） 

要支援認定者数：434人（7.5％） 

要介護認定者数：767人（13.2％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

豊島高齢者あんしんセンター 豊島２～８丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民が「支え」「支えられ」おたがいさまな関

係を実感することができ、最期まで安心して暮

らせる。 

 ・住民主体のサロン活動等の参加者の声 

・認知症サポーター養成講座等の受講者数、

受講後の活動事例 

 
 
 

取組結果 

・「ぱっと体操豊五」を立ち上げ、住民主体の活動に移行した。（毎週平均約50名が参加） 

・水害時高台避難訓練を実施（19名参加）。 

「日頃の見守り体制の必要性を感じた」と今後につながる意見があった。 

・認知症サポーターステップアップ講座 

こんちゃんサポーター7名増によりオレンジカフェの活動が充実した。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

住民が相互に支え合い、「おたがいさま」な関

係を築くことで、多様なつながりを広げてゆ

き、住みなれた場所で最期まで安心して暮らせ

る地域。 

 ・男性のつながりづくり「カムカム健康とよ

５男子プロジェクト」の参加者数 

・多世代・多様な活動の場の設置状況 

 

  

３ 豊島 

総人口：27,453人 

高齢者人口：8,306人（30.3％） 

要支援認定者数：600人（7.2％） 

要介護認定者数：983人（11.8％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

十条高齢者あんしんセンター 
十条台２丁目、上十条２～５丁目、 

十条仲原１～４丁目 
 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民が、点在する生活情報を知り、必要な情報

の活用や自身の活躍の場を広げられる。 

 地域の生活情報を整理し、住民が必要な情報

を得たり、つながることで問題解決できた

等、その糸口になった好事例を報告。 

 
 
 

取組結果 

地域の生活情報については地域住民からの情報収集を心がけたが整理するまでには至らなかった。一

方で、サロン内容を工夫し地域住民と繋がりを深め、情報共有できたことで健康維持や生活の工夫が

できた。町会とタイアップした企画では他世代にセンターを知ってもらうきっかけになった。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

ストップフレイルで健康維持できる高齢者がた

くさんいるまち。 

 ・自主グループの数 

・フレイル予防に関するサロン、イベントの

開催数、参加者数 

・自主グループ独自で活動した回数、参加人

数 

 

  

４ 十条 

総人口：16,233人 

高齢者人口：4,106人（25.3％） 

要支援認定者数：309人（7.5％） 

要介護認定者数：562人（13.6％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

東十条・神谷高齢者あんしんセンター 東十条１～６丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

誰かの助けが必要になっても、なじみの関係、

なじみの暮らしをつづけることができるよう、

圏域町会、自治会から最低１名がこんちゃんサ

ポーター（認知症支援ボランティア）に登録で

きる。 

 ①おたがいさまネットワークの登録団体数 

②認知症サポーター養成講座開催数 

③認知症サポーターステップアップ講座開催数 

④こんちゃんサポーター登録数 

 
 
 

取組結果 

①登録団体 73団体（±0）      ②養成講座 10回  

③ステップアップ講座 ２回    ④こんちゃんサポーター ５名（＋１名） 

 ※６町会中、４町会に在籍（R5.12.31現在） 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

誰かの助けが必要になった時、気軽に相談でき 

る場所があることで、なじみの関係、なじみの 

暮らしを続けることができるように、各町会に 

無料の介護・医療・福祉に関する案内所が設置 

されている。 

 ・「東十条つなげ隊（仮）」→各町会に1ヵ所

ずつ、介護医療福祉に関する無料案内所を

設置する。 

  

５ 東十条 

総人口：14,043人 

高齢者人口：3,146人（22.4％） 

要支援認定者数：237人（7.6％） 

要介護認定者数：378人（12.1％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

東十条・神谷高齢者あんしんセンター 神谷１～３丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

誰かの助けが必要になっても、なじみの関係、

なじみの暮らしをつづけることができるよう、

圏域町会、自治会から最低1名がこんちゃんサ

ポーター（認知症支援ボランティア）に登録で

きる。 

 ①おたがいさまネットワークの登録団体数 

②認知症サポーター養成講座開催数 

③認知症サポーターステップアップ講座開催数 

④こんちゃんサポーター登録数 

 
 
 

取組結果 

①登録団体 36団体（±0）     ②養成講座 10回 

③ステップアップ講座 ２回    ④こんちゃんサポーター 25名（＋15名） 

 ※９町会全てに在籍（R5.12.31現在） 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

高齢者を中心に、見守りを必要としている人が

孤立することなく暮らせるまち。 

 ・認知症サポーターや当事者、地域の中の通

いの場が協力し合えるシステムができてい

ること。 

・こんちゃんサポーターの個別支援活動数、

支援内容。 

・通いの場への新規参加者数 

  

６ 神谷 

総人口：16,215人 

高齢者人口：3,965人（24.5％） 

要支援認定者数：300人（7.6％） 

要介護認定者数：552人（13.9％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

西が丘園高齢者あんしんセンター 
赤羽西１～６丁目（５丁目３～15 を除く）、 

西が丘１～３丁目 
 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民が新たな生活様式に対応した屋外等の「集

まる場」に参加し、筋力・認知機能低下予防に

取り組むことができる。 

 ・「集まる場」の実施回数や参加人数、参加者

の声 

・定期的に実施する体力測定の結果 
 
 
 

取組結果 

・屋外活動を取り入れ、感染対策をとりながら活動を継続することができた。 

・福祉用具事業所に協力を得て歩行状態の評価を実施、改善のための運動を参加者に提案した。 

・男性の孤立防止を目的に「親父のたまり場」を開始した。 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

住民一人一人がつながりをもって暮らすことが

できる。 

・気軽に行ける場所がある。 

・困ったときに相談ができる。 

・男性の孤立防止の取組がある。 

 ・「集まる場」の実施回数及び参加人数 

・参加者アンケートや意見 

・あんしんセンターの周知強化の方法と内容 

 

 

  

７ 赤羽西 

総人口：24,959人 

高齢者人口：6,032人（24.2％） 

要支援認定者数：434人（7.2％） 

要介護認定者数：834人（13.9％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

みずべの苑高齢者あんしんセンター 志茂１～５丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

公園を利用した自主グループによる体操の集い

が広がり、住民の歩く力が維持・向上される。 

志茂ジェネ（協議体）を通じ、多世代交流が活

発である。 

 ・体操実施グループ数や参加者数 

・体力測定や歩行に関するアンケート測定結果 

・参加者からの聞き取り 

 
 
 

取組結果 

・体操の集い参加者数（R3：2280名、R4：2801名） 

参加者アンケートでは「身体面・精神面でよい効果があった」と感じる人が９割を超えた。体力測

定は新型コロナウイルス感染症の影響で実施せず。 

・志茂ジェネ（協議体）では０円マーケットを10回以上（R5.8時点）開催し、多世代交流を図るこ

とができた。 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるた

めに、多世代で集える居場所がある。 

 ・しもぞうハウスの利用人数、担い手の人数 

・志茂ジェネの実施回数 

・チームオレンジ*の活動に参加した事業所

数、地域の団体数 

・チームオレンジチーム員へのアンケートの

実施 

８ 志茂 

総人口：21,885人 

高齢者人口：4,686人（21.4％） 

要支援認定者数：351人（7.5％） 

要介護認定者数：670人（14.3％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

赤羽高齢者あんしんセンター 
岩淵町、赤羽１～２丁目、 

赤羽３丁目（一部）、赤羽南１～２丁目 
 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民が、新たなつながりに参加することができ

る 

 「新たなつながり活動」が可能となったかを

報告 

 
 
 

取組結果 

令和３年度、事業所・企業との打合せを開始。 

令和４年度、圏域内の事業所・企業の協力により、「あおぞら体操」「きらきらサロン」「おおるりサ

ロン」の３つのサロンを開設（週1回もしくは月1回定期開催） 

令和５年度、前年２度のプレ開催を経て「出張型ホームワークサロン」を開設（月１回定期開催） 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

地域の方たちと一緒に活動の場所を創設するこ

とで、住み慣れた地域で行われている活動に興

味を持ってくれる人がたくさんいるまち 

 ・地域の方たちとの話し合いの実施回数 

・活動場所の創設ができたかどうか 

・活動場所への参加人数 

 

  

９ 赤羽 

総人口：19,277人 

高齢者人口：3,659人（19.0％） 

要支援認定者数：243人（6.6％） 

要介護認定者数：424人（11.4％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

赤羽北高齢者あんしんセンター 
赤羽北１～２丁目、３丁目（一部）、 

赤羽台４丁目（一部）、赤羽３丁目（一部）、 
 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

【住み慣れた地域に誰もが集える場所がある】 

①元気な方が自主的に参加できる場所がある 

②杖など利用しながらも身近に参加できる「場

所」がある 

③誰もが孤立することなく、頼れる「場所」や

「人」がある 

 ①②実施場所・実施回数・参加対象者の人数

などの把握をする 

③孤立している人への支援について関係機関

と連携のもと、新たなネットワークを構築し

検討していく 

 
 
 

取組結果 

①②「デフ絆の会」「音楽サロン」「オレンジカフェ」など10の通いの場について、圏域内４か所にて

延べ164回、2242名の参加があった。 

③相談や連絡を受け、個別訪問は行っているが、新たなネットワークの構築は出来ていない。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

住み慣れた地域に誰もが集える場所がある  ・圏域を４つの地域に分け、各地域に通いの

場ができたか。 

・実施場所・実施回数・参加者数 

  

１０ 赤羽北 

総人口：14,519人 

高齢者人口：3,774人（26.0％） 

要支援認定者数：289人（7.1％） 

要介護認定者数：537人（13.3％） 

※令和５年１０月１日現在 



52 

 

担当 担当地域 

浮間高齢者あんしんセンター 浮間１～５丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

高齢者が集う場が増える。住民がオンラインを

活用した話し合いや集いの場に参加することが

できる。 

 ・高齢者が集う場を把握し、地域情報見える

化サイト等の活用によりリスト化する 

・オンライン活用の実績報告 

 
 
 

取組結果 

地域住民とSNSでグループをつくり、オレンジガーデンプロジェクトにおける花の成長記録などを共

有できた。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

高齢者や障害者、子育て世代、子どもたちなど

多様な人たちが地域で交流することができる。 

 多世代の人が交流できる場の数、イベントの

実績報告 

 

  

１１ 浮間 

総人口：24,080人 

高齢者人口：4,781人（19.9％） 

要支援認定者数：367人（7.7％） 

要介護認定者数：690人（14.4％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

桐ケ丘やまぶき荘高齢者あんしんセンター 

桐ケ丘１～２丁目、赤羽北３丁目（一部）、

赤羽台１～３丁目、４丁目（一部）、 

赤羽西５丁目（一部） 
 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

後期高齢者を含め、誰もがゆるやかに地域と繋

がり、お互いに見守り・支え合い、安心して暮

らし続けることができる。 

 ・高齢者あんしんセンターの相談件数 

・社会資源同士が繋がる交流会や地域との共

催イベントの開催数 

・各種サポーター制度等への登録者数、講座

参加者数や、各種包括事業への参加者数 
 
 
 

取組結果 

・高齢者あんしんセンターの周知には更なる努力が必要だが出張窓口の相談件数は増加した。 

・サロン等の立上げ支援により新たな社会資源が生まれた、または定着が図れた。 

・協議体で出た意見をもとに住民と共同で地域イベントの企画運営を行った。 

・認知症サポーター養成講座はWeb会議システムを活用するなどし実施できた。 

・こんちゃんサポーターの登録者数が増加した。 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

誰もがゆるやかに地域とつながり、安心して暮

らし続けることができるまち。 

 ・相談件数（出張窓口を含む） 

・事業参加者数及び参加者アンケート 

・社会資源情報の整備状況 

・地域のネットワークづくり、担い手育成の

取組の有無 

１２ 桐ケ丘 

総人口：18,711人 

高齢者人口：6,402人（34.2％） 

要支援認定者数：587人（9.8％） 

要介護認定者数：943人（15.8％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

滝野川西高齢者あんしんセンター 滝野川３～７丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

・地域共生社会構築に向けた多世代交流の場作り 

・全自治会見守りネットワーク*の基盤体制強化 

 地域の社会資源の実態把握として、自治会の

見守り、民生委員、シニアクラブ、自主グル

ープ、ご近所体操教室などへの聞き取り。 
 
 
 

取組結果 

新型コロナウイルス感染症の影響で、様々な活動が自粛や縮小を余儀なくされ、困りごとの大半が

「感染対策」に終始していた。令和４年からは徐々に活動が再開されてきたが、様子を見ながらの活

動となり、多世代で集まれるような活動には繋がらなかった。 

見守りネットワーク協力員からの相談件数は増えてきており、登録者以外の「気になる人」等につい

ても情報共有が出来てきている。相談から早期発見・早期介入に繋がっている。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

世代や性別、職種、業種などに捉われず、「や

りたい」「出来る」思いと活動をマッチング

し、誰でも参加でき、誰もが活躍できるまち 

 ・「認知症の人」「男性」「新たに転居してきた

住民」などこれまで参加率の低い方へのヒ

アリングと、結果に合わせたサロン・自主

グループなどの立ち上げ。 

・インフォーマルサービス*の詳細が一目で分

かるシステム作りと周知を行い、システム

の認知度、利用率を評価。 

１３ 滝野川西 

総人口：24,457人 

高齢者人口：5,289人（21.6％） 

要支援認定者数：387人（7.4％） 

要介護認定者数：711人（13.5％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

飛鳥晴山苑高齢者あんしんセンター 滝野川１～２丁目、西ケ原２～４丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

介護予防・認知症予防への理解を深めることが

できる。介護事業者、障害者施設関係機関が地

域情報を共有し、簡易にアクセスできる。 

 ・日常生活課題調査結果 

・圏域内の介護、障害施設関係機関を地図や

リストで見える化し、公開する 
 
 
 

取組結果 

・地域別に社会資源を振り分け、見える化を行い、それぞれの課題を抽出することが出来た。 

・参加者に偏りが出ないよう、介護予防ではつらつサロンの会場を３か所で開催した。また、自主グ

ループの後方支援を行い介護予防の継続やセンターとの関係性を深めた。 

・こんちゃんサポーターの支援により認知症高齢者がサロン、カフェに参加する機会が増加した。 

・おたがいさまネットワーク登録団体数は、増やすことは出来なかったが、地域の商店、自治会や小

学校のイベントに参加し関係性を構築した。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

・フォーマルサービス*、インフォーマルな活

動問わず、介護予防、フレイル予防を意識し

活動に参加できる人がたくさんいる。 

・多世代が顔の見える関係をつくり、お互いが

孤立せず住民同士が気にかけあい暮らせる地

域。 

 ・介護予防事業の回数や参加者数の把握。 

・認知症サポーター養成講座、ステップアッ

プ講座の参加者、こんちゃんサポーターの

人数、育成数。 

・新たな交流の場の数。 

１４ 滝野川東 

総人口：22,920人 

高齢者人口：5,491人（24.0％） 

要支援認定者数：384人（7.0％） 

要介護認定者数：779人（14.1％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

滝野川はくちょう高齢者あんしんセンター 
西ケ原１丁目、上中里１丁目、 

中里１～３丁目 
 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民誰もが多世代・多分野とつながり、地域の

魅力や課題を共有することができる 

 ・多世代・多分野の集まりの開催状況 

・多世代・多分野の集まりへの参加者の声 

・共有できた人数や方法 

 
 
 

取組結果 

ふれあい交流サロンでは、障害のある方の参加受け入れを試行した。 

令和 5 年度は、認知症サポーター養成講座をきっかけに、小学校や地域の美容室とのかかわりを持っ

ている。また、アルツハイマー月間の図書館とのイベントも規模を新型コロナウイルス感染症蔓延前

に戻すことができた。 

地域包括ケア連絡会*では多世代・多分野の中でも特に障害分野とのかかわりを意識した参加者を選

定し開催した。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

・住民がおたがいに見守り・支えあえる関係を

作り、安心して暮らし続けることができるま

ち。 

・一人ひとりが地域とつながり孤立しない。住

み慣れた地域に誰もが参加できる通いの場が

あるまち。 

 ・多世代を対象とする見守り活動の事例報告 

・通いの場の発足数 

・通いの場の情報の周知、社会資源マップの

作成 

１５ 西ケ原東 

総人口：15,725人 

高齢者人口：3,661人（23.3％） 

要支援認定者数：247人（7.0％） 

要介護認定者数：417人（11.8％） 

 

※令和５年１０月１日現在 



57 

 

担当 担当地域 

滝野川はくちょう高齢者あんしんセンター 田端１～６丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

・住民誰もが多世代・多分野とつながり、地域

の魅力や課題を共有することができる 

 ・多世代・多分野の集まりの開催状況 

・多世代・多分野の集まりへの参加者の声 

・共有できた人数や方法 

 
 
 

取組結果 

ふれあい交流サロンでは、障害のある方の参加受け入れを試行した。 

令和 5 年度は、認知症サポーター養成講座をきっかけに、小学校や地域の美容室とのかかわりを持っ

ている。また、アルツハイマー月間の図書館とのイベントも規模を新型コロナウイルス感染症蔓延前

に戻すことができた。 

地域包括ケア連絡会では多世代・多分野の中でも特に障害分野とのかかわりを意識した参加者を選定

し開催した。 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

・住民がおたがいに見守り・支えあえる関係を

作り、安心して暮らし続けることができるま

ち。 

・一人ひとりが地域とつながり孤立しない。住

み慣れた地域に誰もが参加できる通いの場が

あるまち。 

 ・多世代を対象とする見守り活動の事例報告 

・通いの場の発足数 

・通いの場の情報の周知、地域資源マップの

作成 

 

 

１６ 田端 

総人口：14,664人 

高齢者人口：2,911人（19.9％） 

要支援認定者数：181人（6.2％） 

要介護認定者数：348人（12.0％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

昭和町・堀船高齢者あんしんセンター 上中里２～３丁目、昭和町１～３丁目、栄町 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

地域住民が福祉課題や共生社会についての理解

を深められ、あんしんセンターと協働で解決に

向けた取組ができる。 

 ・地域住民と実施する協議体の報告書 

・各事業のアンケートや事業支援者へのイン

タビュー 

・住民主体のサロンの開設数 

 
 
 

取組結果 

・令和元年度、上中里 2 丁目の住民と協議体を開催し、令和 4 年度末にマルシェの実施に繋がった。 

・地域包括ケア連絡会にて、民生委員と高齢者あんしんセンターが対応している事例を紹介し、アン

ケートを実施した。 

・ろうあ者のサロンを毎月第四金曜日に実施。実施に際し、ろうあの方や手話通訳士を招いて、サロ

ンのあり方を模索し実施に至った。（令和3年12月開始。令和5年12月末現在21回開催、参加者数延

べ259人） 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

「共生」をキーワードに「認知症の啓発や理

解」、「高齢者同士のつながり」や、「高齢者と

子ども」、「あんしんセンターと地域とのつなが

り」がある。 

 ・認知症事業関連、ふれあい交流サロン 

等での事業実施数、延べ参加人数 

・あんしんセンターとして地域行事など 

に参加した際の来場者数 

１７ 昭和町 

総人口：10,231人 

高齢者人口：2,378人（23.2％） 

要支援認定者数：168人（7.1％） 

要介護認定者数：326人（13.8％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

昭和町・堀船高齢者あんしんセンター 堀船１～４丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

・地域住民が生活課題を理解し、あんしんセンタ

ーと協働で解決に向けた取組ができる。 

・地域住民が福祉課題や共生社会についての理

解を深められる。 

 ・地域住民と実施する協議体の報告書 

・各事業のアンケートや事業支援者へのイン

タビュー 

・住民主体のサロンの開設数 
 
 
 

取組結果 

・令和 4 年度までに堀船 2 丁目の住民と協議体を開催し「買い物困難」という課題について取り組ん

だ。令和 5 年秋に団地を中心に移動販売を開始できた。 

・地域包括ケア連絡会にて、民生委員と高齢者あんしんセンターが対応している事例を紹介し、アン

ケートを実施した。 

・東京福祉大と堀船地域での研究を実施し、論文をまとめた。 

・ろうあ者のサロンを毎月第四金曜日に実施。実施に際し、ろうあの方や手話通訳士を招いて、サロ

ンのあり方を模索し実施に至った。（令和3年12月開始。令和5年12月末現在21回開催、参加者数

延べ259人） 
 
 
 

第９期目標  評価方法 

「共生」をキーワードに「認知症の啓発や理

解」、「高齢者同士のつながり」や、「高齢者と

子ども」、「あんしんセンターと地域とのつなが

り」がある。 

 ・認知症事業関連、ふれあい交流サロン等で

の事業実施数、延べ参加人数 

・あんしんセンターとして地域行事などに参

加した際の来場者数 

１８ 堀船 

総人口：11,100人 

高齢者人口：3,306人（29.8％） 

要支援認定者数：302人（9.3％） 

要介護認定者数：495人（15.3％） 

※令和５年１０月１日現在 
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担当 担当地域 

新町光陽苑高齢者あんしんセンター 田端新町１～３丁目、東田端１～２丁目 

 

基礎情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第８期目標  評価方法 

住民が、地域包括支援センター*職員や関係機

関が保有している地域情報を共有することがで

きる。 

 地域資源マップのたたき台を作成 

新町光陽苑管内の高齢者実態把握名簿を作成 

 
 
 

取組結果 

地域資源マップのたたき台を作成し、居宅介護支援事業所との意見交換を行ったが、関係事業所間や

地域住民との具体的な共有までに至らず。 

高齢者実態把握名簿は作成していた（約700人）が心配高齢者の絞り込みやアウトリーチに活用する

までに至らず。 

 
 
 

第９期目標  評価方法 

「みんなで支え安心してくらせる地域づくり」

を基本理念に 

・地域団体の活動が再開し、ふたたびつながり 

合う 

・高齢者が孤立せず社会参加できるまち 

 ・地域交流イベントの開催数 

・サービス利用のない独居高齢者とつながっ

た件数 

  

１９ 東田端 

総人口：12,329人 

高齢者人口：1,764人（14.3％） 

要支援認定者数：127人（7.2％） 

要介護認定者数：233人（13.2％） 

※令和５年１０月１日現在 
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第４章 計画の体系と計画事業 

計画の体系と計画事業 
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 １ 計画の体系 

 

基本理念 
（将来像） 

基本方針 
（目指す姿） 

基本目標 
（取り組むべき課題） 

施策の方向 
（課題への対応策） 

み
ん
な
で
支
え
安
心
し
て
く
ら
せ
る
地
域
づ
く
り 

北
区
版
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進 

の
実
現
に
向

 

基本目標１ 

一人ひとりが 
輝くための 
多彩な 
ネットワークづくり 

（１）地域のすべての人々が 
互いに支え合う体制の充実 

（２）多様な地域資源の活用 

（３）多世代間の交流による 
重層的なつながりの創出 

基本目標２ 

自立して 
豊かな高齢期を 
過ごすために   

（１）いきがいを実感できる 
社会参加の促進 

（２）健康寿命の延伸 

（３）自立支援、介護予防・ 
重度化防止の推進 

基本目標３ 

住み慣れた地域で 
自分らしい 
暮らしを 
続けるために 

（１）在宅生活及び在宅療養支援 
の充実 

（２）福祉人材の確保・定着へ 
の支援 

（３）安全・安心の確保 

（４）ニーズや実情にあった住まい 
の確保 

基本目標４ 

多様な機関の 
協働による 
支援体制の充実 

（１）高齢者あんしんセンターの 
体制充実 

（２）介護・福祉・医療・保健の 

連携促進 
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 ２ 基本目標 

 

基本方針の達成に向けて、４つの基本目標を設定しました。 

  

  

 

 

誰もが輝ける地域をつくるためには、地域住民や支援組織、専門機関、行政などが連

携・協力した支援体制が必要です。人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながること

で、住民一人ひとりの暮らしといきがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実

現に向けて、行政はコーディネーターとしての役割を担い、地域で何かをやってみたいと

いう思いを後押しします。 

 

 

 

 

高齢期を迎える前から各々に合った適切な健康づくりや介護予防・フレイル予防を行う

等、健康寿命の延伸に向けて取り組むことで、自分らしく活動的な生活を高齢期まで長く

送れるようになります。生涯を見通した将来設計を立て、いきがいづくりの手段となる健

康づくり、仲間づくりを促進できるよう、機会・場所の提供をしていきます。また、就労

し、収入を得ることもいきがいにつながるため、高齢者の就労的活動を支援していきます。 

 

 

 

 

高齢者が住み慣れた地域で最期まで安心して暮らし続けるためには、居住形態や、年齢

構成や世帯構成等の地域特性を踏まえ、地域の実情に合った支援やサービスが必要です。

多様な選択肢を示し、本人の意思に沿った決定をすることが可能となるよう、地域におけ

る介護サービスや在宅医療の基盤整備を進めていきます。また、災害や感染症等緊急時へ

の対策、成年後見制度の利用支援、権利擁護等、安心・安全に資する施策を推進します。 

 

 

 

 

地域課題の解決には、行政だけでなく、地域住民や関係者等との協働が必要であるため、

介護・福祉・保健・医療等の各分野横断的な体制の構築を推進します。また、8050問題や

社会的孤立等、地域住民が抱える課題の複合化・複雑化に対応するため、関係機関や支援

機関が連携し、それぞれの専門性を生かした重層的な支援*を行います。さらには、家族介

護者支援やヒアリングフレイル対策等、多様化する住民ニーズに対応するため、高齢者あ

んしんセンターの体制の充実に取り組みます。 

自立して豊かな高齢期を過ごすために 

基本目標２ 

多様な機関の協働による支援体制の充実 

基本目標４ 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるために 

基本目標３ 

一人ひとりが輝くための多彩なネットワークづくり 

基本目標１ 
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 ３ 事業一覧 

 

本計画は、４つの基本目標と１２の施策の方向から構成されており、全１２５の個別事業は、い

ずれかの施策の方向に紐づいています。 

計画の推進にあたっては、全ての施策・事業を総合的、包括的に推進していきますが、国の基本

指針や北区の現状と課題等を踏まえ、令和６年を初年度とする３か年の計画期間において特に集中

的に、重点的に推進していく事業として、４０の「重点事業」を設定しました。 

重点事業は、実績や計画事業量を明らかにし進捗管理の対象とするものと位置づけています。ま

た、本計画に新たに掲載する事業は「新規事業」として区別しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【事業一覧表の見方】 

 

 

 

 

 

 

（１）地域のすべての人々が互いに支えあう体制の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆４つの基本目標を 

示しています。 

◆各基本目標に紐づく施策の 

方向を示しています。 

一人ひとりが輝くための多彩なネットワークづくり 

基本目標１ ◆「重点」は重点事業を、 

「新規」は新規事業を 

示しています。 

◆個別事業の通し番号を 

示しています。 

◆個別事業の名称及

び所管課を示してい

ます。 

◆事業概要を示しています。 
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（１）地域のすべての人々が互いに支えあう体制の充実 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

1 
生活支援体制整備事業 

≪長寿支援課≫ 

各高齢者あんしんセンターに生活支援コーディネ

ーターを配置し、区内の地域資源の把握や地域ネ

ットワークの構築等に取り組みます。 

 
 

2 
北区地域ケア会議の開催 

≪高齢福祉課、長寿支援課≫ 

「地域包括ケア連絡会（おたがいさま地域創生会

議）」等の３層からなる「地域ケア会議」を開催

します。 
  

3 

認知症への理解を深める 

ための普及・啓発の推進 

≪長寿支援課≫ 

認知症についての正しい知識を深め、認知症への

備えや早期支援につなげるため、普及・啓発を推

進します。 

 
 

4 

認知症サポーター養成講座

の拡充 

≪長寿支援課≫ 

認知症に関する正しい知識の普及と地域のサポー

ターを養成するため、認知症サポーター養成講座

を開催します。 

 
 

5 
認知症カフェの開催 

≪長寿支援課≫ 

認知症の情報案内、医師による「もの忘れ相

談」、専門スタッフによる相談等を実施します。 
 

 

6 

介護予防のための 

地域ケア個別会議の開催 

≪高齢福祉課≫ 

要介護度が軽度（事業対象者・要支援認定）の高

齢者の自立支援、重度化防止を視点とした専門

職・多職種による会議を開催します。 
  

7 

北区地域包括ケア連絡会の

開催 

≪高齢福祉課≫ 

高齢者あんしんセンターの総合相談・連絡調整機

能を高め、保健・医療・介護・福祉等の地域資源

ネットワークの構築を目指します。 
  

8 

コミュニティソーシャル 

ワーカー（ＣＳＷ）*の配置 

≪地域福祉課≫ 

ＣＳＷを配置し、既存のサービスだけでは十分な

対応ができない方等からの相談に応じ、課題解決

に取り組みます。 
  

9 
社会福祉協議会への支援 

≪地域福祉課≫ 

社会福祉協議会が地域社会の重要な担い手として

活動できるよう、適切な支援を行います。   

10 

民生委員・児童委員の 

活動支援 

≪地域福祉課≫ 

民生委員・児童委員が地域における気軽な相談相

手として、または、援助者として活動できるよ

う、適切な支援を行います。 
  

11 
おたがいさまネットワーク 

≪長寿支援課≫ 

協力団体や声かけサポーター等が連携して、見守

り体制の連携強化を図っていきます。   

12 

地域見守り・支えあい活動

促進補助事業 

≪長寿支援課≫ 

一人暮らし高齢者等の見守り活動を行っている町

会・自治会に対し、活動費の一部を補助します。   

13 
一人ぐらし高齢者定期訪問 

≪長寿支援課≫ 

民生・児童委員の定期訪問により、一人ぐらし高

齢者の安否の確認や孤立感の解消を図ります。   

一人ひとりが輝くための多彩なネットワークづくり 

基本目標１ 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 
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14 
町会･自治会活性化推進事業 

≪地域振興課≫ 

町会･自治会、民生委員･児童委員等、関係団体が

参加する、地域円卓会議の開催を推進します。   

15 

北区版認知症ケアパスの 

更新・活用 

≪長寿支援課≫ 

「北区版認知症ケアパス（北区認知症あんしんな

び）」を更新・配布し、活用を推進します。   

16 
認知症家族介護者支援事業 

≪長寿支援課≫ 

認知症の人や家族、介護者を対象としたつどい

や、認知症のケアに関する講座を開催します。   

17 
徘徊高齢者家族支援 

≪高齢福祉課≫ 

GPSを利用した位置情報サービスを提供し、徘徊

時における事故の防止を図ります。   

18 

若年性認知症の啓発・活動 

支援 

≪長寿支援課≫ 

若年性認知症の本人と家族に対する相談支援や普

及啓発に取り組みます。 
 

 

19 

ヤングケアラー支援体制の

構築 

≪子ども家庭支援センター≫ 

関係機関とのネットワーク体制の構築及び連携の

強化を推進し、ヤングケアラーへの効果的な支援

を実施します。 

 
 

 

（２）多様な地域資源の活用 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

20 

認知症支援ボランティアの

活動支援 

≪長寿支援課≫ 

認知症サポーターの理解を深め、地域で活動でき

るよう、ステップアップ講座を開催します。ま

た、登録制度を設けて活躍の場を広げます。 
  

21 

認知症サポート店の 

活動支援 

≪長寿支援課≫ 

認知症サポーター養成講座を受講し、認知症の人

に配慮した応対を心がける事業所等を区に登録

し、認知症ケアパス等で区民に広く周知します。 

  

22 

認知症ピアサポート 

活動支援 

≪長寿支援課≫ 

認知症診断前後、心理面や生活面への早期からの

支援として、認知症当事者による相談支援や当事

者同士の交流による支え合いを進めます。 
  

23 
チームオレンジの構築 

≪長寿支援課≫ 

認知症の人の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ

等と、支援者をつなぐ仕組み（チームオレンジ）

を整備し、地域支援体制の強化を図ります。 

 
 

24 
高齢者会食推進事業 

≪長寿支援課≫ 

地域において高齢者を対象とした会食及び配食サ

ービス活動を自主的に実施し、区の要件を満たす

団体に活動費の補助を実施します。 

  

25 
ふれあい交流サロンの開催 

≪高齢福祉課≫ 

閉じこもりがちな高齢者や認知症の人が、いつで

も安心して交流できる「ふれあい交流サロン」を

各圏域の様々な場所を活用し実施します。 

  

26 

北区ＮＰＯ・ボランティア

ぷらざの運営 

≪地域振興課≫ 

市民活動推進機構への事業委託等を通じて、区民

の視点に立ったＮＰＯ・ボランティア活動推進及

び活動環境の整備を図ります。 
  

27 

コミュニティビジネス*支援

事業 

≪産業振興課≫ 

地域の課題を地域が担い解決していくコミュニテ

ィビジネスを推進し、地域の活性化や雇用創出に

つなげていくため、セミナーを実施します。 
  

新規 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 
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（３）多世代間の交流による重層的なつながりの創出 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

28 

小・中学校等における認知症

サポーター養成講座の開催 

≪長寿支援課、教育指導課≫ 

小・中学校等教育機関において認知症サポーター

養成講座を開催し、認知症に関する正しい理解の

普及を推進します。 
  

29 

絵本読み聞かせ世代間交流

プログラムの普及 

≪長寿支援課≫ 

絵本読み聞かせ教室を実施し、終了後は自主グル

ープ化を図ります。教室の卒業生は、シニアボラ

ンティアとして活動を展開しています。 

  

30 

小・中学校における 

福祉啓発教育の推進 

≪教育指導課≫ 

小・中学校において福祉・介護に関する事業や制

度を普及・啓発するための取組を行っていきま

す。 
  

31 
世代間交流の開催 

≪教育指導課≫ 

昔遊びや昔語りなど高齢者と幼稚園・こども園の

幼児、小・中学校の児童・生徒との交流の場をつ

くっていきます。 

  

32 

昔遊び・伝統的文化 

継承活動 

≪子どもわくわく課≫ 

児童館等において子育て経験のある方や伝統的な

日本文化の知識がある方を講師として、昔遊びや

伝統的文化の継承活動を実施しています。 
  

33 

放課後子ども総合プラン

「わくわく☆ひろば」 

≪子どもわくわく課≫ 

「放課後子ども総合プラン」事業において、地域

の方を講師として、昔遊びや伝統的文化の活動な

どを実施しています。 
  

34 

高齢者参画による 

世代間交流 

≪保育課≫ 

保育園において、地域における子育ての経験者・

伝統継承者等としての高齢者の参画を得る等、世

代間交流の推進を図ります。 
  

  

重点 
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（１）いきがいを実感できる社会参加の促進 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

35 

高齢者のいきがいづくり・

社会参加支援 

≪高齢福祉課≫ 

いきがい活動センター（きらりあ北）の運営やシ

ルバー人材センターの支援をとおして、いきがい

づくりや就労、社会参加等の活動を支援します。 
  

36 

高齢者いきいきサポーター

制度 

≪長寿支援課≫ 

指定受入施設でのボランティア活動時間に応じた

交付金を交付します。   

37 
シニアクラブの活動支援 

≪長寿支援課≫ 

地域のシニアクラブの活動を支援するために運営

費の一部を補助します。   

38 
ヘルシー入浴補助券 

≪長寿支援課≫ 

社会参加の促進や入浴による健康の増進を図るた

め、高齢者ヘルシー入浴補助券を支給します。   

39 

シニアふれあい食事会 

（旧：高齢者ふれあい食事会） 

≪長寿支援課≫ 

食を通じた高齢者の居場所づくりを推進するた

め、シニアふれあい食堂(食事会)を実施している

団体に運営経費の一部助成を行います。 
  

40 
ことぶき大学 

≪生涯学習・学校地域連携課≫ 

テーマは生活・健康・文学・音楽・時事問題など

幅広く設定し、高齢者の学習の場やいきがいづく

りの場を提供します。 

  

41 
ＩＴ関係講座 

≪生涯学習・学校地域連携課≫ 

パソコンやスマートフォン、タブレット等の基本

的な操作や日常生活に役立つ活用法を学習する機

会を設定し、情報活用を支援します。 

  

 

（２）健康寿命の延伸 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

42 

糖尿病重症化予防事業の 

実施 

≪国保年金課≫ 

糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づいた、

糖尿病重症化予防事業及び保健指導を実施してい

ます。 
  

43 

特定健康診査*・特定保健指

導の実施 

≪国保年金課、健康推進課≫ 

40歳～74歳の国民健康保険加入者を対象とした

特定健康診査・特定保健指導を実施します。   

44 
後期高齢者健診の実施 

≪国保年金課、健康推進課≫ 

後期高齢者医療制度に加入している区民を対象と

した健康診査を実施し、受診率の向上に取り組み

ます。 

  

45 

生活習慣病重症化予防事業

の実施 

≪国保年金課≫ 

特定健康診査受診者のうち、数値が受診勧奨値以

上であるにもかかわらず、医療機関を未受診の方

を対象に受診勧奨を行います。 
  

自立して豊かな高齢期を過ごすために 

基本目標２ 

重点 

重点 
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46 

健康づくり総合アプリ 

「あるきた」の活用 

≪健康推進課≫ 

スマートフォンを活用した健康づくり総合アプリ

で、ポイント付与による健康づくりのきっかけを

つくり、継続的に健康づくりを支援します。 
  

47 
健康フェスティバル 

≪健康推進課≫ 

健康づくりグループや関係機関と協働し、毎年10

～11月にかけて健康づくりのイベントや講座を開

催します。 

  

48 
さくら体操の普及 

≪健康推進課≫ 

転倒予防に効果的な北区オリジナルの健康体操

「北区さくら体操」の普及に取り組みます。   

49 
ウォーキング大会 

≪健康推進課≫ 

健康づくりのきっかけになるよう、ウォーキング

大会を実施します。   

50 
シニア向け栄養講座 

≪健康推進課≫ 

区民の健康づくりに関する包括連携協定を締結し

ている味の素株式会社等と連携し、高齢者を対象

とした低栄養予防の普及・啓発に取り組みます。 

  

51 
ロコモ予防 

≪健康推進課≫ 

筋肉・骨・関節といった運動器の機能が低下し日

常生活に不自由が生じるロコモティブシンドロー

ムを予防するための普及・啓発に取り組みます。 

  

52 
食育*の普及・啓発 

≪健康推進課≫ 

食の大切さについて体験を通して学びながら、栄

養バランスのとれた楽しい食生活を送ることによ

り、健やかな心と体をつくります。 

  

53 
健康づくり活動支援 

≪健康推進課≫ 

健康づくりを目的として区内で自主的に活動する

「健康づくりグループ」の支援を行います。   

54 

胃・子宮・肺・乳・大腸が

ん検診 

≪健康推進課≫ 

がんの早期発見、早期治療を図るため、胃がん、

子宮がん、肺がん、乳がん、大腸がん検診を実施

し、受診者数の増を図ります。 
  

55 

耳・眼・歯周病・口腔機能
維持向上・骨粗しょう症 
検（健）診 
≪健康推進課≫ 

耳・眼・歯周病・口腔機能維持向上・骨粗しょう

症の予防と早期発見を目的に検（健）診を実施

し、受診者数の増を図ります。 
  

56 
高齢者肺炎球菌予防接種 

≪保健予防課≫ 

65歳の方に、肺炎球菌ワクチン接種の促進を図る

ことにより、高齢者の肺炎球菌による肺炎の重症

化の予防を図ります。 

  

57 

高齢者インフルエンザ 

予防接種 

≪保健予防課≫ 

65歳以上の方にインフルエンザ予防接種費用を助

成します。予防接種法を根拠に、都・区・医師会

の３者協定に基づき実施します。 
  

58 
健康づくり推進店事業 

≪健康推進課≫ 

シニア元気メニューを提供できる「健康づくり推

進店」を増やし、高齢者が元気で暮らせるための

食の環境整備の充実を図ります。 

  

 

 

 

  

重点 
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（３）自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

59 

全高齢者実態把握調査 

フォローアップ事業 

≪高齢福祉課≫ 

全高齢者実態把握調査の結果をもとに、日常生活

圏域単位の地域分析を行い、地域の実情に合わせ

た取組を実施しています。 

  

60 
老人いこいの家の運営 

≪高齢福祉課≫ 

60歳以上の方が利用できる「健康づくり」「いき

がいづくり」「仲間づくり」などの事業を行う施

設を運営します。（志茂・名主の滝・滝野川） 

  

61 

介護予防・生活支援 

サービス事業 

≪長寿支援課≫ 

いつまでも住み慣れた地域で、元気で自立した生

活が送れるように、地域全体で介護予防を支援し

ます。 

 
 

62 
短期集中予防サービス事業 

≪長寿支援課≫ 

リハビリ・口腔・栄養の専門職と面談等のプログ

ラムを行い、セルフマネジメント力を高めます。 
 

 

63 
地域介護予防活動支援事業 

≪長寿支援課≫ 

住民主体の介護予防につながる活動を行う自主グ

ループの立上げを支援するとともに、通いの場づ

くりを推進していきます。 

  

64 

地域リハビリテーション 

活動支援事業 

≪長寿支援課≫ 

地域における介護予防の取組を機能強化するため

に、通いの場立上げ教室などへのリハビリテーシ

ョン専門職の関与を促進します。 
  

65 

高齢者の保健事業と 

介護予防の一体的実施 
≪国保年金課、健康推進課、高

齢福祉課、長寿支援課≫ 

後期高齢者の保健事業について介護保険の地域支

援事業や国民健康保険の保健事業と一体的に実施

します。 

 
 

66 
介護予防把握事業 

≪長寿支援課≫ 

事業対象者を的確に把握し、介護予防事業につな

げるため、通いの場立上げ教室説明・体験会等に

おいて笑顔で長生き調査を実施します。 

  

67 
介護予防普及啓発事業 

≪長寿支援課≫ 

すべての高齢者に対して老年症候群に対する対策

の必要性を理解してもらうために、サロンや講演

会等を開催します。 

  

68 
介護予防リーダーの育成 

≪長寿支援課≫ 

介護予防の知識と技能を身につけ、地域に介護予

防の知識を広め、介護予防の自主グループを展開

するためのリーダー養成講座を実施します。 

  

69 
一般介護予防事業評価事業 

≪長寿支援課≫ 

介護予防事業評価検討会を開催し、事業実施方法

等の改善を図ります。   

70 

介護予防拠点施設事業 

（ぷらっとほーむ） 

≪長寿支援課≫ 

介護予防の普及啓発や生活支援サービスの担い手

育成等の事業（介護予防事業）と介護予防プログ

ラムを提供する通所型サービスを実施します。 
  

71 

高齢者デジタルデバイド* 

解消事業 

≪長寿支援課≫ 

高齢者のデジタルデバイドの解消及び生活の質の

向上を目指します。また、ｅスポーツ*により高

齢者と若者の多世代交流を促進します。 

 
 

重点 新規 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 新規 

新規 重点 
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72 

ヒアリングフレイル 

対策事業 

≪長寿支援課≫ 

聴覚機能の衰えについて早期発見と適切な対応が

できるよう、主に65歳以上の方向けの啓発や自

己チェックによる自発的な健康管理を促します。 

  

73 

高齢者対象のスポーツへの

参加促進 

≪スポーツ推進課≫ 

高齢者の体力や技術レベル等に合わせた講座や高

齢者向けの種目・クラスを設定した大会を開催し

て、高齢者の参加促進を図ります。 
  

74 

シルバースポーツウィーク

事業 

≪スポーツ推進課≫ 

敬老の日の週をシルバースポーツウィークと位置

づけ、高齢者のスポーツ参加の機会拡充と場の提

供を行っていきます。 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

重点 新規 
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（１）在宅生活及び在宅療養支援の充実 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

75 

地域密着型サービス*の 

基盤整備 

≪介護保険課≫ 

介護が必要になっても、住み慣れた地域で暮ら

し、介護サービスが受けられるように、地域密着

型サービスを整備します。 

 
 

76 
エンディングノートの発行 

≪高齢福祉課≫ 

人生の終わりに備え、自分の気持ちや死後の手続

きに必要な情報を記しておくエンディングノート

を作成し配付します。 

  

77 
家族介護者支援事業 

≪高齢福祉課≫ 

高齢者の介護をする家族を対象に、介護の知識の

共有や介護者の交流、リフレッシュ等により介護

負担の軽減につながる教室等を開催します。 

  

78 
若年性認知症訓練事業 

≪障害者福祉センター≫ 

軽度の若年性認知症と診断された方の進行を遅ら

せることを目指し、専門のスタッフがグループで

訓練を行います。 

  

79 

在宅療養に関する知識の共

有と連携強化の取組 

≪地域医療連携推進担当課≫ 

在宅療養を支える専門職同士の連携や情報共有の

強化を図るとともに、在宅療養に係る普及啓発を

推進します。 

  

80 
摂食嚥下*機能支援推進事業 

≪地域医療連携推進担当課≫ 

摂食えん下に関する多職種連携を推進します。 

摂食えん下に関する講座、研修を実施し、摂食え

ん下の対応力向上を支援します。 

  

81 
ごみの訪問収集 

≪北区清掃事務所≫ 

65歳以上の一人暮らしの方や、障害者だけで構

成されている世帯の方等を対象に、家庭ごみを玄

関先又はドアの前から収集します。 

  

82 
ふれあい訪問収集 

≪北区清掃事務所≫ 

75歳以上の一人暮らしの方で要支援・要介護認

定を受けている方を対象に、ごみの排出がない場

合の声かけや安否確認を行います。 

  

 

（２）福祉人材の確保・定着への支援 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

83 

介護･看護による離職防止･

職場復帰のための支援 

≪多様性社会推進課≫ 

家族の介護や看護による離職防止のため、仕事と

の両立に役立つ知識・情報等を早い段階から提供

します。 
  

84 
福祉のしごと総合フェア 

≪地域福祉課≫ 

福祉職場の人材確保策を支援するため、「北区福

祉のしごと総合フェア」を開催します。 
  

85 
福祉資格取得の支援 

≪地域福祉課≫ 

介護福祉資格を取得しようとする職員を支援する

事業主に対して必要経費を補助します。 
  

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるために 

基本目標３ 

重点 

重点 
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86 
福祉人材の確保の推進 

≪地域福祉課≫ 

学生に施設訪問や実習等の機会を提供し、将来の

福祉人材の確保につなげていきます。 
  

87 
介護人材の確保・定着  

≪介護保険課、高齢福祉課≫ 

介護人材にとって働きやすい勤務環境を整備する

他、サービスの質を確保するための研修等を実施

します。 

 
 

 

（３）安全・安心の確保 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

88 

避難行動要支援者*対策の 

推進 

≪防災・危機管理課、地域福祉課≫ 

避難行動要支援者名簿の活用により、自主防災組

織や避難支援等関係者が避難支援などをすみやか

に行えるようにします。 

 
 

89 
福祉避難所の整備 

≪防災・危機管理課、地域福祉課≫ 

要配慮者のための避難所の整備など、被災後の生

活支援体制の整備に努めます。 
  

90 

避難行動要支援者世帯家具転倒防止及

び感震ブレーカー機器取付事業 

≪防災・危機管理課≫ 

感震ブレーカーや家具転倒防止器具を自ら購入し

取付けを希望する対象世帯に対し、器具の取付け

支援を行います。 

  

91 
成年後見制度の利用促進 

≪地域福祉課≫ 

成年後見が必要な高齢者の増加を見据えて、成年

後見制度の利用を促進します。 
  

92 

権利擁護センター 

「あんしん北」の機能充実 

≪地域福祉課≫ 

権利擁護に関する総合相談体制を充実していきま

す。また、成年後見申立書作成方法や後見人の実

務などの研修会を実施していきます。 

 
 

93 

高齢者虐待の早期発見 

推進事業 

≪高齢福祉課≫ 

高齢者虐待への対応、問題解決までの進行管理、

総合調整及び啓発事業を積極的に実施していきま

す。 

 
 

94 

救急医療情報キットの 

配付 

≪高齢福祉課≫ 

75歳以上の高齢者等に救急医療情報キット（医療

情報等を記入して冷蔵庫に保管しておくもの）を

配付します。 

  

95 
熱中症予防対策の実施 

≪高齢福祉課≫ 

熱中症に関する周知を図るとともに、高齢者への

戸別訪問による注意喚起等、熱中症予防対策を実

施します。 

  

96 

高齢者見守り・ 

緊急通報システム 

≪高齢福祉課≫ 

常時注意を要する状態にある方に緊急通報システ

ムを設置し、緊急時の対応とともに24時間相談で

きる体制を整えます。 
  

97 

福祉サービス第三者評価の

推進 

≪介護保険課≫ 

サービス・事業者を選択するための情報提供及び

サービスの質の向上を図るために実施されている

第三者評価事業への参加促進を図ります。 
  

98 

東京都北区生活安全推進プ

ランの推進 

≪生活安全担当課≫ 

生活安全に関する意識の高揚を図り、犯罪を防止

し、誰もが安全、安心して暮らせるまちづくりの

実現に向けた取組を推進していきます。 
  

99 
特殊詐欺対策 

≪生活安全担当課≫ 

オレオレ詐欺等の特殊詐欺からの被害を防止する

ため、関係機関と連携をとりながら必要な対策を

実施します。 

  

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

新規 
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100 

地域安全・安心ネットワー

ク事業 

≪生活安全担当課≫ 

地域における安全を図るため、区内公共施設など

区内全域に、青色回転灯のついた専用車両による

３６５日２４時間パトロールを実施します。 
  

101 
消費生活出張講座 

≪産業振興課≫ 

悪質商法の手口とその対処方法など、消費者被害

の未然防止に役立つ講座を実施します。 
  

102 
消費生活相談 

≪産業振興課≫ 

契約トラブル等の相談に、助言情報提供等、解決

に向けて支援を行います。 
  

103 

バリアフリー*の促進 

≪都市計画課、土木政策課、地

域福祉課≫ 

高齢者や障害者など、だれもが安全かつ快適に移

動できるよう、多様な主体と連携を図りながら、

バリアフリー化を促進します。 

 
 

104 
高齢者交通安全教室 

≪交通事業担当課≫ 

高齢者を対象とした交通安全の普及啓発を進めま

す。 
  

 

（４）ニーズや実情にあった住まいの確保 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

105 

特別養護老人ホームの 

整備 

≪地域福祉課≫ 

常に介護が必要で在宅での適切な介護が受けられ

ない高齢者に、必要な介護サービスを提供する特

別養護老人ホームを整備・誘導します。 
  

106 

特別養護老人ホームの 

入所調整 

≪高齢福祉課≫ 

特別養護老人ホームの入所希望者に対して、基準

に基づき入所順位を決定するとともに、待機者へ

の相談・支援を行います。 

 
 

107 
住宅改造費助成事業 

≪高齢福祉課≫ 

居住する住宅の手すりの取り付け、便器の洋式化

等の住宅改造費の助成を行います。 
  

108 

住宅改修・福祉用具アドバ

イザー派遣 

≪介護保険課≫ 

対象者の居宅を訪問したり、計画書を確認したり

し、住宅改修や福祉用具の利用に関するアドバイ

スや事業者との調整を行います。 
  

109 
住まい安心支援事業 

≪住宅課≫ 

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居

を促進するため、北区居住支援協議会において各

団体が連携し、支援を実施します。 

 
 

110 

高齢者住宅 

（シルバーピア）の管理 

≪住宅課≫ 

高齢者住宅を管理運営し、管理人（生活協力員）

やＬＳＡ（生活援助員）*によるサポートを行っ

ています。 

  

111 
高齢者世帯の住み替え支援 

≪住宅課≫ 

区内の民間住宅に居住する満65歳以上の高齢者の

みの世帯が、区内の民間住宅に住み替える際の費

用の一部を助成しています。 

  

112 

サービス付き高齢者向け住

宅の供給 

≪住宅課≫ 

民間事業者の行う、バリアフリー構造で、安否確

認・生活相談サービス等を提供する高齢者向け住

宅の供給を推進します。 

  

113 
有料老人ホームの情報提供 

≪高齢福祉課≫ 

介護が必要な方の住まいとしての役割が期待され

る有料老人ホームについて区民への情報提供に努

めます。 

  

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 
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（１）高齢者あんしんセンターの体制充実 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

114 

高齢者あんしんセンターの

運営支援・機能強化 

≪高齢福祉課≫ 

高齢者を総合的に支援する体制の中核となる高齢

者あんしんセンターを運営するうえで、事業評価

を行うなど運営強化を図ります。 

 
 

115 

認知症地域支援推進員の 

活動の推進 

≪長寿支援課≫ 

認知症地域支援推進員を各高齢者あんしんセンタ

ーに配置し、認知症の人とその家族を支援する相

談等を行います。 

  

116 

高齢者あんしんセンターの

出張窓口の設置 

≪高齢福祉課≫ 

高齢者人口が多い大規模集合住宅に高齢者あんし

んセンターの出張窓口を設置します。   

117 

高齢者あんしんセンター 

サポート医の配置 

≪高齢福祉課≫ 

高齢者あんしんセンターに非常勤医師を配置し、

高齢者あんしんセンターを医療的側面から支援し

ます。 

  

118 

独立行政法人都市再生機構

（ＵＲ）との連携 

≪高齢福祉課≫ 

独立行政法人都市再生機構と締結した協定に基づ

き、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて

連携を進めていきます。 
  

 

 

（２）介護・福祉・医療・保健の連携促進 

事業
No. 事業名 事業概要 重点 

事業 
新規 
事業 

119 

かかりつけ医・歯科医・ 

薬局の定着 

≪地域医療連携推進担当課≫ 

身近な地域で、健康や病気に関する相談や治療が

受けられるよう、かかりつけ医、かかりつけ歯科

医、かかりつけ薬局の定着を推進します。 

  

120 

在宅療養支援体制の支援 

強化事業 

≪地域医療連携推進担当課≫ 

在宅療養者を支える専門職の支援を実施するとと

もに、安心して在宅療養生活を送ることができる

よう体制の整備を推進します。 

  

121 
北区地域医療会議の開催 

≪地域医療連携推進担当課≫ 

地域医療に係るビジョンを策定するとともに、関

係者間の意見交換、ビジョンに基づく施策の確認

のため、北区地域医療会議を開催します。 

  

122 
認知症初期集中支援事業 

≪長寿支援課≫ 

医療・介護の専門職からなる初期集中支援チーム

を各高齢者あんしんセンターに配置します。   

123 

認知症対応力向上に向けた

支援 

≪長寿支援課≫ 

医療・介護・福祉等の従事者を対象に、認知症の

人とその家族を地域で支えるための研修やネット

ワークづくりを図ります。 

  

多様な機関の協働による支援体制の充実 

基本目標４ 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 新規 
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124 
認知症地域支援推進会議 

≪長寿支援課≫ 

関係団体と、認知症の早期診断・早期支援の仕組

みづくりや医療・介護を含む総合的な生活支援体

制の構築等を検討します。 

  

125 
北区もの忘れ相談事業 

≪長寿支援課≫ 

北区医師会と連携し、認知症の心配のある人やそ

の家族を対象に、認知症カフェで、もの忘れ相談

等を実施します。 
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 ４ 基本目標ごとの取組 

基本目標１ 一人ひとりが輝くための多彩なネットワークづくり 

 

 

現状と課題 

北区では、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦のみの世帯が増加しています。また、二人以上で

暮らしている世帯においても、日中は一人になることがある高齢者もいます。このような中で、

高齢者が日常生活での様々な問題に直面したときには、家族の支え合いはもとより、住み慣れた

地域における助け合いを通じて、問題を解決できることが必要です。 

地域で行われている住民相互の支え合いの活動や、地域の団体が提供する生活の支援などを十

分に活用し、誰もが輝ける地域をつくるためには、地域住民や支援組織、専門機関、行政などが

連携・協力した支援体制が重要です。 

 

施策の方向 

住民や地域の多彩な主体のつながりが線となり、さらに面となって有機的につながることで、

ともに支え合う地域を目指します。 

人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしといきがい、

地域をともに創っていく「地域共生社会」の実現に向けて、行政はコーディネーターとしての役

割を担い、地域で何かをやってみたいという思いを後押しします。 

 

成果指標 

 

指 標 現 状 期間 目 標 

認知症になった場合の周囲の認知について、周囲
に「知られてもよい」と回答した人の割合 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査（一

般高齢者調査）」より） 

57.4％ 長期 上昇させる 

地域活動への参加頻度で、「介護予防のための通
いの場」に参加していると回答した高齢者の割合 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査（一

般高齢者調査、認定者調査）」より） 

一般：  9.1％ 
認定：14.5％ 

3 か年 
一般：  9.5％ 
認定：14.5％ 

地域ケア個別会議に事例提出や傍聴などにより参
加する区内居宅介護支援事業所の数 

区内総事業所数の 
34.8％ 

3 か年 
区内総事業所数

の 100％ 

  

一人ひとりが輝くための多彩なネットワークづくり 

基本目標１ 
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重点事業 
 

 （１）地域のすべての人々が互いに支え合う体制の充実  

従来の「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、人と人、人と社会がつながり

助け合いながら暮らしていくことのできる「地域共生社会」の実現に向けた取組を推進しま

す。 

 

事業 No.1 生活支援体制整備事業  ≪長寿支援課≫ 

 

地域包括ケアシステムを支える介護予防・生活支援の基盤整備を進める事業です。各高齢者

あんしんセンターに生活支援コーディネーターを配置し、社会福祉協議会に北区全体のコーデ

ィネート業務を委託し、区内の地域資源の把握・情報の見える化、ニーズと取組のマッチング、

サービスの開発や地域ネットワーク構築等に取り組みます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

おたがいさま地域
創生会議の開催数 

１回開催 

（１回中止） 
２回開催 ２回 ２回 ２回 

地域包括ケア連絡
会（王子・赤羽・
滝野川圏域） 

各１回 各１回 各１回 各１回 各１回 

 

  

重点 
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事業 No.2 北区地域ケア会議の開催  ≪高齢福祉課、長寿支援課≫ 

 

区レベルの「おたがいさま地域創生会議」、「地域包括ケア連絡会（王子・赤羽・滝野川３

地区）」、「地域ケア個別会議（高齢者あんしんセンター単位）」の３層からなる「地域ケア

会議」を開催します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

地域ケア個別
会議 開催 28回 

18回 

（18事例） 

32回 

（32事例） 

32回 

（32事例） 

32回 

（32事例） 

介護予防のた
めの地域ケア
個別会議 

－ 
７回 

（14事例） 

７回 

（16事例） 

７回 

（16事例） 

７回 

（16事例） 

地域包括ケア
連 絡 会 （ 王
子・赤羽・滝
野川圏域） 

各１回 各１回 各１回 各１回 各１回 

おたがいさま
地域創生会議 

１回 

（１回中止） 
２回 ２回 ２回 ２回 

 

 

 
  

重点 

▶
北
区
に
お
け
る
地
域
ケ
ア
会
議 
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事業 No.3 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進  ≪長寿支援課≫ 

 

認知症についての正しい知識を深め、認知症への備えや早期支援につなげるため、普及・啓

発を推進します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

認知症周知啓発講
演会の開催 2回 中止 １回 ２回 ２回 

ＶＲ認知症体験会
の開催 － 3回 ２回 3回 3回 

 

  

重点 

▶
Ⅴ
Ｒ
認
知
症
体
験
会
の
概
要
︵
周
知
チ
ラ
シ
よ
り
抜
粋
︶ 

「認知症を学ぶ」のではなく「認知症を体験する」ことで 
認知症のある方への理解を深めることを目指しています。 

▶
認
知
症
周
知
啓
発
講
演
会
の
様
子 

◀
Ｖ
Ｒ
認
知
症
体
験
会
の
様
子 
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事業 No.4 認知症サポーター養成講座の拡充           ≪長寿支援課≫ 

 

認知症に関する正しい知識の普及と地域の応援者（サポーター）を養成するため、認知症サ

ポーター養成講座を開催します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

各 圏 域(赤 羽 ・
王子・滝野川）
での開催数 75回開催 

1,997人受講 

71回開催 

2,065人受講 

各圏域で 

３回 

各圏域で 

３回 

各圏域で 

３回 

各高齢者あんし
んセンターでの
開催数 

各センター

で２回以上 

各センター

で２回以上 

各センター

で２回以上 

認知症サポータ
ー数の延人数  － 

30,541人 

（延人数） 

32,600人 

（延人数） 

33,600人 

（延人数） 

34,600人 

（延人数） 

 

事業 No.5 認知症カフェの開催  ≪長寿支援課≫ 

 

地域の支え合いを進める交流・活動の場です。認知症の正しい情報案内のほか、医師による

「もの忘れ相談」や専門スタッフ（歯科医師、臨床心理士、作業療法士）による相談も実施し

ています。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

認知症カフェ開催
場所数 

29か所  

 

 

298回開催 

参加者数 

4,451人 

29か所 

（民間運営型カ

フェ4か所） 

310回開催 

参加者 

2,792人 

29か所 29か所 29か所 

民間運営型カフェ
開催場所数 ４か所 ４か所 ４か所 

家族の集いカフェ
開催場所数 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

家族の集いカフェ
開催数 

月１回 

（12回） 

月１回 

（12回） 

月１回 

（12回） 

月１回 

（12回） 

月１回 

（12回） 

 

 

重点 

重点 
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事業No.18 若年性認知症の啓発・活動支援  ≪長寿支援課≫ 

 

65歳未満で発症する若年性認知症の本人とその家族が、地域で安心して暮らすことができる

ように、相談支援や普及啓発に取り組みます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

若年性認知
症カフェ開
催場所数 

１か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

若年性認知
症カフェ開
催回数 

11回 12回 12回 12回 12回 

 

事業 No.19 ヤングケアラー支援体制の構築     ≪子ども家庭支援センター≫ 

 

ヤングケアラーコーディネーターをハブとした関係機関とのネットワーク体制の構築及び連

携の強化を推進し、ヤングケアラーへの効果的な支援を実施します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

ヤングケア
ラー連絡会
の開催回数 

－ － ４回 ４回 ４回 

ヤングケア
ラーコーデ
ィネーター
の配置人数 

－ － 専任１人 専任１人 専任１人 

関係機関向
け研修会の
開催数 

－ １回 ３回 ３回 ３回 

 

 

  

重点 

重点 新規 
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 （２）多様な地域資源の活用  

地域全体で高齢者を支える体制づくりを進めるため、地域福祉に関わる様々な団体などに

よる活動を支援するとともに、それぞれの役割を持ち、自らのこととして主体的に取り組む

ことができる仕組みづくりを推進します。 

 

事業 No.20 認知症支援ボランティアの活動支援  ≪長寿支援課≫ 

 

認知症サポーターが認知症についてより理解を深め、地域で活動できるよう、ステップアッ

プ講座を開催します。また、登録制度を設けて、活躍の場を広げます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

ステップアップ講
座（各高齢者あん
しんセンター又は
合同開催）（年） 

11回 

278人受講 

10回 

165人受講 

各センター 

１回以上 

各センター 

１回以上 

各センター 

１回以上 

認知症カフェ連絡
会 （各圏域（王
子・滝野川・赤
羽））（年） 

－ 各圏域１回 各圏域１回 各圏域１回 各圏域１回 

 

 

事業 No.22 認知症ピアサポート活動支援  ≪長寿支援課≫ 

 

認知症診断前後の心理面や生活面への早期からの支援として、認知症当事者による相談支援

や当事者同士の交流による支え合いを進めます。 

※認知症ピアサポート：認知症の人自身が、自らの体験に基づき、ほかの認知症の人の相談

相手になる等、同じ仲間として社会参加や地域交流を通じて、お互

いに支え合うことです。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

ピアサポーター
支援 － 検討 交流会の実施 

ピアサポーター

の発掘 

ピアサポーター

による相談支援

及び認知症カフ

ェへの派遣 

重点 

重点 
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事業 No.23 チームオレンジの構築  ≪長寿支援課≫ 

 

認知症診断前後の、空白の期間*における心理面・生活面への早期からの支援として、認知症

の人の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等と、認知症支援ボランティアを中心とした支援者

をつなぐ仕組み（チームオレンジ）を整備し、地域支援体制の強化を図ります。 

※空白の期間：認知症の診断前後や初期の段階における、介護保険サービスを含めた支援の

対象になりにくい、地域社会からの孤立や家族も含めた葛藤・不安を伴う期

間を示します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

チームオレンジ設
置数（延べ） － 

検討 

※認知症事業

連絡会でワー

クを実施 

１か所 １か所 ２か所 

 

 

 

 （３）多世代間の交流による重層的なつながりの創出  

地域活動の担い手が減少する中、限られた資源で地域の課題を解決するには、世代を超え

た多世代間の交流を通じ、問題を共有化することが必要です。ジェネラティビティ（次世代

の価値を生み出す行為に積極的に関わること。）の考えのもと、地域の中で交流を生む仕組

みづくりを推進します。 

 

事業 No.28 小・中学校等における認知症サポーター養成講座の開催  

≪長寿支援課、教育指導課≫ 

 

小・中学校等教育機関において認知症サポーター養成講座を開催し、認知症に関する正しい理解の普

及を推進します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

実施校数 
19校 

（中止３校） 
17校 20校 22校 25校 

  

重点 

重点 
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基本目標２ 自立して豊かな高齢期を過ごすために 

 

 

現状と課題 

北区で暮らす高齢者の多くは良好な健康状態を保っている一方で、本計画期間である令和７

（2025）年には、団塊の世代が75歳に達することとなり、その時に備えて、高齢者自らが健康

の重要性を改めて認識し、健康づくりに取り組むことが大切です。 

また、高齢者の社会参加数は少ない状況となっているため、多くの高齢者が社会参加すること

のできる環境づくりが重要となっています。 

このような状況を踏まえ、趣味や健康づくりから、就労、ボランティア、地域貢献、生涯学習

等の幅広い分野において、高齢者が活躍できる地域づくりの取組が必要です。 

 

施策の方向 

若年期から各々の健康状態にあった適切な健康づくりや介護予防・フレイル予防を行うなど健

康寿命の延伸に向けて取り組むことで、自分らしく活動的な生活を高齢期まで長く送れるように

なります。生涯を見通した将来設計を立て、いきがいづくりの手段となる健康づくり、仲間づく

り、就労などを促進できるよう、ニーズや意欲、能力に応じた機会・場所の提供をしていきます。 

 

成果指標 

 

指 標 現 状 
期

間 
目 標 

いきがいが「ある」高齢者の割合 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査（一般

高齢者調査、認定者調査）」より） 

一般：41.5％ 
認定：26.9％ 

長

期 
上昇させる 

65歳健康寿命（要介護２以上の認定を受けるまで
の平均自立期間） 
（東京都データより） 

男性：82.63 歳 
女性：86.22 歳 

長

期 

男性：83.2 歳 

女性：86.7 歳 

スマートフォン等の使用状況で、「スマートフォン
もしくはタブレットを使っている」若しくは「両
方使っている」と回答した人の割合 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査（一般

高齢者調査、認定者調査）」より） 

一般：42.3％ 
認定：15.3％ 

3

か

年 

一般：47.0％ 

認定：24.0％ 

自立して豊かな高齢期を過ごすために 

基本目標２ 

※65歳健康寿命：65歳の人が、何らかの障害のために要介護認定を受けるまでの状態を健康と考え、
その障害のために認定を受ける年齢を平均的に表すもの 
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重点事業 
 

 （１）いきがいを実感できる社会参加の促進  

高齢者が元気で長生きするためには、社会的役割を持つことがよいとされています。役割

がある中での高齢者の社会参加等を促進する観点から取組を進めます。 
 

事業 No.35 高齢者のいきがいづくり・社会参加支援         ≪高齢福祉課≫ 

 

北区立いきがい活動センター（きらりあ北）や授産場*の運営、北区シルバー人材センターへ

の支援等をとおして、いきがいづくりや就労、社会参加等の就労的活動を支援します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

北区立いきがい活動センター（きらりあ北）の運営 

施設利用者数 － 28,658人 31,200人 32,500人 33,800人 

就労相談件数 － － 507件 548件 580件 

マッチング 
（就労決定数） － － 59件 64件 68件 

北区シルバー人材センターの活動支援 

事業費補助金 34,942千円 34,942千円 継続 継続 継続 

いきがい就業機会拡
大事業費補助金 4,400千円 4,400千円 継続 継続 継続 

授産場の運営 

月平均利
用者数 

王子 40.6人 39.9人 40人 40人 40人 

桐ケ丘 24.6人 19.4人 25人 25人 25人 

 

 

  

重点 

▶
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88 

▶
あ
る
き
た
ア
プ
リ
の
紹
介 ▲あるきたロゴマーク 

 （２）健康寿命の延伸  

心身ともに自立した活動的な状態で生活できる期間である健康寿命を延ばすため、健康づ

くりに関する情報の普及啓発や、運動や栄養に関する講座などの開催、健診・検診の実施に

引き続き取り組んでいきます。 
 

事業 No.45 生活習慣病重症化予防事業の実施  ≪国保年金課≫ 

 

特定健康診査受診者のうち、血糖や血圧、脂質に関する数値が受診勧奨値以上であるにもか

かわらず、医療機関を受診していない方を対象に、通知や電話による受診勧奨を行います。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

勧奨の対象人数 － 590人 1,200人 1,400人 1,600人 

受診につながっ
た人数 － 41人 受診につながった人数はレセプトより把握 

 

事業 No.46 健康づくり総合アプリ「あるきた」の活用       ≪健康推進課≫ 

 

スマートフォンを活用した健康づくり総合アプリで、ポイント付与による健康づくりのきっ

かけをつくり、継続的に健康づくりを支援します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

区内人口（18歳以上）
に対するアプリ実利用
者数の割合 

利用者数 

2,966人 

利用者数 

7,735人 
4.0％ 5.5％ 7.0％ 

 

 

 

 

  

重点 

重点 
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 （３）自立支援、介護予防・重度化防止の推進  

加齢に伴い、心身の活力が低下し、要介護に陥る危険性が高まっている状態をフレイル(虚弱)

といいます。フレイルが進行していくと外出しづらくなり、閉じこもりや孤立につながり要介護

状態になっていきます。早めに気づき介護予防の対策をすることで、改善することができます。 

運動だけ、栄養だけではなく「運動」「栄養」「社会参加」の３つを揃えることを意識し、習慣化

することが大切です。 

また、自立支援、介護予防・重度化防止の推進として、事業対象者や要支援者等が、比較的軽

度なうちに機能向上などに取り組むことで自立を促進することも重要です。 

 

  
▼介護予防・フレイル予防について（北区全高齢者実態把握調査分析結果より抜粋） 
  

※有意な差とは、数値間の差が「たまたま起こった差
では無く、意味の有る差」であることを指します。 

※ 
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事業 No.59 全高齢者実態把握調査フォローアップ事業  ≪高齢福祉課≫ 

 

令和３年度に実施した全高齢者実態把握調査の結果をもとに、日常生活圏域単位の地域分析

を行い、各圏域を担当する高齢者あんしんセンターが主体となって、地域の実情に合わせた取

組を実施します。各取組については、企画の立案から実施、評価まで専門機関が伴走支援を行

い、PDCAサイクルに沿って進めます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

新たに伴走支援事業
に参加する圏域 － ８圏域 ３圏域 ２圏域 ２圏域 

 

 

 

 

 

 

  

新規 重点 

▼専門機関の伴走支援のもと、地域課題を分析し、「戦略シートの作成」「取組の実施」 
「事業評価」のPDCAサイクルによる事業を展開します。（豊島圏域の例） 

▼令和5年度までの取組（一例） 

街頭アンケートの様子 
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事業 No.61 介護予防・生活支援サービス事業  ≪長寿支援課≫ 

 

いつまでも住み慣れた地域で、元気で自立した生活が送れるように、地域全体で介護予防を

支援する取組です。要支援１・２と認定された方や笑顔で長生き調査（基本チェックリスト）*

により生活機能の低下がみられた方が利用できます。引き続き必要なサービスを検討し、基盤

整備に取り組みます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

生活援助員研修 
4回実施 

修了者100名 

4回実施 

修了者45名 

3回実施 

修了者90名 

4回実施 

修了者100名 

4回実施 

修了者100名 

訪問型サービス延べ
利用者数 24,951人 20,198人 22,000人 22,000人 22,000人 

訪問型短期集中予防
サービス事業（訪問
Ｃ）定員 

－ － － － 30人 

通所型サービス延べ
利用者数 24,830人 20,294人 20,900人 20,900人 20,900人 

通所型サービスＢ 
（住民主体支援）※ － － － 検討 

モデル事業 

実施 

通所型短期集中予防
サービス事業（通所
Ｃ）定員 

－ 
モデル事業 

実施 69人 90人 90人 

 

訪問型サービス 

利用者が自分でできることが増えるよう、ホームヘルパーなどが、日常生活上の支援を行

います。「予防訪問サービス」と区の研修を受けた「生活援助員」が掃除や洗濯などの家事

援助を行う「いきいき生活援助サービス」の２種類があります。 

 

通所型サービス 

自立した日常生活を送ることができるよう、日帰りで機能訓練等の支援を行います。令和

6年度より、北区独自の短期集中予防サービスを本格実施します。 

※将来的には、『シニアふれあい食事会』（事業No.39）の一部を通所型サービスB（住民

主体の支援）へ移行することを検討していきます。 

 

重点 



92 

面談 セルフマネジメント力
向上ノートの記入 

口腔機能評価 自主トレーニング指導 本日の振り返り 

▼１回の流れ(例) 

事業 No.62 短期集中予防サービス事業  ≪長寿支援課≫ 

 

リハビリ・口腔・栄養の専門職と1対1の面談を中心としたプログラムを行い、要支援になる

前の元の暮らしに戻るため、日々の暮らし方を知り、自分の健康を管理する力（セルフマネジ

メント力）を高めます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

通所型定員数 － 
モデル事業

実施 
69人 90人 90人 

訪問型定員数 － － － － 30人 

回数 － － 週1回 12回 週1回 12回 週1回 12回 

 

短期集中型健康プログラム ～ やりたいことのために、自分でまた頑張る3ヶ月間 ～ 

要支援１・２の方、もしくは基本チェックリストにより生活機能の低下が認められた

方が、セルフマネジメント力を高め、日常生活における自立を再獲得（リエイブルメン

ト*）できるよう、早期に短期的・集中的に専門職が関わることで、自立生活の支援を行

います。卒業後はセルフマネジメントの実践や社会参加等を通じて、その人らしい自立

した生活を維持できることを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新規 重点 

他者からの「承認」は「気づき」
「自信」に繋がります。 

アセスメントから、自宅で自分で取り組める 
こと、生活に取り入れられることを提案します。 
. 
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○コラム 一人ひとりの生きがいや自己実現を支援するリハビリテーション  
「一人ひとりの生きがいや自己実現を支援するリハビリテーション」 

新富士病院グループ 逸生会 大 橋 病 院   

リハビリテーション科 次 長 卜部 吉文   

（北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会委員） 

 

 最近の高齢者へのリハビリテーションの考え方は、『高

齢者のリハビリテーションは単に身体機能の改善だけを

目指すのではなく、リハビリテーションの理念を踏まえ

て、様々な要素（「心身機能」「活動」「参加」）にバラン

スよく働きかけ、日常生活の活動を高め、一人ひとりの

生きがいや自己実現を支援して、生活の質の向上を目指

すことが重要である』と言われています。 

また令和３年度においては、『医療と介護の連

携強化の観点から、リハビリテーションにおい

て自立支援・重度化防止に資するサービスの提

供を推進していくことが重要である』とも提言

されました。このことを踏まえ、実際に『自立

支援・重度化防止に資するリハビリテーショ

ン』をどのように行っているか具体的な事例を

紹介します。  

 令和４年度より北区の一部エリアでモデル事業として実施されています「通所型短期集

中予防サービス（以下、通所C型サービス）」を利用された事例です。（通所C型サービスは、

一人ひとりの目標設定から寄り添い、ご自身が元の暮らしに戻るため、主体的に自分の健

康を管理する力を高めることを目的としている3ヶ月間限定のサービスです。） 

利用者は、80代後半女性、都営住宅独居、要支援1、病名は圧迫骨折、骨粗鬆症という

方でした。コロナ禍で、恐怖心の増加から外出機会が減少し、体力の低下をまねき要支援

に至ってしまいました。 

・「心身機能」を高めるために、自主トレーニング方法をオーダーメイドで作成し、ご自

宅で毎日行ってもらいました。運動と一緒に栄養指導・口腔指導も行いました。 

・「活動」を高めるために、一緒に歩いたり、バスに乗る練習もしたりしました。日常生

活での腰痛を悪化させない動作のサポートも行いました。 

・「参加」を高めるために、もともとよく行かれていた巣鴨地蔵通り商店街に再び行くこ

とを目標としました。結果、体力も自信も戻り、「池袋に行ってきた」と報告がありま

した（ほぼ目標達成？(笑)）。  

 3ヶ月を通じて、自分がやりたいことが出来るようになるために、ご自身が頑張ってく

れた結果、自己実現が叶った事例でした。私もうれしかったですし、ご本人も喜ばれてい

ました。「北区版地域包括ケアシステムの深化・推進」において、自己実現の達成を一緒に

目指しませんか？ 

◀
大
橋
病
院 

◀
朝
活
の
様
子 
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事業 No.63 地域介護予防活動支援事業  ≪長寿支援課≫ 

 

通いの場立上げ教室などから、住民主体の介護予防につながる活動を行う自主グループの立

上げを支援するとともに、通いの場づくりを推進していきます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

自主グループ
立上げ件数 22グループ 28グループ 28グループ 28グループ 28グループ 

支援自主グル
ープ数 116グループ 151グループ 207グループ 235グループ 263グループ 

自主グループ
交流会開催数 

１回 

参加者190人 

１回 

参加者66人 
１回 １回 １回 

 

 

事業 No.64 地域リハビリテーション活動支援事業  ≪長寿支援課≫ 

 

地域における介護予防の取組を機能強化するために、通いの場立上げ教室や高齢者あんしん

センターのサロン活動などへのリハビリテーション専門職の関与を促進します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

技術支援件数 15件 18件 20件 22件 25件 

会議参加件数 35件 56件 60件 60件 60件 

 

 

  

重点 

重点 

▶
◀
地
域
リ
ハ
ビ
リ

 

活
動
の
様
子 
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事業 No.65 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施   

≪国保年金課・健康推進課・長寿支援課・高齢福祉課≫ 
 

後期高齢者の保健事業について介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保健事業と一体的

に実施します。 

■ハイリスクアプローチ* 

糖尿病性腎症重症化予防事業として、医療専門職が糖尿病未治療者や治療中断者の受診

勧奨を行い、必要な医療につなげます。また、糖尿病もしくは糖尿病性腎症で治療中の方

で、医師が生活習慣の改善が必要と判断した方に対し、医療専門職による、６か月間の保

健指導を行います。 

■ポピュレーションアプローチ* 

ふれあい交流サロン・シニアふれあい食事会等の参加者に対し、健康教育・講座等を王

子・赤羽・滝野川各地区で月１回程度実施します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

ハイリスクアプローチ（糖尿病性腎症重症化予防事業） 

勧奨通知発送数 － － 150人 180人 210人 

面談実施数（個人指導） － － 10人 12人 14人 

ポピュレーションアプローチ 

健康教育・講座等を実施した回数 － － 30回 30回 30回 

参加者数 － － 150人 150人 150人 

 

 

  

▼高齢者の保険事業と介護予防の一体的な実施（厚生労働省資料より抜粋） 

重点 
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▶

講
座
開
催
チ
ラ
シ 

◀

講
座
の
様
子 

事業 No.71 高齢者デジタルデバイド解消事業  ≪長寿支援課≫ 

 

災害・健康増進・介護予防等の情報をスマートフォンなどから取得できるよう、ICT*機器を

活用した情報取得能力の向上を図り、高齢者のデジタルデバイドの解消及び生活の質の向上を

目指します。スマートフォン交流会ではｅスポーツを実施し、楽しみながらデジタルデバイド

を解消し、高齢者の健康維持や高齢者と若者の多世代交流を促進します。 

※令和５年度から令和７年度までの事業です。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

スマートフォン
講座実施回数、
参加人数 

－ － 80回、800人 80回、800人 検討 

スマートフォン
相談会実施 － － ６回 ６回 検討 

スマートフォン
交流会実施 － － １回 １回 検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業No.72 ヒアリングフレイル対策事業              ≪長寿支援課≫ 

 

聴覚機能の衰えは、早期発見や適切な対応を行うことで、重度化（要介護状態）のリスクが

軽減される可能性があるため、主に65歳以上の方向けの啓発や自己チェックにより自発的な健

康管理を促します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

講演会参加者数 － － 80人 80人 80人 

アンケート実施数 － － 80人 80人 80人 

新規 重点 

新規 重点 
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基本目標３ 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるために 

 
 
 

現状と課題 

たとえ重度な要介護状態になっても、高齢者が住み慣れた地域で最期まで安心して暮らし続け

るためには、居住形態や年齢構成、世帯構成等の地域特性を踏まえ、地域の実情に合った高齢者

施設等のサービス基盤の整備を進める必要があります。また、介護サービスの提供を継続させて

いくためには、現在就労中の介護職員の定着はもとより、新たな担い手の確保に向けた取組を進

めることが重要です。 

「高齢化の進展」や地域医療構想*による病床の機能分化・連携に伴う「病床数の減少」等に

伴い、在宅医療の需要はさらなる増加が見込まれており、その対応が求められています。医療と

介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で最期まで安心して暮らし続けるためには、

在宅医療と介護を一体的に、切れ目なく提供する体制の構築が必要です。 
 
 

施策の方向 

多様な選択肢の中から、本人の意思に沿った決定をすることが可能となるよう、地域における

介護サービス等の基盤整備を進めていきます。また、介護人材の確保、災害や感染症等緊急時へ

の対策、成年後見制度の利用支援、権利擁護等、安心・安全に資する施策を推進します。 

今後、大きく増加が見込まれる在宅医療の需要に対応するため、医療・介護関係者の顔の見え

る連携づくりや、ICTネットワークを活用した情報共有の推進等、在宅医療・介護連携推進事業

を引き続き推進するほか、新たな施策の検討や事業評価に取り組みます。また、医療や介護が必

要になったときや人生の終末期を迎えたときに、在宅療養を選択肢の一つとして考えることがで

きるよう、在宅療養や看取りに関する普及啓発活動を様々な機会を捉えて推進します。 
 
 

成果指標 
 

指標 現状 
期

間 
目標 

在宅療養の実現可能性で「可能だと思う」と回答し
ている人の割合 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査（一般高

齢者調査、認定者調査）」より） 

一般：36.5％ 
認定：30.2％ 

長

期 

一般：46.5％ 

認定：40.2％ 

要介護認定者に対する在宅サービス利用者の割合      
（地域包括ケア「見える化」システムより） 

51.2% 
長

期 
53.0％ 

成年後見制度の認知状況 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査（一般高

齢者調査、認定者調査）」より） 

一般：56.3％ 
認定：45.9％ 

3
か
年 

一般：60.0％ 

認定：50.0％ 

※在宅サービス：介護保険サービスのうち、施設サービス等を除く、居宅で受けることのできるサービスを指します。
（訪問介護(ホームヘルプ)、通所介護(デイサービス)等を総称して在宅サービスといいます。） 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるために 

基本目標３ 
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 （１）在宅生活及び在宅療養支援の充実  

「介護離職ゼロ」の実現に向けて、高齢者とその家族を支え、日常生活のなかで必要にな

る様々な支援やサ—ビスを提供していきます。また、在宅療養が必要になったときに必要な

サービスを適切に選択できるよう、切れ目ない在宅医療提供体制の確保や在宅療養や看取り

に関する啓発など、在宅医療・介護連携推進事業のさらなる推進に取り組みます。 

 

事業 No.75 地域密着型サービスの基盤整備  ≪介護保険課≫ 

 

介護が必要になっても、住み慣れた地域で暮らし介護サービスが受けられるように、地域密

着型サービスとして、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「小規模多機能型居宅介護」

「看護小規模多機能型居宅介護」を整備します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

小規模多機能型
居宅介護、看護
小規模多機能型
居宅介護の整備 

０か所 ０か所 計画期間中に１か所整備 

定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護の整備 

０か所 
１か所 

整備決定 
計画期間中に１か所整備 

 

  

重点事業 

重点 
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事業 No.79 在宅療養に関する知識の共有と連携強化の取組  

≪地域医療連携推進担当課≫ 

 

在宅療養者については、医療のみならず、介護や生活支援も 重要であることから、医師・介

護職・ケアマネジャー等の様々な専門職同士の連携強化を図るため、多職種連携研修会やICT

を活用した情報共有を実施するとともに、在宅療養に係る普及啓発を推進します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

在宅療養推
進会議 

３回 

３部会 ９回 

３回 

２部会 ４回 

３回 

３部会 ９回 

３回 

３部会 ９回 

３回 

３部会 ９回 

多職種連携
研修会 

１回開催 

参加者47人 

１回開催 

参加者58人 
１回 １回 １回 

顔の見える
連携会議の
実施 

４回開催 

参加者181人 

３回開催 

参加者103人 
３回 ３回 ３回 

在宅療養多
職種ネット
ワーク構築
事業 

実施 中止 実施 実施 実施 

区民啓発推
進事業 

出張講座 ７回  

参加者 174人 
中止 

講演会 １回 

出張講座 ３回 

講演会 １回 

出張講座 ３回 

講演会 １回 

出張講座 ３回 

 

 

 

 

 

 

  

重点 
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 （２）福祉人材の確保・定着への支援  

少子高齢化が進展し、介護分野の人的制約が強まる中、高齢者等を支える福祉人材の充実

を図るため、介護人材の定着支援、新規人材の確保、人材育成のための取組を推進します。 

 

事業 No.87 介護人材の確保・定着      ≪介護保険課・高齢福祉課≫ 

 

介護サービスが必要な状況となった場合に、適切なサービスが受けられるような提供体制を

構築するため、介護人材のすそ野を拡げる取組や、介護人材にとって働きやすい勤務環境を整

備する他、サービスの質を確保するための研修等を実施し、専門知識や技術などのレベルアッ

プを目指します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

生活援助員研修 
４回実施 

修了者100人 

４回実施 

修了者45人 

３回実施 

修了者90人 

４回実施 

修了者100人 

４回実施 

修了者100人 

ステップアップ
研修 

１回実施 

修了者16人 

３回実施 

修了者37人 

２回実施 

修了者60人 

２回実施 

修了者60人 

２回実施 

修了者60人 

中学生向けリー
フレットの配付 － 9,000部 7,000部 7,000部 7,000部 

介護事業所管理
者研修、チーム
リーダー研修、
介護サービス事
業者研修等 

３回 

633人 

４回 

213人 

９回 

1,800人 

９回 

1,800人 

９回 

1,800人 

介護支援専門員*

ステップアップ
研修 

11回 

 756人 

11回  

998人 

11回  

1,000人 

11回 

 1,000人 

11回  

1,000人 

高齢者あんしん
センター職員研
修支援 

42人 24人 30人 35人 40人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点 

◀
▶

研
修 
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 （３）安全・安心の確保  

高齢者が地域で安心して暮らすことができるよう、成年後見制度の利用や虐待防止、災害

時等の緊急時の支援について取組を進めます。 

 

事業 No.88 避難行動要支援者対策の推進     ≪防災・危機管理課、地域福祉課≫ 

 

避難行動要支援者名簿の活用により、災害時に自分の力で避難することが困難で、特に支援

が必要な高齢者や障害者等に対して、町会・自治会を単位とする自主防災組織や民生・児童委

員など避難支援等関係者が避難支援などをすみやかに行えるようにします。 

医療・福祉専門職等と協力して要支援者一人ひとりの避難方針をまとめた個別避難計画を作

成し、より実効性のある避難支援の確保に努めます。 

項目 

実績 計画 

令和元年

度 

令和４年

度 
令和６年度 ７年度 ８年度 

要支援者名簿
の配布 実施 実施 継続 継続 継続 

大規模水害時
個別避難計 － 検討 作成 作成・更新 作成・更新 

  

重点 

▶避難行動要支援者名簿の概要 

（北区避難行動要支援者名簿の手引きより抜粋） 



102 

事業 No.89 福祉避難所の整備          ≪防災・危機管理課、地域福祉課≫ 

 

要配慮者のための避難所の整備、避難所運営訓練の実施、備蓄物資の充実など、被災後の生

活支援体制の整備に努めます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

福祉避難
所開設運
営訓練 

特養・障害

者就労生活

支援センタ

ー１施設 

特養1施設 実施 実施 実施 

福祉避難
所従事職
員向け物
資の充実 

－ － 検討 購入 － 

 

  

重点 

福祉避難所開設訓練の様子 

福祉避難所開設訓練にて作成した 
段ボールベッド 
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事業 No.91 成年後見制度の利用促進                ≪地域福祉課≫ 

 

認知症高齢者など成年後見が必要な高齢者の増加を見据えて、成年後見制度の利用を促進し

ます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

権利擁護困難ケース
専門相談 

調査・検討 

８回 実施 実施 実施 

成年後見制度利用促
進検討会議 22回 実施 実施 実施 

モニタリング会議 ４回 実施 実施 実施 

 

 

 

事業 No.92 権利擁護センター「あんしん北」の機能充実       ≪地域福祉課≫ 

 

【総合相談事業】 

高齢化の進展や認知症高齢者の増加に伴い、今後さらに必要性が増す成年後見制度等の権利

擁護に関する総合相談体制を充実していきます。 

【成年後見制度講演会・研修会の充実】 

成年後見制度の活用を促進するために親族後見人や親族後見を考えている区民、福祉関係事

業者に対する成年後見申立書作成方法や後見人の実務などの研修会を実施していきます。また、

後見人のサポートや養成講座の実施について検討を行っていきます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

「あんしん北」 
運営費補助 

（社会福祉協議会） 
13,499千円 17,360千円 継続 継続 継続 

 

  

重点 

重点 
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事業 No.93 高齢者虐待の早期発見推進事業             ≪高齢福祉課≫ 

 

高齢者虐待防止センター*及び高齢者あんしんセンターを中心に、高齢者虐待への対応、問題

解決までの進行管理、総合調整及び啓発事業を積極的に実施していきます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

－ 
相談件数 

181件 

啓発講演会 

46人参加 
－ － － 

地域等に向けた
高齢者虐待防止
研修の実施 

－ １回 １回 ２回 ２回 

北区高齢者虐待対
応マニュアル及び
簡易版の見直し 

－ 開始 継続 継続 継続 

 

  養
護
者
に
よ
る
高
齢
者
虐
待
対
応
の
手
順 

重点 

▶
北
区
に
お
け
る
︑ 
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事業 No.101 消費生活出張講座                  ≪産業振興課≫ 

 

10名以上のグループを対象に、悪質商法の手口とその対処方法など、消費者被害の未然防止

に役立つ情報を分かりやすく伝えています。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

出張講座の
回数及び 
参加人数 

31回 

1,147人 

10回 

465人 

25回 

1,500人 

25回 

1,500人 

25回 

1,500人 

 

 

事業 No.103 バリアフリーの促進     ≪都市計画課、土木政策課、地域福祉課≫ 

 

高齢者や障害者など、だれもが安全かつ快適に移動できるよう、多様な主体と連携を図りな

がら、バリアフリー化を促進します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

バリアフリ
ー基本構想 

特定事業計画（王

子地区）の策定 

地区別構想によ

る特定事業計画

の推進 

地区別構想に

よる特定事業

計画の推進 

全体構想・ 

地区別構想 

の最終評価 

全体構想・ 

地区別構想の

改定 

駅周辺交通
バリアフリ
ー化整備 

■滝野川桜通り整

備工事、 

■区道353号バリ

アフリー化工

事、 

■田端駅周辺昇降

施設実施設計 

■田端駅周辺昇

降施設整備 

調査・設計 

■東十条駅周辺

昇降施設整備

検討 

田端駅周辺昇降施設整備工事 － 

東十条駅南口昇降施設整備工事 － 

福祉のまち
づくり 

相談 168件 

事前協議 70件 

相談 121件 

事前協議58件 

「北区の共同住宅などに関する福祉のまちづく

り整備要綱」に基づき建築物のバリアフリー化

を促進 

 

 

  

重点 

重点 
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 （４）ニーズや実情にあった住まいの確保  

高齢者のニーズや地域の実情に応じた多様な住まいを提供できるよう、特別養護老人ホー

ムや高齢者住宅の整備や確保に取り組みます。 

 

事業 No.105 特別養護老人ホームの整備  ≪地域福祉課≫ 

重度の要介護高齢者で、日常生活において常に介護が必要で在宅での適切な介護が受けられ

ない高齢者に、入所により必要な介護サービスを提供する特別養護老人ホームを整備・誘導し

ます。       

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

整備状況 － 1,186床 1,186床 1,186床 1,186床 

  

事業 No.106 特別養護老人ホームの入所調整  ≪高齢福祉課≫ 

入所調整にあたり、入所希望者に係る公平性、公正性及び入退所過程における透明性を確保

するため、「北区特別養護老人ホーム入退所指針」により入退所基準を示し、介護保険制度の

趣旨に即した施設サービスの円滑な提供を実施します。 

また、その指針に基づき入所希望者順位名簿を作成し、医師や区民、介護専門職で構成され

る「入所調整委員会」に諮った上で、順位名簿を確定させ、希望施設への速やかな入所を図り

ます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

入所申し込
み機会 

年２回 

前期681人 

後期674人 

年２回 

前期674人 

後期627人 

年３回 年３回 年３回 

 

 

 

 

  

重点 

重点 

※区立特養の改修により変動。短期入所分は除く 



107 

居住支援セミナーの様子 

︵
令
和

5

年
度
版
︶ 

▶
居
住
支
援

 

事業 No.109 住まい安心支援事業  ≪住宅課≫ 

住宅確保要配慮者（低額所得者、高齢者、障害者、子育て世帯など）の民間賃貸住宅への円

滑な入居を促進するため、北区居住支援協議会において北区・不動産関係団体・福祉関係団

体・居住支援団体が連携し、住宅情報の提供等の支援を実施します。 

また、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への居住支援に関する課題解決を図ることを目的に、

不動産団体及び区による包括連携協定を締結し、各種事業を推進していきます。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

居住支援協
議会 

■協議会開催 

■セミナー実施 

■北区居住支援協

議会News発行 

■協議会開催 

■セミナー実施 

■居住支援パンフ

レット作成 

推進 推進 推進 

セーフティ
ネット住宅*

補助事業 
－ － 推進 推進 推進 

 

 

 

  

重点 
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基本目標４ 多様な機関の協働による支援体制の充実 

 
 

現状と課題 

高齢者自身やその家族が、自宅で介護が必要となったときには、在宅で介護と連携した医療が

受けられることが重要です。このため、その人に応じた介護サービスやそれらを補完する保険外

のサービスが適切に提供されるよう、サービス内容の周知を図るとともに、ケアマネジメント*

の充実を図る必要があります。 

また、地域住民が抱える問題が複合化・複雑化しています。医療・介護・障害・福祉など、包

括的な生活支援体制の構築が重要であり、介護予防・健康づくりの段階から一定の医療ニーズへ

の対応まで、様々な場面において、多職種・多機関の連携による医療・介護連携を推進していく

ことが必要です。 

さらに、経済的困窮者、単身・独居者、障害者、ひとり親家庭やこれらが複合したケースなど、

高齢者施策にとどまらない多様化する問題に対応するには、生活福祉、障害福祉や児童福祉など

の他分野との連携が重要です。引き続き、各関係機関や支援機関が連携して、それぞれの専門性

を生かした重層的な支援を行っていくとともに、支援体制の強化に取り組む必要があります。 
 

施策の方向 

地域の実情に応じた支援体制の構築を推進できるよう、高齢者あんしんセンターとともに介護

や健康に関する地域データの提供や分析を行い、地域における課題の解決へ取り組んできます。 

また、多様化する住民ニーズに対応するため、高齢者あんしんセンターの体制の充実に取り組

みます。 
 

成果指標 

 

指 標 現 状 
期

間 
目 標 

かかりつけ医がいる人の割合（65歳以上） 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調

査（一般高齢者調査、認定者調査）」より） 

一般：80.8％ 
認定：89.9％ 

長

期 

一般：83.0％ 

認定：90.0％ 

認知症相談窓口の認知度 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調

査（一般高齢者調査）」より） 
22.7% 

3

か

年 

33.0％ 

「高齢者あんしんセンター」の認知度（「知
らない、聞いたことがない」と無回答を除
いた人の割合） 
（「北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調

査（一般高齢者調査）」より） 

一般：69.0％ 
55歳～64歳：52.7％ 

3

か

年 

一般：72.4％ 

55～64：53.5％ 

多様な機関の協働による支援体制の充実 

基本目標４ 
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 （１）高齢者あんしんセンターの体制充実  

地域における高齢者のニーズが多様化する中、地域包括ケアシステムの深化・推進に向け、

地域ケア会議の拡充や事業評価の推進等、中核的な機関である高齢者あんしんセンターの体

制・機能のさらなる強化を推進します。 

 

事業 No.114 高齢者あんしんセンターの運営支援・機能強化  ≪高齢福祉課≫ 

 

住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らすために、高齢者を総合的に支援する体制の中核

となる高齢者あんしんセンターを引き続き運営します。また、高齢者あんしんセンターのサー

ビスの質の向上や各種事業の公平・公正な運営の確保を図り、機能強化のためのPDCAサイクル

に活用するため、事業の実施状況について、自己評価、利用者評価、ヒアリングを通じ評価を

行います。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

基幹型セン
ターによる
支援 

－ 
基幹型センタ

ー整備（R3） 
支援を継続 支援を継続 支援を継続 

ヒアリング
による事業
評価 

－ ６か所 
５か所 ５か所 ６か所 

（３か年で全高齢者あんしんセンターに実施） 

 

 

事業 No.115 認知症地域支援推進員の活動の推進  ≪長寿支援課≫ 

 

地域での認知症に関する支援を効果的に行うため、認知症地域支援推進員を各高齢者あんし

んセンターに配置し、医療・介護・地域の支援機関の連携を図るための支援や、認知症の人と

その家族を支援する相談等を行います。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

高齢者あんし
んセンターへ
の配置数 

17センター 16センター 
全センターに

複数配置 

全センターに

複数配置 

全センターに

複数配置 

重点事業 

重点 

重点 
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協力支援病床確保事業のイメージ 

 （２）介護・福祉・医療・保健の連携促進  

継続的なサービス提供を維持するため、地域における介護・福祉・医療・保健の連携をよ

り一層深めていきます。 

事業 No.120 在宅療養支援体制の支援強化事業  ≪地域医療連携推進担当課≫ 

 

在宅療養者を支える専門職の支援を実施するとともに、安心して在宅療養生活を送ることが

できるよう体制の整備を推進します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

在宅療養を支える専門職のための支援 

在宅療養相
談窓口事業 124件 34件 実施 実施 実施 

在宅療養相
談支援員研
修 

実施 中止 １回 １回 １回 

在宅療養をしている区民のための支援 

在宅療養協
力支援病床
確保事業 

10件 10件 実施 実施 実施 

在宅療養患
者搬送事業 45件 46件 実施 実施 実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点 
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事業 No.121 北区地域医療会議の開催  ≪地域医療連携推進担当課≫ 

 

地域の実情をきめ細かく把握し、地域の在宅医療体制、病床機能の維持・確保、新興感染症

の対応、将来必要とされる医療提供体制の確保について検討を行い地域医療に係るビジョンを

策定するとともに、関係者間の情報共有や意見交換、ビジョンに基づく施策の進捗の確認のた

め、北区地域医療会議を開催します。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

地域医療会議 － ２回 ２回 ２回 ２回 

 

 

 

事業 No.122 認知症初期集中支援事業  ≪長寿支援課≫ 

 

医療・介護の専門職（医師、臨床心理士、看護師、作業療法士、介護福祉士）からなる初期

集中支援チームを各高齢者あんしんセンターに配置します。認知症の人本人やその家族等の相

談を受けて、対象者を訪問し、必要な医療や介護の導入・調整や家族支援などを行い、自立生

活をサポートします。 

項目 
実績 計画 

令和元年度 令和４年度 令和６年度 ７年度 ８年度 

支援対象者数 69人 34人 32人 32人 32人 

訪問延べ回数 273回 183回 推進 推進 推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新規 重点 

重点 
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第５章 認知症施策の推進  

認知症施策の推進 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北区認知症支援キャラクター 

「こんちゃん」 
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１ 北区認知症施策推進計画の基本的事項 

（１）計画策定の背景 

日本の認知症の人の数は、団塊の世代が75歳以上となる令和７（2025）年には約700万人と推

計されており、65歳以上の高齢者の５人に１人、さらに令和22（2040）年には４人に１人が認知

症になると予測されています。このような社会状況を踏まえて、厚生労働省は平成27年に認知症施

策推進総合戦略（新オレンジプラン）を策定し、令和元年６月には、政府一体となって総合的に施

策を推進することを目的とした「認知症施策推進大綱」がとりまとめられました。 

さらに、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、令和６年１月に

認知症基本法が施行され、認知症施策を総合的かつ計画的に推進することが求められています。 

 

（２）基本理念 

国がまとめた認知症施策推進大綱においては、認知症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」

と「予防」を車の両輪として、以下の５つの柱を掲げ施策を推進しています。 

①普及啓発・本人発信支援 

②予防 

③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

④認知症バリアフリーの推進、若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

⑤研究開発・産業推進・国際展開 （国の推進すべき施策） 

の５つに沿って施策を推進し、施策すべては認知症の人の視点に立って、認知症の人やその家族

の意見を踏まえて推進することを基本としています。 

「共生」とは、認知症の人が、尊厳と希望をもって認知症とともに生きる。また、認知症があっ

てもなくても同じ社会でともに生きるという意味です。 

「予防」とは認知症にならないという意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症にな

っても進行を緩やかにする」という意味です。 

北区においても、認知症施策の推進が、地域包括ケアシステムを深化・推進し「地域共生社会」

を実現するうえで重要課題の１つであるとの認識のもとに、認知症施策推進大綱の趣旨や認知症基

本法を踏まえて、目指すべき姿（基本目標）を次のとおりとし、その実現に向け区が担うべき４つ

の施策を柱として総合的に認知症施策を推進します。 

 

（３）基本目標 

「認知症であってもなくても住み慣れた地域で尊厳を保ちながら、自分らしく暮らし続けること

ができる北区の実現」 
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２ ４つの基本施策 

 

施策の柱 施策の方向 個別事業 

１． 

普及啓発・ 
本人発信支援 

正しい知識・ 
理解の普及啓発 

認知症への理解を深めるための普及･啓発の推進 

認知症サポーター養成講座の拡充 

認知症支援ボランティアの活動支援 

小・中学校等における認知症サポーター養成講座 

認知症の人 
本人発信支援 

認知症地域支援推進会議 

認知症ピアサポート活動支援 

認知症に関する 
相談先の周知 

北区版認知症ケアパスの更新・活用 

２． 

医療・ケア・ 
介護サービス・ 
介護者への支援 

早期発見・ 
早期対応 

認知症初期集中支援事業 

認知症カフェの開催 

北区もの忘れ相談事業 

認知症地域支援推進員の活動の推進 

チームオレンジに
よる活動の展開 

認知症支援ボランティアの活動支援 

チームオレンジの構築  

医療・介護連携の
推進 

認知症対応力向上に向けた支援 

家族介護者支援 認知症家族介護者支援事業 

３． 

認知症の発症・

進行リスクの低減 ・
社会参加 

認知症の発症・進
行リスクの低減に
資する活動の推進 

地域介護予防活動支援事業 

絵本読み聞かせ世代間交流プログラムの普及 

認知症の人本人が
社会参加できる場
の拡充 

認知症カフェの開催 

４． 

認知症バリアフ
リーの推進・ 
若年性認知症の
人への支援・ 
認知症の権利 

若年性認知症の人
への支援 

若年性認知症の啓発・活動支援 

若年性認知症訓練事業 

認知症バリアフリ
ーの推進 

成年後見制度の利用促進 

権利擁護センター「あんしん北」の機能充実 

バリアフリーの促進 

認知症サポート店の活動支援 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 
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３ 基本施策ごとの取組 

 

基本施策１ 普及啓発・本人発信支援 

 

現状と課題 

認知症に関する正しい知識の普及啓発を進めることは、認知症への社会の理解を深め、認知症

であってもなくても同じ社会の一員として地域をともに創っていくうえで必要です。 

しかし、本人や周囲の認知症に対する否定的なイメージから、認知症であることを公言できな

かったり、早期の相談や受診をためらったりする場合がみられます。 

認知症の人自身の経験や、できることを活かしていきいきと活動する姿を発信していくことは、

認知症に対する画一的で否定的なイメージを塗り替え、多くの認知症の人が、社会の中で尊厳を

保ちながら希望を持って生活するための大きな原動力となります。 

また、本人がその力を発揮し、安心して自分らしい暮らしを続けていくためには、認知症の人

本人の希望や意見を反映させた支援の仕組みをつくることが必要です。 

北区地域包括ケア推進計画のためのアンケート調査結果では、認知症に関する相談窓口の認知

度は２割強にとどまり、一番身近な相談先である高齢者あんしんセンターの認知度も高いとは言

えないため、一層の周知を図る必要があります。 

 

 

施策の方向 

 

 正しい 知識・理解の普及啓発  

〇認知症に関する正しい知識の普及を進めるとともに、認知症の人と家族が、自分らしさを

もって住み慣れた地域の中で活躍している姿を発信していきます。 

〇認知症に関する教材（ツール）の開発や活用等を行い、幅広い年代がわかりやすく認知症

に関する正しい知識や理解の促進を図ります。 

 

 

 

 

  

基本目標１－施策の方向（１） 
事業No.３『認知症への理解を深めるための

普及・啓発の推進』 

普及啓発・本人発信支援 

基本施策１ 

重点 
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〇認知症サポーターおよび認知症支援ボランティアの育成を進め、社会全体で認知症につい

て考え、ともに生きる社会をつくる機運を醸成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点 

 認知症ブックフェア、パネル展示  

 王子カルチャーロード・ギャラリー展示 

   

  9月は「認知症を知る月間」です。    

重点 

重点 

基本目標１－施策の方向（１） 
事業No.４『認知症サポーター養成講座の拡充』 

 

基本目標１－施策の方向（２） 
事業No.20『認知症支援ボランティアの活動支援』 

 

基本目標１－施策の方向（３） 
事業No.28『小・中学校等における認知症サポーター養成講座の開催』 
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◀北区認知症あんしんなび 

 詳しくはこちらをご覧ください 

 認知症の人本人発信支援  

〇認知症の人自身からの発信の機会が増えるよう、イベントや講座等での発信を認知症の本

人とともに進めていきます。 

〇認知症の人自身が、自身の希望や必要としていること等を本人同士で語り合う「本人ミー

ティング」の取組を進めます。 

また、本人ミーティング等を通じて、本人の声や意見を把握し、認知症の本人の視点を認

知症施策の企画・立案や評価に反映するように努めます。  

〇認知症カフェや、地域のサロン活動等の中から発せられた、認知症の人やその家族の声を、

認知症地域支援推進会議等へつなげていきます。 

 

〇認知症当事者による相談支援や当事者同士の交流による支え合いを進めます。 

（認知症ピアサポート活動支援） 

※認知症ピアサポート：認知症の人自身が、自らの体験に基づき、ほかの認知症の人の相談
相手になったり、同じ仲間として社会参加や地域交流を通じてお互いに支え合うことです。 

 

 

 

 

 認知症に関する相談先の周知  

〇認知症の相談窓口を広く周知するために、北区版認知症ケアパス（北区認知症あんしんな

び）を活用します。 

事業名 事業内容 

北区版認知症ケアパスの

更新・活用 

認知症の人やその家族が認知症の容態に応じて、いつ、どこで、どのよ

うな医療・介護サービスを受けることができるかを示す「北区版認知症

ケアパス（北区認知症あんしんなび）」を適宜更新します。認知症の人や

その家族、医療・介護関係者等に配布し、ケアパスの活用を推進し、認

知症の段階に応じた情報の提供やサービスにつなげます。 

 

  

事業名 事業内容 

認知症地域支援推進会議 

認知症とともに生きるまちづくりに向けて、北区医師会や認知症疾患医

療センター、関係団体と認知症の早期診断・早期支援の仕組みづくり

や、医療・介護を含む総合的な生活支援体制の構築等を検討します。 

基本目標１－施策の方向（２） 
事業No.22『認知症ピアサポート活動支援』 

重点 
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北区認知症初期集中支援チーム 
（16チーム／チーム構成） 

 

基本施策２ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

 

 

現状と課題 

診断前の違和感や、診断直後を含めたすべての期間を通じて、認知症の容態に応じた、認知症

の人やその家族の意思・価値観を尊重した適切な医療・介護の提供が求められています。そのた

めには、より早い時期からの継続的な支援のなかで、本人の意思やニーズを把握することが大切

です。これまで、北区もの忘れ相談や、認知症カフェなど、身近な相談先の充実を図ると同時に、

認知症初期集中支援事業を通じて、診断前の早期の段階からの支援を行ってきました。 

今後はこれらに加え、本人のなじみの人や地域の関係者との連携を図りながら、地域の医療・

介護・福祉等の多職種がそれぞれの機能を充分に発揮できるようなネットワークを構築していく

必要があります。 
 

施策の方向 

 

 早期発見・早期対応  

〇早期支援につながる仕組みを強化するために、認知症初期集中支援事業のさらなる周知や、

本人の意思を尊重した支援を充実します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標4－施策の方向（2） 
事業No.122『 認知症初期集中支援事業 』 

医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

基本施策２ 

＜支援の概要＞ 

重点 

＜支援の流れ＞ 
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基本目標4－施策の方向（1） 
事業No.115『 認知症地域支援推進員の活動の推進 』 

◀認知症サポーター養成講座（民間企業向け）の様子 

〇北区もの忘れ相談や認知症カフェにおいて、より身近で、気軽に相談を行うことのできる体

制の充実を図ります。 

・「認知症カフェ」は地域の支え合いを進める交流・活動の場であり、北区では認知症カフ

ェを「オレンジカフェきたい～な」と呼んでいます。 

・認知症の正しい情報案内のほか、医師による「もの忘れ相談」や専門スタッフ（歯科医

師、臨床心理士、作業療法士）による相談も実施しています。 

 

 

 

事業名 事業内容 

もの忘れ相談事業 

北区医師会と連携し、認知症の心配のある人やその家族を対象に、認知

症カフェにおいて、もの忘れ相談を実施し、日常生活への助言や早期発

見・早期支援を目指します。 

 

〇軽度認知障害（MCI）*を含めた、認知機能低下のある人、認知症の人及びその家族に対する

早期発見・早期対応が行えるよう、かかりつけ医、高齢者あんしんセンター、認知症疾患医

療センター等の連携を進めていきます。 

 

認知症地域支援推進員：各高齢者あんしんセンターに２名以上配置し、認知症の人の状態に

応じて必要なサービスが適切に提供されるように、認知症疾患医療

センターを含む地域の医療機関や介護サービス、地域の支援機関の

間の連携支援や、認知症の人やその家族を対象とした相談業務など

を行います。 

認知症支援コーディネーター ：保健師、看護師等の医療専門職で認知症の医療・介護・生活支援等

の情報に精通し、認知症初期集中支援チームの運営や個別ケース支

援のバックアップ、専門医等とのネットワーク構築を図ります。 

 

 

 

 

  

基本目標１－施策の方向（１） 
事業No.５『認知症カフェの開催』 

重点 

重点 
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基本目標1－施策の方向（2） 
事業No.20『 認知症支援ボランティアの活動支援 』 

 チームオレンジによる活動の展開  

〇認知症サポーター養成講座を修了した人が学習する機会を設け、地域で実際の活動につなげ

るための取組を行います。 

 

 

 

 

〇認知症の人と家族のニーズや願いと、認知症サポーターを中心とした地域での具体的な支

援につなげる仕組み（チームオレンジ）の基盤をつくり、地域支援体制の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

       

 

基本目標１－施策の方向（2） 
事業No.23『チームオレンジの構築』 

重点 

重点 

※「チームオレンジ運営の手引き」より 

▼チームオレンジのイメージ図 
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 医療・介護連携の推進  

〇医療・介護・福祉等従事者の認知症対応力を向上させ、多職種での連携を進めていくため

の研修を充実します。 

〇地域の医療・介護の専門職から構成される認知症初期集中支援チームを各高齢者あんしん

センターに配置し、適切な医療や介護等のサービスにつなげていくために認知症疾患医療

センターを含め関係機関との連携をさらに推進していきます。 

 

 

 家族介護者支援  

〇認知症地域支援推進員を中心に、認知症に関する高齢者やその家族の相談対応と適切な支

援・調整を行います。 

〇認知症家族介護者教室では、認知症の介護に必要な知識や家族が抱える心理的特徴を、専

門職に限らず区内在住の認知症家族介護者等から直接学ぶ場を設け、介護者同士の交流会

を行います。 

〇日頃の介護で感じている思いを語り合い、気づかないうちに抱えている気持ちを少しでも

軽くすることができるよう、認知症の人を介護している仲間同士で交流し、情報を得られ

る場として家族の集いカフェを推進します。 

〇家族介護者の負担の軽減のため、また介護者が孤立しないよう家族介護者支援の充実を図

ります。 

事業名 事業内容 

認知症家族介護者支援事

業 

介護者の視点を踏まえ、認知症の人や家族、介護者を対象とした集い

や、認知症のケアに関する講座や交流会を開催します。 

 

  

事業名 事業内容 

認知症対応力向上に向け

た支援 

医療・介護・福祉等の従事者を対象に、認知症の人とその家族を地域で

支えるために必要な資質の向上及び、多職種連携の推進を目的とした研

修やネットワークづくりを図ります。 

◀認知症家族介護者支援事業の様子 
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▲絵本読み聞かせの様子 

基本施策３ 認知症の発症・進行リスクの低減 ・社会参加 

 
 

現状と課題 

認知症であってもなくても、社会との継続的なつながりが必要です。地域や家庭の中で役割を

もって活躍し続けることや、生涯にわたる健康づくりに取り組むことは、認知症の発症を遅らせ、

進行を緩やかにする可能性が示唆されています。 

社会の中で孤立せず、誰もが身近に通える社会参加・活躍の場を充実していくことが必要であ

り、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加のあり方や、認知症の人

が他の人々と支えながら共生することができる社会環境の整備に努めていきます。 

なお、北区は、国の「認知症施策推進大綱」と同様に、「認知症予防」とは「認知症にならな

い」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」、「認知症になっても進行を緩やかにす

る」ことと考えます。 

 

施策の方向 

 

 認知症の発症・進行リスクの低減に資する活動の推進  

〇社会参加のきっかけをつくるとともに、自発的な地域貢献活動が広がっていくよう、現在

進めている介護予防事業との連携・融合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇ウォーキング教室や絵本読み聞かせ教室を開催し、教室修了後も仲間と一緒に続けられる

自主グループ化を図ります。 

 

事業名 事業内容 

絵本読み聞かせ世代間 

交流プログラムの普及 

絵本読み聞かせ教室を実施し、終了後は自主グループ化を図ります。教

室の卒業生は、シニアボランティアとして、保育園、小学校、児童館や

老人ホームなどで絵本の読み聞かせを行い、地域で多世代共生型の社会

貢献活動を展開しています。 

基本目標2－施策の方向（3） 
事業No.63『地域介護予防活動支援事業』 

認知症の発症･進行リスクの低減・社会参加 

基本施策３ 

重点 
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※令和5年度版 

 認知症の人本人が社会参加できる場の拡充  

〇認知症の人やその家族と地域住民誰もが気楽に集い語り合う地域の身近な交流の場として、

区内全域で認知症カフェを開催し機能の充実を図ります。 

〇認知症の人が、支えられる側だけでなく、支える側としていきがいや役割を持ち、地域で

生活ができるように、サロンや認知症カフェ、地域活動等に参画する機会や取組を進めま

す。 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１－施策の方向（１） 
事業No.５『認知症カフェの開催』 

重点 

北区の オレンジカフェ きたい～な



126 

基本施策４ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・認知症の人の権利 

 

 

現状と課題 

認知症の人の多くが、認知症になることで、電車やバスでの移動や買い物、趣味活動の参加と

いった、外出や交流の機会を減らしている実態があります。認知症にならなくても、高齢になる

と難しくなることが増え、人の手を借りる必要が出てきます。一方で、認知症であっても自分に

できることを続けることで、周囲や地域に貢献している場面も多くあります。 

商店や金融機関、地域活動の参加、就労など、生活の様々な領域で、認知症になっても利用し

やすい、もしくは認知症の人本人が活躍できるような地域の仕組みづくりが求められています。 

同時に、認知症の人の安全や権利が守られるよう、成年後見制度の利用促進や、権利擁護のた

めの相談体制等の充実が重要となっています。 

若年性認知症は、就労継続や子育て等、高齢期の発症とは異なる生活上の問題があります。障

害者総合支援法に基づく制度の活用を含め、支援や相談に的確に応じる必要があります。 

 

施策の方向 

 

 若年性認知症の人への支援  

〇講演会等を通じて若年性認知症に関する啓発を推進するとともに、必要な人に適切な相談

や支援に応じる体制をつくっていきます。 

〇若年性認知症カフェを開催し、若年性認知症の人と家族、地域の人が交流し、情報交換や

相談支援を行っていきます。 

〇様々な関係機関と連携しながら、就労や地域で安定した生活に向けた取組、社会参加等の

就労的活動の支援を進めていきます。 

 

 

 

 

事業名 事業内容 

若年性認知症訓練事業 

≪障害者福祉センター≫ 

軽度の若年性認知症の方の進行を遅らせることを目指し、専門のスタッ

フがグループで訓練を行います。 

 

  

基本目標１－施策の方向（1） 
事業No.18『若年性認知症の啓発・活動支援』 

認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・認知症の人の権利 

基本施策４ 

重点 
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◀北区認知症サポート店の案内 

 

 
 

 
 
 

 

認知症サポート店とは 

 認知症になっても安心して暮らせるまちづくり 

 に賛同し、認知症の人がその人らしく地域で暮 

らしていけるように応援をする、小売店等の接 

客を行う事業所です。（介護事業所・医療機関 

を除く） 

 

 

 

 

認知症サポート店になるためには 

 

北 区 

から 

サポート店ステッカーを受け取り貼付 

認知症サポート店登録申請書を 

に提出 

（窓口：認知症地域支援推進員※2） 

申請受理 

ステッカー交付 

認知症サポート店を 

区ホームページや 

認知症あんしんなび等に掲載※3 

※1 事業所向け認知症サポーター養成講座の希望は、高齢者あんしんセンターにご連絡ください。 

※2 認知症地域支援推進員は各高齢者あんしんセンターに配置されており、認知症に関しての専門知識及び 

経験を有し、認知症の人やその家族への支援や関係機関の連携を図るための取組等を行っています。 

※3 同意を得た事業所のみ登録情報を掲載し、認知症サポーターがいなくなった場合には登録を取り消しま

す。定期的に認知症サポーターの在籍状況を確認します。 

 

【問い合わせ】北区長寿支援課 ０３-３９０８-９０１７ 

事業所向け認知症サポーター養成講座を受講※1 

ステ ッカー 
 

１

本人の視点に立ったかかわり 

本人の気持ちを大切に 

 認知症バリアフリーの推進  

〇生活の基盤を支える事業所・商店への認知症の普及・啓発活動を通じて、認知症バリアフ

リーをすすめる機運を高めるとともに、各地域の実情に応じた連携支援を促進していきま

す。 

〇地域で安心して暮らすことができるよう、成年後見制度の利用や権利擁護等の取組を進め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 
事業名 事業内容 

認知症サポート店の活動

支援 

認知症サポーター養成講座を受講し、認知症の人に配慮した応対を心が

ける小売業・金融機関等を区に登録し、認知症ケアパス等で区民に広く

周知します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３－施策の方向（3） 
事業No.91  『成年後見制度の利用促進』 
事業No.92  『権利擁護センター「あんしん北」の機能充実』 

事業No.103『バリアフリーの促進』 

重点 
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高齢者あんしんセンターの特徴のある活動  

オレンジわんわんパトロール隊 

愛犬の散歩道で「不安そうにしている」「道に迷って困っている」高齢者を見かけたら、やさしく

声かけをし、高齢者あんしんセンターに連絡する仕組みをつくる活動を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オレンジガーデニングプロジェクト 

認知症のシンボルカラーであるオレンジ色の花を地域のいろいろな場所で育てる活動です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
近隣のデイサービスでの協

力活動の様子 
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第６章 介護保険事業の運営 

介護保険事業の運営 
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 １ 介護サービスの利用状況と将来の見込み 
 

介護サービスの見込量の推計にあたっては、被保険者数や要介護・要支援認定者数、第８期計画

期間の各サービスの利用実績の他、区内における各介護サービス事業者団体との意見交換の内容を

踏まえて行いました。 

なお、見込量については、第9期計画期間中の各年度の他、団塊ジュニア世代が65歳以上とな

り、全国的な高齢者人口がピークを迎える令和22（2040）年度も参考として推計しています。 
 

（１）介護予防サービス 

項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 

介護予防 
訪問入浴介護 

回/月 7 5 4 6 6 6 8 

人/月 2 2 2 3 3 3 4 

介護予防訪問看護 
回/月 2,587 2,275 2,013 2,069 2,094 2,165 1,791 

人/月 345 329 296 315 319 330 276 

介護予防 
訪問リハビリテーション 

回/月 768 691 641 668 728 736 551 

人/月 68 64 57 62 67 68 51 

介護予防 
居宅療養管理指導 人/月 512 526 563 569 590 619 584 

介護予防 
通所リハビリテーション 人/月 296 318 305 315 328 330 304 

介護予防 
短期入所生活介護 

日/月 64 56 103 64 64 64 57 

人/月 11 12 13 20 20 20 18 

介護予防 
短期入所療養介護 

日/月 3 1 0 0 0 0 0 

人/月 1 0 0 0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 人/月 1,950 1,871 1,827 1,965 2,031 2,085 1,743 

介護予防 
特定福祉用具販売 人/月 33 37 28 33 35 36 37 

介護予防住宅改修 人/月 35 34 33 35 35 35 35 

介護予防特定施設 
入居者生活介護 人/月 147 144 162 168 179 179 172 

介護予防 
認知症対応型通所介護 

回/月 42 41 29 33 33 33 40 

人/月 7 7 4 4 4 4 6 

介護予防 
小規模多機能型居宅介護 人/月 6 7 7 7 8 8 7 

介護予防 
認知症対応型共同生活介護 人/月 0 0 0 0 0 0 0 

介護予防支援 人/月 2,324 2,270 2,205 2,270 2,339 2,410 2,105 
※介護予防短期入所療養介護：サービス量を見込んでいません。 
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（２）居宅サービス 

第９期計画期間中においては、後述の地域密着型サービスの基盤整備状況や、その他必要に応

じて、東京都との協議等により適切な整備を進めていきます。 

 

項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 

訪問介護 
回/月 94,530 96,939 95,937 100,902 105,881 109,544 108,015 

人/月 3,626 3,663 3,645 3,740 3,939 4,072 3,972 

訪問入浴介護 
回/月 1,451 1,516 1,660 1,750 1,789 1,830 1,857 

人/月 302 318 334 335 343 351 356 

訪問看護 
回/月 18,067 19,318 21,182 23,519 24,017 24,920 23,916 

人/月 1,759 1,881 2,067 2,251 2,300 2,387 2,292 

訪問リハビリ 
テーション 

回/月 2,860 3,043 3,337 3,560 3,709 3,769 3,750 

人/月 218 231 243 244 255 259 258 

居宅療養管理指導 人/月 4,295 4,548 4,718 4,885 5,077 5,153 5,197 

通所介護 
回/月 29,024 29,245 30,496 31,979 32,375 32,767 33,986 

人/月 2,736 2,785 2,892 2,969 3,006 3,042 3,151 

通所リハビリ 

テーション 

回/月 4,185 4,482 4,804 4,958 5,097 5,226 5,245 

人/月 588 640 688 721 741 760 762 

短期入所生活介護 
日/月 4,674 4,593 4,678 4,937 4,974 5,002 5,507 

人/月 535 538 586 612 618 621 685 

短期入所療養介護 
日/月 238 185 245 187 187 194 205 

人/月 32 29 37 34 34 35 37 

福祉用具貸与 人/月 4,991 5,111 5,146 5,298 5,538 5,762 5,607 

特定福祉用具販売 人/月 77 73 79 70 75 78 78 

住宅改修 人/月 48 47 48 49 51 53 45 

特定施設入所者 

生活介護 
人/月 1,240 1,281 1,330 1,404 1,475 1,522 1,516 

居宅介護支援 人/月 7,087 7,241 7,296 7,465 7,692 7,925 7,776 

※特定施設入居者生活介護：第９期計画期間中については、既に設置予定等のものを除き、新規整備を見
込みません。 
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（３）施設サービス 

施設サービスについては、被保険者数や要介護認定者数、第８期計画期間のサービス供給実績、

区内施設の整備計画等をもとにサービスごとの給付費・見込量を算出します。 

 

≪サービス量見込・整備方針≫ 

介護老人福祉施設 

  

区内に11施設1,318床、区外に７施設175床、合計1,493床が整備されています。 

第９期計画期間中は、区立施設の大規模改修を実施するため、一時的に入所定員が減少

しますが、引き続き需要は高いことから、次期計画期間以降の施設の整備を検討します。 

介護老人保健施設 

 

区内に6施設(608床)が整備されています。 

医療的な介護が必要な高齢者の需要は引き続き増加傾向にあることから、需要の増加を

見込みます。 

介護医療院 

 現在、区内に施設はないことから、区外施設の利用について見込みます。 

 

 

項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 

介護老人福祉施設 人/月 1,547  1,525  1,495  1,551  1,577  1,600  1,661  

介護老人保健施設 人/月 610  628  634  646  650  663  675  

介護医療院 人/月 26  28  32  42  45  45  44  
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（４）地域密着型サービス 

整備にあたっては、地理的配置バランスや、北区介護保険運営協議会の委員の意見などを踏ま

え、適切に進めていきます。 

なお、小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護については、これまでの公募実

績を踏まえた整備数としていますが、今後のサービス量の見込や公募選定状況に伴い、適宜見直

しを図っていきます。 

 

≪整備数≫                                                                                                

項目 
現状 第９期計画 

整備数 
累計 

５年度末見込 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 整備数 3 1 4 

小規模多機能型居宅介護 整備数 3 
1 5 

看護小規模多機能型居宅介護 整備数 1 

 

≪サービス量見込・整備方針≫ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 整備 

第８期計画期間に、赤羽地区に１か所、滝野川地区に１か所整備され、計３か所と

なりました。 

在宅療養や医療的ケアの必要な利用者が引き続き増加するものと考えられることか

ら、第９期計画期間においても、未整備圏域を重点区域として公募・整備するととも

に、区内居宅介護支援事業所への普及啓発や、開設を検討している事業者に向けた説

明等の取組について、推進していきます。 

夜間対応型訪問介護 

 - 
令和５年度末時点では、区内に１事業所が整備されています。今後も、サービスの

需要把握に努めながら、既存の事業所をベースに適切な需要を見込みます。 

認知症対応型通所介護 

 - 

令和５年度末時点では、区内に12事業所が整備されています。 

認知症高齢者は今後も増加が想定されますが、区内ニーズを踏まえ、第９期計画期

間中は新たな整備を行わず、既存の事業所・定員数をベースに適切な需要を見込みま

す。 

地域密着型通所介護 

 - 

地域密着型通所介護は、定員18 人以下の小規模なデイサービスとして、身体機能

向上や生活動作の向上など、地域特性に合わせた特徴のあるサービス提供を行ってい

ます。 

第８期計画期間中では新規開設に合わせて学識経験者等と審査を行っていました

が、計画値を超える給付費の伸びがあったことから、令和４年度に計画期間中の指定

を行わないこととしました。第９期では、引き続き給付費の伸びに注視しつつ、原則

として整備は行わないものとします。 
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小規模多機能型居宅介護 

 整備 

令和５年度末時点では、区内に３事業所が整備されています。 

小規模多機能型居宅介護は、地域共生社会の実現へ向けて、可能な限り住み慣れた

地域において継続して日常生活を営むことができるよう支援していく体制の中核とし

て期待されています。第８期計画期間中に、区西部を中心とした４か所の公募を行い

ましたが、整備に至りませんでした。 

整備の課題としては様々な要因が考えられますが、主なものとして都市部における

整備用地の不足等が挙げられますので、区有地の活用を含めた整備用地の確保や、施

設整備・開設準備・開設当初の運営への補助について検討していきます。 

並行して、地域ニーズの把握等を進め、改めて公募を行います。 

看護小規模多機能型居宅介護 

 整備 

令和５年度末時点では、区内に１事業所が整備されています。 

今後、医療的な介護が必要な方も、在宅療養の需要が高まることが予想され、地域

共生社会の実現へ向け、その役割は大きく期待されているところです。 

一方、小規模多機能型居宅介護とともに整備用地の不足や、介護職だけでなく看護

職の人材確保も大きな課題となっています。整備用地の取得や、施設整備・開設準

備・開設当初の運営に係るさらなる補助を含めて検討していくとともに、地域ニーズ

の把握等を進め、改めて公募を行います。 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 - 

令和５年度末時点では、区内に16施設（定員288人）が整備されています。 

一定の充足が見られることや、介護人材の確保が困難であることを踏まえ、第９期

計画期間中の整備は行わず、既存の事業所をベースに適切な需要を見込みます。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（小規模特別養護老人ホーム） 

 - 

令和５年度末時点では、区内に１施設が整備されています。 

第９期計画期間中の整備は行わず、既存の事業所をベースに適切な需要を見込みま

す。 

地域密着型特定施設入居者生活介護（小規模介護専用型有料老人ホーム） 

 - 
現在、区内に施設はありません。 

新規事業者の参入が見込めないため、第９期計画期間中の整備は行いません。 
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項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 
定期巡回・随時対
応型訪問介護看護 人/月 21  29  40  43  46  50  51  

夜間訪問型 
訪問介護 人/月 20  23  33  35  37  38  40  

地域密着型 
通所介護 

回/月 9,543  8,963  8,415  8,566  8,415  8,264  7,847  

人/月 1,096  1,053  996  1,011  993  975  925  

認知症対応型 
通所介護 

回/月 3,113  2,992  3,198  3,158  3,127  3,095  3,515  

人/月 308  293  306  290  287  284  323  

小規模多機能型 
居宅介護 人/月 58  56  57  59  62  65  62  

看護小規模 
多機能型居宅介護 人/月 17  18  21  22  23  27  29  

認知症対応型 
共同生活介護 人/月 279  269  271  269  271  271  276  

地域密着型特定施
設入居者生活介護 人/月 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 

地域密着型 
介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

人/月 24  24  23  23  23  23  25  

※地域密着型特定施設入居者生活介護：区内に施設はなく、サービス量を見込んでおりません。 
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（５）地域支援事業 

地域支援事業は、高齢者が地域において自立した生活を継続できるように区が実施する事業で

す。介護予防の推進や要支援者の多様な生活支援ニーズに対するサービス提供を図る「介護予

防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）」*、高齢者あんしんセンターの運営に

関わる「包括的支援事業」、区が独自に行う「任意事業」があります。 

このうち、総合事業は、既存の介護サービス事業者に加えて、住民主体の取組を含む、多様な

主体によって介護予防や日常生活支援のサービスを総合的に実施できるようにすることで、市町

村が地域の実情に応じたサービス提供を行えるようにすることを目的とした事業です。 

自立支援・重度化防止に向けては、総合事業の一層の充実が期待されています。国においては、

令和５年に「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会」を設置し、第９期介護保

険事業計画期間を通じて区市町村が集中的に取り組んでいくことを予定しています。 

北区におきましても、高齢者の方が多様なサービスを選択できるよう、医療専門職の他、多様

な主体とともに事業を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護予防・日常生活支援総合事業（要支援１～２、それ以外の方） 

■介護予防・生活支援サービス事業 

訪問型サービス、通所型サービス 

介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

■一般介護予防事業 

包括的支援事業 

■高齢者あんしんセンターの運営 

介護予防ケアマネジメント、総合相談支援業務、権利擁護業務、 

ケアマネジメント支援、地域ケア会議の開催 

■在宅医療・介護連携推進事業 

■生活支援体制整備事業 

コーディネーターの配置、協議体の設置など 

■認知症総合支援事業 

認知症初期集中支援推進事業、認知症地域支援・ケア向上事業、 

認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 

任意事業 

■介護給付費適正化事業 

■家族介護支援事業 

■その他の事業 

 

৉ 

ୠ 

੍ 

ର 

হ 

঵ 
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高齢者がいつまでも住み慣れた地域で、元気で自立した生活を送れるように、地域全体で介護予

防を支援する取組です。「介護予防・生活支援サービス事業」と、「一般介護予防事業」があります。 
 

＜介護予防・生活支援サービス事業＞ 
 

項目 
計画値 

６年度 ７年度 ８年度 

訪問型 

サービス 

予防訪問サービス 人 20,500 20,500 20,500 

いきいき生活援助サービス 人 1,500 1,500 1,500 

通所型 

サービス 

予防通所サービス 人 20,900 20,900 20,900 

通所型短期集中予防サービス ※ ※ ※ 

介護予防ケアマネジメント 件 19,600 19,600 19,600 

 

 

 

＜一般介護予防事業＞ 

 介護予防の普及啓発及び地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援を行うために、65

歳以上のすべての方を対象とした講座や教室、講演会などを開催します。 
 

項目 
計画値 

６年度 ７年度 ８年度 

介護予防把握事業 

（笑顔で長生き調査（基本チェックリスト）） 
件 700 700 700 

介護予防普及啓発事業 

 
介護予防講演会 延べ人数 200 200 200 

介護予防で元気はつらつサロン 
回 

 (包括別) 2～6 2～6 2～6 

地域介護予防活動支援事業 
基本目標2－施策の方向（3） 

事業No.63 地域介護予防活動支援事業 

一般介護予防事業評価事業（介護予防事業評価） 

地域リハビリテーション活動支援事業

（リハビリ職の自主グループ等への派遣） 

基本目標2－施策の方向（3） 

事業No.64 地域リハビリテーション活動支援事業 

 

介護予防・日常生活支援総合事業 

基本目標2－施策の方向（3） 
事業No.61『介護予防・生活支援サービス事業』 
事業No.62『短期集中予防サービス事業』※ 
 

重点 

重点 

重点 
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地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心して生活を継続していくことができるようにするため、

必要な支援を把握し、適切なサービス、関係機関及び制度の利用につなげる支援を行っていきます。 
 

項目※ 北区の事業 重点事業（4章） 

地 域 包 括 支
援 セ ン タ ー
運営 

高齢者あんしんセンターの運営 
基本目標4－施策の方向（1） 
事業No.114 高齢者あんしんセンター 
の運営支援・機能強化 

在宅医療・ 
介 護 連 携 推
進事業 

医療社会資源調査の実施 

基本目標3－施策の方向（1） 
事業No.79 在宅療養に関する知識の共有と連
携強化の取組 
 
基本目標4－施策の方向（2） 
事業No.120 在宅療養支援体制の支援強化事業 
 

在宅療養推進会議の開催 

ＩＣＴを活用した情報共有・ 
多職種連携の支援 

在宅療養相談窓口事業 

高齢者あんしんセンターサポー
ト医の配置 

多職種連携研修会・顔の見える
連携会議の開催支援 

在宅療養普及啓発推進事業 

生 活 支 援 体
制整備事業 

生活支援体制整備事業 
基本目標1－施策の方向（1） 
事業No.1 生活支援体制整備事業 

就労的活動支援事業 
基本目標2－施策の方向（1） 
事業No.35 高齢者のいきがいづくり 
・社会参加支援 

認 知 症 支 援
総合事業 

認知症初期集中支援チームの配置 
基本目標4－施策の方向（2） 
事業No.122 認知症初期集中支援事業 

認知症高齢者訪問相談事業 - 

認知症地域支援推進員の配置 
基本目標4－施策の方向（1） 
事業No.115 認知症地域支援推進員 
の活動の推進 

認知症ケア向上多職種協働研修の実施 - 

認知症カフェの開催 
基本目標1－施策の方向（1） 
事業No.5 認知症カフェの開催 

認知症ピアサポート活動支援 
基本目標1－施策の方向（2） 
事業No.22 認知症ピアサポート活動支援 

チームオレンジの構築 
基本目標1－施策の方向（2） 
事業No.23 チームオレンジの構築 

地 域 ケ ア 会
議推進事業 

北区地域ケア会議の開催 
基本目標1－施策の方向（1） 
事業No.2 北区地域ケア会議の開催 介護予防のための地域ケア個別

会議の開催 

※ 厚生労働省・地域支援事業実施要綱に示されている項目 

包括的支援事業 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 
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地域の実情に応じて、区独自の発想や創意工夫で実施する事業です。 

 

項目※ 北区の事業 事業（各章） 

介護給付費

適正化事業 
介護給付費適正化事業 ６章４（３）給付適正化計画 

その他 

区長による成年後見申立て及び

本人・親族の申立費用の助成 
- 

成年後見人報酬助成 - 

シルバーピア生活援助員(LSA)

派遣業務 

基本目標3－施策の方向（4） 

事業No.110 高齢者住宅（シルバーピア）の管理  

 ※ 厚生労働省・地域支援事業実施要綱に示されている項目  

任意事業 
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 ２ 介護サービス給付費と将来の見込み 

（１）介護サービス給付費 

第２章における要介護・要支援認定者数の推計、給付実績や今後の施設整備計画等をもとに、

サービス供給見込量を算定しています。 

単位：千円 

項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

3年度 4年度 5年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 

介護予防サービス費計 833,498  681,690  683,852  719,813  750,589  763,908  691,600  

居宅サービス給付費計 14,946,232  15,434,347  15,986,370  17,029,926  17,645,031  18,128,243  18,154,508  

施設サービス給付費計 7,747,448  7,645,072  7,606,247  7,966,539  8,092,173  8,219,550  8,491,726  

地域密着型サービス 
給付費計 2,570,046  2,479,973  2,535,215  2,596,860  2,609,819  2,623,593  2,665,216  

 

（２）標準給付額・地域支援事業費用額 

（１）の介護サービス給付費に、特定入所者介護サービス費等を合算して、標準給付額を算出

しています。介護サービスの利用率が上昇する後期高齢者人口が増加するため、給付額は増加す

るものと推計しています。 

単位：千円 

項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

3年度 4年度 5年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 

標準給付額 27,458,825 27,478,877 28,201,816 30,014,021 30,826,776 31,484,257 31,713,630 

居宅サービス 
予防 823,885 671,520 675,074 710,314 740,332 753,651 681,668 

介護 14,946,232 15,434,347 15,986,370 17,029,926 17,645,031 18,128,243 18,154,508 

施設サービス 介護 7,747,448 7,645,072 7,606,247 7,966,539 8,092,173 8,219,550 8,491,726 

地域密着型 
サービス 

予防 9,613 10,170 8,777 9,499 10,257 10,257 9,932 

介護 2,560,434 2,469,803 2,526,438 2,587,361 2,599,562 2,613,336 2,655,284 

特定入所者介護サービ
ス費等給付費 572,791 477,307 455,492 589,633 599,236 605,229 598,542 

高額介護サービス費等
給付費 656,005 624,888 794,230 828,169 841,795 850,206 839,728 

高額医療合算介護 
サービス費等給付費 111,074 113,646 116,464 117,062 118,046 118,748 116,060 

審査支払手数料 31,343 32,125 32,724 31,806 32,076 32,268 32,748 

※サービス別の数値については、合計と一致しない場合があります。 
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単位：千円 

項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

3年度 4年度 5年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 

地域支援事業費用額 1,821,726 1,813,956 1,842,212 1,834,005 1,836,973 1,843,032 1,845,080 

介護予防・日常生活 
支援総合事業 1,115,787 1,097,177 1,129,247 1,121,040 1,124,008 1,130,067 1,119,541 

包括的支援事業・ 
任意事業 705,939 716,779 712,965 712,965 712,965 712,965 725,539 

※端数の関係上、合計と一致しない場合があります。 

 

（３）総費用額 
（２）の標準給付額、地域支援事業費用額を合計すると、第９期計画期間中（令和６年度～８年

度）の３年間の合計は９７９億円（第８期と比較して10.4％増）となります。 

単位：千円 

項目 
実績値 実績見込 計画値 参考 

3年度 4年度 5年度 ６年度 ７年度 ８年度 22年度 

総費用額 29,280,551 29,292,833 30,044,028 31,848,026 32,663,749 33,327,289 33,558,710 

標準給付額 27,458,825 27,478,877 28,201,816 30,014,021 30,826,776 31,484,257 31,713,630 

地域支援事業費用額 1,821,726 1,813,956 1,842,212 1,834,005 1,836,973 1,843,032 1,845,080 

※端数の関係上、合計と一致しない場合があります。 
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 ３ 介護保険料の設定 

 

（１）介護保険財源の負担割合 

介護保険サービスを利用した場合、利用者は前年の所得に応じて割合が決定され、第１号被保

険者（65歳以上の方）は費用の１～３割を負担します。残りの費用は介護保険財源によってまか

なわれており、被保険者から徴収した保険料（第１号被保険者の保険料、第２号被保険者（40歳

以上65歳未満の方）の保険料）と、公費（国・東京都・北区）から成り立っています。 

第１号被保険者の保険料の負担割合（23％）と第２号被保険者の保険料の負担割合（27％）

は、全国の年齢人口比率により定められます。 

 

【介護サービス費】 

・居宅サービス   ・施設等サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域支援事業】 

・介護予防・日常生活支援総合事業  ・包括的支援事業、任意事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

※ 居宅サービス、施設等サービス等の国負担分のうち、５％相当は調整交付金です。 
この交付金は、区市町村間の高齢者の所得分布等に応じて、交付割合を調整するものです。 
介護予防・日常生活支援総合事業についても、国の負担分には調整交付金が含まれます。 

  

国 38.5％

東京都 19.25％

北区 19.25%

第１号被保険者 23.0%

国 25.0％

東京都 12.5％

北区 12.5%

第２号被保険者 27.0%

第１号被保険者 23.0%

国 25.0％

東京都 12.5％

北区 12.5%

第２号被保険者 27.0%

第１号被保険者 23.0%

国 20.0％

東京都 17.5％

北区 12.5%

第２号被保険者 27.0%

第１号被保険者 23.0%
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（２）保険料基準額の算定（第９期） 

第９期計画期間における第１号被保険者の保険料は、要介護（要支援）認定者数の増減や、

介護サービス事業所の整備等による介護サービス費の増減を考慮のうえ、以下の手順で算定し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  ※端数の関係上、差引等の結果が一致しない場合があります。  

＋   地域支援事業費見込額 56億円 

×   第１号被保険者負担割合 23.0％ 

－   調整交付金調整見込額※ 等 12億円 

÷   予定保険料収納率 98％ 

÷   補正後の被保険者数※ 260,683人 
（令和６年度～８年度までの合計） 

※介護報酬の改定等を含む。 

※調整交付金調整見込額とは、 
国が負担する財政調整交付金が 
減額された場合に、第１号被保険者の 
保険料で補われるもの。 

÷   12か月 

保険料基準額（月額）【保険料算定基礎額】 6,942円（年額：83,304円） 

基金の活用に伴う保険料の低減 

 

 

 

第８期計画期間内の保険料の余剰金等を積み立てた介護給付費準備基金に
ついて、令和５年度末の基金残高を33億円と見込んでいます。                 
予測を超えた給付費の増大に備えて、このうち13億円を積み残し、20億円
を取り崩すことにより、保険料基準額（月額）を652円程度軽減します。 
 

－   介護給付費準備基金の活用 20億円 

第９期介護保険料基準額（月額） 6,290円（年額：75,480円） 

標準給付費見込額（令和６～８年度） 924億円 

第１号被保険者負担分 225億円 

保険料収納必要額 213億円 

保険料賦課総額  218億円（３年間の保険料として負担していただく総額） 

※各所得段階の被保険者数の見込み人数に、
各所得段階の保険料の基準額に対する割
合（乗率）を乗じて算出します。 
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（３）保険料基準額の算定（令和22（2040）年度） 

前項における算定方法を元に、第９期の第１号保険料基準月額に加え、令和22（2040）年

度の保険料基準額について、このまま要介護認定者数の伸びが続くものとして、第９期の計画

期間の介護保険料と同様の方法を用いて推計したところ、下記のとおりとなります。 
 

 保険料基準額(月額) 第8期計画期間との比較 

第8期計画期間 

(令和3年度～5年度) 
6,114円  

第9期計画期間 

(令和6年度～8年度) 
6,290円 +176円 

令和22(2040)年度 約9,000円 +約2,886円 

 

※令和22（2040）年度については、介護報酬改定及び介護保険給付費準備基金の取崩額につい
ては見込んでいません。 
また、標準給付見込額は、要介護・要支援認定者数の推計、第８期計画期間の給付実績等をも
とに算定し、第１号被保険者負担割合は23%としています。 

 

保険料基準額の上昇については、高齢者のうち、特に85歳以上の方や要介護（要支援）認定

者数の増加等に伴い、標準給付費見込額が上昇するものと見込まれており、一人あたりの保険

料が増加するためと考えています。 

この推計結果を踏まえ、介護予防・自立支援、重度化防止の取組を一層推進していきます。 

 

（４）所得段階別保険料基準額の設定 

前項の保険料基準額に、所得段階に応じた保険料率を乗じたものが実際の保険料となります。

保険料段階は、所得状況等に応じて保険料をきめ細かく設定するために、所得段階を決定して

いきます。 

第８期計画期間における所得段階は16段階でしたが、第９期計画期間における所得段階は引

き続き、16段階となります。前頁の保険料基準額（年額：75,480円）に、所得段階に応じた

乗率を乗じたものが、実際の介護保険料（100円未満四捨五入）となります。 

なお、所得段階のうち第１段階～第３段階については、公費を投入することで保険料を軽減

しています。 

また、段階間の所得再分配機能を強化する観点から、段階間での乗率調整や、第10段階以上

において乗率の引き上げを行うとともに、第６段階・第７段階の所得区分をそれぞれ下記のと

おり変更しています。 

 第９期  第８期 

第６段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額*

が125万円未満の方 
 本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が

125万円以下の方 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額

が125万円以上200万円未満の方  
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が

125万円を超えて200万円未満の方 
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第９期 （参考）第８期 （参考） 
被保険者数 
構成比見込 
(令和6年度) 

所得 

段階 
対象となる方 乗率 保険料年額 乗率 保険料年額 

１ 

・生活保護受給者 

・老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税非課税の方 

・世帯全員が住民税非課税で、 

本人の前年の課税年金収入額と合計所得金額の合

計額が80万円以下の方 

0.30 
 

【軽減前】 
0.47 

22,644円 
 

【軽減前】 
35,500円 

0.3 
 

【軽減前】 
0.5 

22,014円 
 

【軽減前】 
36,700円 

21.9% 

２ 
世帯全員が住民税非課税で、本人の前年の課税年金収

入額と合計所得金額の合計額が120万円以下の方 

0.415 
 

【軽減前】 
0.615 

31,324円 
 

【軽減前】 
46,400円 

0.41 
 

【軽減前】 
0.66 

30,086円 
 

【軽減前】 
48,400円 

8.8% 

３ 
世帯全員が住民税非課税で、第１段階及び第２段

階以外の方 

0.700 
 

【軽減前】 
0.705 

52,836円 
 

【軽減前】 
53,200円 

0.67 
 

【軽減前】 
0.72 

49,165円 
 

【軽減前】 
52,800円 

8.7% 

４ 

世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人が

住民税非課税で、本人の前年の課税年金収入額と

合計所得金額が80万円以下の方 

0.9 67,900円 0.86 63,100円 9.3% 

５ 
世帯の誰かに住民税が課税されているが、本人が

住民税非課税で、第４段階以外の方 
1.0 75,500円 1.0 73,400円 9.1% 

６ 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

125万円未満の方 
1.2 90,600円 1.2 88,100円 13.9% 

７ 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

125万円以上200万円未満の方 
1.35 101,900円 1.35 99,100円 11.6% 

８ 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

200万円以上300万円未満の方 
1.6 120,800円 1.6 117,400円 7.1% 

９ 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

300万円以上500万円未満の方 
1.7 128,300円 1.7 124,700円 5.3% 

10 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

500万円以上800万円未満の方 
2.1 158,500円 2.0 146,800円 2.0% 

11 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

800万円以上1,100万円未満の方 
2.4 181,200円 2.2 161,400円 0.8% 

12 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

1,100万円以上1,500万円未満の方 
2.7 203,800円 2.5 183,500円 0.5% 

13 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

1,500万円以上2,000万円未満の方 
3.0 226,400円 2.8 205,500円 0.4% 

14 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

2,000万円以上2,500万円未満の方 
3.3 249,100円 3.1 227,500円 0.2% 

15 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

2,500万円以上3,000万円未満の方 
3.5 264,200円 3.3 242,200円 0.1% 

16 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 

3,000万円以上の方 
3.7 279,300円 3.5 256,800円 0.4% 
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 ４ 介護保険制度の円滑な運営に向けて 

 

介護保険制度を持続可能なものとし、円滑に運営していくためには、全世代型社会保障の実現に

向けた給付と負担のバランスだけでなく、利用者が介護サービスを選択できるよう、サービスの質

の担保を目指した介護サービス事業所の支援等について、より一層の取組を推進していく必要があ

ります。 

北区では、低所得者への配慮や、給付の適正化、介護人材の確保・定着及び介護現場の生産性の

向上等について推進していきます。 
 

（１）低所得者への配慮 

①介護保険料減額制度 

保険料負担が低所得者に対して過度の負担とならないように、条件に該当する方に保険料の減

額を行います。 

減額の条件 減額の対象と内容 

① 世帯の実月収額が生活保護基準の115／100以下 

② 世帯全員が資産（居住用以外の土地または家屋、

300万円以上の預貯金）を所有していない 

③ 住民税課税者の被扶養者となっていない 

④ 保険料を滞納していない 

第１段階の方（老齢福祉年金受給者のみ） 

第１段階保険料（軽減後）の半額相当額に

減額します。 

第２・第３段階の方 

第１段階保険料（軽減後）相当額に減額し

ます。 

 

②食費と居住費（滞在費）の減額制度 

介護保険施設（介護老人福祉施設(地域密着型含む)、介護老人保健施設、介護医療院）または、

ショートステイ（(介護予防)短期入所生活介護、(介護予防)短期入所療養介護）を利用する場

合に、所得区分に応じた負担軽減を行います。 
 

③生計困難者に対する利用者負担額軽減事業 

国の特別対策「社会福祉法人等による生計困難者に対する利用者負担額軽減制度事業」として、

利用者負担額の軽減を行います。 
 

④高額介護サービス費の支給 

１か月に支払った介護保険における自己負担額が決められた限度額を超えた場合は、超えた分

を支給し、負担を軽減します。 
 

⑤高額医療合算介護サービス費の支給 

同一の医療保険に加入している世帯内で、医療保険と介護保険を合わせた１年間（毎年８月１

日から翌年７月31日まで）の自己負担額が、決められた限度額を超えた場合に超えた分を支給

し、負担を軽減します。  
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（２）収入確保策 

介護保険料の納め方は、受給している基礎年金額によって決められており、年金からの差し引

きで納める特別徴収と、納付書や口座振替等で納める普通徴収に分かれます。 

このうち普通徴収については、納付時の利便性向上を目的に、スマートフォンなどのアプリを

利用した電子マネー等のキャッシュレス決済を導入しており、今後も納付方法の拡大を推進して

いきます。 

また、滞納者に対しては、要介護認定の際に不利益（給付制限）が生じる可能性があることか

ら、督促状や催告書の送付、北区納付案内センターによる架電及び訪問、委託事業者による文書

投函を通じて注意喚起を行っており、申請時における電話及び文書による催告も行っています。 

なお、納付が困難な方を考慮し、分納（分割納付）、減額等の制度を設けており、より一層の

制度周知を図ります。 

 

（３）給付適正化計画 

介護給付の適正化は、保険者である北区と事業者が、利用者の自立支援に役立つ介護サービス

を過不足なく適正に提供できる制度を持続させ、現在から将来までの利用者を保護するための取

組です。 

北区では、これまでも主要５事業（要介護認定の適正化、ケアプラン*点検、住宅改修・福祉

用具点検、縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費通知）すべてを実施してきましたが、第９

期介護保険事業計画の策定に向けては、国において、効果的・効率的に事業を実施する観点から、

主要５事業について再編し、ケアプラン点検と親和性の高い住宅改修・福祉用具点検は合わせて

一つの事業として、優先順位をつけて行うとともに、実施内容の充実を図ることとされました。 

これを受け、区においても給付適正化事業を再編し、集中して取り組む体制を構築するととも

に、東京都との協議や、国民健康保険団体連合会とも協力し、各事業の取組を推進していきます。 

 

①要介護認定の適正化 

要介護認定の公平性を保ち、介護保険制度への信頼を高めるため、全国一律の基準に基づいた

要介護認定が適切に行われるよう取組を推進します。 

 

現状と課題 

計画に基づき、認定調査員、審査会委員等への研修を実施しました。 

認定調査員研修は、業務分析データ等を活用して内容を決定し、特記事

項の記載方法や一次判定に影響が出やすい調査項目の定義の確認など、演

習やグループワークを取り入れて実施しました。 

審査会においては統一事例審査を実施し、その結果をもとに審査会委員

の研修を行い審査判定手順の確認や考え方の情報共有を行っています。 

要介護認定における平準化への影響については、分析や検討を進めてい

く必要があります。 
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本計画期間の 

取組方針・目標 

●認定調査員現任研修 年２回実施 

業務分析データ等を活用して内容を決定し、特記事項の記載方法や一次

判定に影響が出やすい調査項目の定義の確認など、演習やロールプレイ

ングを取り入れて実施します。 

●認定審査員現任研修 年１回実施 

審査会においては、統一事例の審査を行い、一次判定から二次判定の軽

重度変更率を比較・分析し、審査会ごとの差等について情報共有するこ

とで、要介護認定の平準化を図ります。 

 

 

②ケアプラン点検・住宅改修福祉用具点検 

ケアマネジャーが作成した居宅サービス計画等の記載内容について点検及び支援を行うケアプ

ラン点検のほか、住宅改修アドバイザー、福祉用具パートナー点検事業について推進することで、

不適切なサービス提供について過不足のないよう見直し、給付の適正化に繋げていきます。 

   

現状と課題 

≪ケアプラン点検≫ 

●ケアマネジャーのスキル向上や“気づき”を促すため、個々に抱える課題

に沿った点検を実施しました。一方、実施体制・方法について、より費

用対効果の高い形での実施が求められます。 

≪住宅改修・福祉用具点検≫ 

●住宅改修アドバイザー、福祉用具パートナー点検について、リハビリ職

の任意団体と協力して実施しました。 

本計画期間の 

取組方針・目標 

≪ケアプラン点検≫ 

●対象事業所の選定については、国保連合会の介護給付適正化システムに

より出力される給付実績等の帳票を活用するとともに、趣旨に沿ったケ

アプラン点検のノウハウを持つ事業者への業務委託を通じて実施するこ

とで、居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上にも寄与して

いきます。 

●ケアプラン点検実施目標 各年度10件 

 

≪住宅改修・福祉用具点検≫ 

●リハビリ職の任意団体等と引き続き協力して推進していきます。 

住宅改修事業者等向けの代理受領登録事業者説明会は毎年１回開催し、

制度の趣旨や手続きについて周知し、事業所の理解を深めていきます。 
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③医療情報との突合・縦覧点検 

事業実施に関するノウハウの蓄積を進めるとともに、事業の効率的に実施し、適正な報酬請求

を促します。 

 

現状と課題 

●各種研修会に参加するなどノウハウの獲得に努めましたが、これまでと

同程度の項目の実施にとどまっています。現在、未実施の点検帳票を含

め、実施の検討を行っています。 

本計画期間の 

取組方針・目標 

●東京都や東京都国民健康保険団体連合会等が主催する研修会や出張説明

等を活用し、点検ノウハウを蓄積するとともに、縦覧点検における保険

者で確認すべき案件の確認や、適正化パッケージに基づくヒアリングシ

ートの活用を通じて、継続的に実施できる体制の構築を検討し、適正な

報酬請求を促します。 

 

④その他 

実施指導等における事業所の選定にあたっては、給付実績を積極的に活用することで、不適切

な給付の早期発見・改善に繋げていきます。 
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（４）介護人材の確保・定着及び介護現場の生産性の向上の推進 

本計画の基本方針である「北区版地域包括ケアシステムの深化・推進」に向けては、これを支

える介護人材の確保が喫緊の課題となるなか、全国的に介護人材の不足と職場への定着率の悪化

が問題となっています。特に、訪問系サービスにおいては危機的な状況となっています。 

質の高い安定した介護サービスの提供継続のためには、区としての介護人材における特徴の把

握・課題の抽出や人材に係る推計を通じ、介護助手を含めた新たな担い手の検討や、介護人材の

確保に向けた取組をこれまで以上に推進していくとともに、区内介護事業所団体との意見交換や

検討の場の設定を通じて、介護従事者の負担軽減や職場環境の改善などの生産性の向上の推進に

向け、積極的に取り組んでいくことが重要です。 
 

①人材の確保 

介護人材のすそ野を広げる取組として、区内の就労意欲のある方に対し研修を行い、修了した

方を区内介護サービス事業所への就職に繋げていきます。また、中学生向け介護の仕事啓発冊子

を作成・配付し、将来の介護人材確保につなげます。 

この他、さらなる人材確保策を展開し、介護の仕事への理解が深まるよう努めるとともに、介

護という仕事の魅力発信等のための必要な取組について、関係機関や東京都と連携しながら検討

を進めます。 
 

 ≪実施事業≫ 

事業名 事業概要 

生活援助員研修 

≪介護保険課≫ 

生活援助サービスの担い手育成研修を拡大し、介護に関する入

門的研修を実施します。修了後、訪問介護サービス事業所による

就職相談会の開催や、事業所の見学・面接機会の設定などのマッ

チングを行い、着実な就業へ繋げていきます。 

ステップアップ研修 

≪介護保険課≫ 

生活援助員研修を修了し希望する方へ、国の入門的研修に必要

な科目のうち、介護における安全・安楽な体の動かし方など、施

設等に従事するために必要な知識・技術を習得します。 

修了後、区内介護老人福祉施設による就職相談会の開催や、事

業所の見学・面接機会の設定などのマッチングを行い、着実な就

業へ繋げていきます。 

中学生向け介護の仕事啓

発冊子の作成・配付 

≪介護保険課≫ 

中長期的な視点で将来の介護人材確保につ

なげるため、中学生の職場訪問・職場体験事

業の際に介護現場を選択してもらえるよう、

中学生を対象に、介護の仕事の魅力を伝える

冊子を作成・配付します。 

◀
介
護
の
お
仕
事
ガ
イ
ド 
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介護事業所検索システム

における求人情報掲載 

≪介護保険課≫ 

介護事業所検索システムへ、介護事業所における求人情報の掲

載を行い、介護職への入職を希望される方の選択の一助としま

す。 

福祉資格取得支援事業 

≪地域福祉課≫ 

区内の介護保険事業所等の人材確保を図るため、介護福祉士・

介護職員初任者研修受講料等を補助します。 

福祉のしごと総合フェア 

≪地域福祉課≫ 

福祉職場の人材確保を支援するため、「北区福祉のしごと総合

フェア」を開催し、就職の機会を増やします。 

（北区社会福祉協議会主催、ハローワーク王子後援） 

 

②人材の定着・育成 

介護人材の定着を図るためには、各事業所の管理者による適切な組織マネジメントが必要です。

新たに就業した人材が、適切にキャリアアップを図ることができるよう、支援を進めます。 

また、専門知識や技術等のレベルアップを図るため、介護従事者の専門性の向上を目的とした

研修を実施するとともに、各介護サービス事業者の会が自主的に実施する研修会を積極的に支援

し、事業者と協力しながら人材の育成を推進します。 
 

≪実施事業≫ 

事業名 事業概要 

介護事業所管理者研修 

≪介護保険課≫ 

北区内にある介護事業所の管理者を対象として、適正な労務管

理や、働きやすい職場環境づくり、離職防止、ハラスメント防止

等の観点から、指導力・マネジメント力等の向上を目的として、

区内介護事業所の管理者等に対し研修を実施します。 

チームリーダー向け研修 

≪介護保険課≫ 

北区内にある介護事業所の中堅職員等の資質向上を図り、運営

を適正化・効率化し、介護の質を向上させることを目的とした研

修を実施します。 

介護サービス事業所研修 

≪介護保険課≫ 

北区内にある介護事業所の全事業所を対象として、資質向上を

目的として研修を実施します。 

 

③生産性向上の推進   

介護人材の確保・定着に向けた取組と並行して、介護現場における生産性向上に向けた取組を

推進・支援し、職員の負担軽減を図ることで、介護現場においてより働きやすい環境を整備して

いくことが必要です。 

併せて、介護現場における生産性向上に向けた取組の展開については、保険者である区だけで

なく、都道府県との連携において推進していくことが極めて重要です。これまでも、介護現場に

おけるICTの導入においては、国や東京都の支援事業の情報提供を行ってまいりましたが、都道

府県において生産性向上に資する様々な支援や取組が促進されるよう努める旨の努力義務が設け

られました。このことに伴い、東京都との緊密な連携の下、事業者支援に取り組んでいきます。 
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また、これまでも、文書に係る負担軽減にあたり電子申請の推進等を行ってまいりましたが、

指定申請等の際に「電子申請・届出システム」を基本原則化とするなど、事業者の負担軽減に努

めていきます。 
 

≪実施事業≫ 

事業名 事業概要 

「電子申請・届出システ

ム」の活用 

≪介護保険課≫ 

介護サービス事業所のうち、北区が指定権者となる地域密着型サ

ービス事業所や居宅介護支援事業所等における新規指定・更新・

変更・廃止等の届出について、紙による提出ではなく、システム

上による申請を基本原則化する形で推進します。 

介護現場におけるICT導入

支援研修 

≪介護保険課≫ 

事業所内のICT導入に向け、小規模事業所等に向けた情報発信・

知識等の蓄積に向けた研修を行います。 

介護現場におけるハラス

メント対策 

≪介護保険課≫ 

介護現場におけるハラスメント（身体的暴力・精神的暴力・セク

シュアルハラスメント等）において、区内の訪問系事業所を中心

とした実態を把握し、事業所の支援策について検討していきま

す。 

 

 

 

 

 

（５）災害や感染症に対する備え 

各事業所等が提供している各種介護サービスは、利用者の方々やその家族の、自立した豊かな

生活を継続しその質を維持するために必要不可欠なものです。 

第８期介護保険事業計画期間中については、新型コロナウイルス感染症の流行により、介護サ

ービス事業所のサービス提供体制に大きな影響を及ぼしました。 

北区では、感染拡大期においても必要な利用者の方々の生活維持のため、介護サービスの提供

を止めることがないよう、関係者サイト「北区ケア倶楽部」を活用した区内介護事業所への迅速

な情報提供だけでなく、衛生物品の配付や、訪問サービス・高齢者施設向け研修、施設等従事者

への一斉・定期的PCR検査等の実施、介護サービス提供に従事する職員への慰労金等の支給など、

様々な取組を行ってまいりました。 

一方、令和３年度介護報酬改定においては、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に

向けた計画等（BCP）の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等が経過措置期間

とともに義務付けられました。また、「北区大規模水害避難行動支援計画」では、水防法や土砂

災害防止法における避難確保計画の作成および訓練等実施の義務化とともに、平常時から事業所

職員が避難支援者になることを想定したBCPの策定・訓練が求められているところです。   

重点 
基本目標３－施策の方向（２） 
事業No.87『介護人材の確保・定着』 
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これらのことを踏まえ、事業所に対しては、BCPの策定等の適切な対応がなされているか確認

していくとともに、迅速な情報提供をはじめ必要な支援を行っていきます。 

また、今後、災害や新興感染症が発生した際にも、十分な対策を前提として、利用者に対して

必要な援助を提供し続けることができる体制が重要であるため、区内介護事業所に対しては集団

指導等を通じて適切な指導・助言を行っていきます。 

 

（６）リハビリテーションサービス提供体制の構築 

北区においては、これまでも、地域包括ケアシステムの構築を進め、様々な地域資源を整備し

てまいりました。また、医療においては地域医療構想に基づく病床の機能分化等が進められてお

り、医療と介護をはじめとする多機関の連携の重要性が、今後ますます高まってまいります。 

要介護状態となっても地域・家庭の中でいきがいや役割を持って生活することができる地域を

目指すためには、介護予防・フレイル予防の観点からも、要介護（支援）者が必要に応じてリハ

ビリテーションサービスを利用できるよう、地域支援事業と保険給付の双方の観点からのリハビ

リテーションサービスの提供体制を構築し、これを推進していく必要があります。区においては、

職能団体への支援など、適切に対応してまいります。 

 

 

  

 

①北区の現状（事業所数） 

北区の事業所数は、認定者１万人に対し、東京都の平均とほぼ同等程度の整備がされているも

のの、全国比では少ない状態となっています。 

※この事業所数は、年度中に１回以上サービス提供の実績のある施設・事業所を指します。 
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0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00
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老健 短期療養 訪問リハ 通所リハ

サービス提供事業所数[認定者1万対]

全国 東京都 北区

※地域包括ケア「見える化」システム資料（令和3年度）

P.89 基本目標２ 
（３）自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

「介護予防・フレイル予防について」参照 
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②北区の現状（利用率） 

○介護老人保健施設 

要介護３の方の利用率が特に低くなっている他、東京都とほぼ同等となっています。 

○訪問リハビリテーション 

要支援は東京都を上回っていますが、重度認定者は全国及び東京都を下回っています。 

○通所リハビリテーション 

訪問リハビリテーションと同様、要支援者の利用率は東京都を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.00

1.00

2.00

3.00
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全国 東京都 北区 全国 東京都 北区 全国 東京都 北区

老健 訪問リハ 通所リハ

利用率（要介護度別）（令和4年(2022年)）
要支援 要介護（１・２） 要介護（３～５）

※地域包括ケア「見える化」システム資料（令和4年度）
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（７）事業運営の適正化・安定化のための支援等 

区内の介護サービス事業者が適正で安定的な運営を行えるよう支援します。また、制度の内容に

ついて理解が得られるよう、適切な情報提供を行うなど普及啓発に努めます。 

≪実施事業≫ 

事業名 事業内容 

事業者への指導・監督 

各サービス事業所を訪問し、サービス内容や介護給付の状況等につ
いて、法令・通達・基準に対する適合状況等を個別に明らかにし、
必要な助言、指導を行います。 
また、各サービスが共通して該当する事項について、集団指導を通
じて適切な運営について指導を行います。 

介護サービス事業者の会
への支援・情報交換 

各介護サービス事業者の会が自主的に実施する研修会へ、講師の派
遣、会場の確保の支援等を行います。 
また、定期的に事業者団体との連絡会（介護サービス事業者連絡
会）を開催し、情報提供や意見交換を行います。 

ケアプラン自己作成者へ
の支援 

居宅サービス計画（ケアプラン）を自分（家族）で作成する方に作
成方法をホームページに掲載するなど支援を行います。 

運営推進会議等への参加 
地域密着型サービスにおける運営推進会議等に区職員が積極的に参
加し、情報提供や意見交換を行います。 

苦情相談や通報への適切
な対応 

苦情相談や通報には、事業者と協力し、迅速な解決に努めるととも
に、必要に応じて利用者宅を訪問し、詳細な説明を行います。 

苦情相談・通報情報の適
切な把握・分析及び活用 

苦情相談や通報情報を整理、分析し、事業者指導に活用するなど、
サービスの改善が図られるよう努めます。 

制度案内パンフレットの
作成及び配布等 

介護保険制度のパンフレットや事業者ガイドブックを作成し、高齢
者あんしんセンターで配布するほか、事業者向け研修会等で活用し
ます。 
また、ホームページでの周知等により、サービスの利用方法やサー
ビスの種類等の情報をわかりやすく提供します。 
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１ 東京都北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会設置要綱 
 

                                               ４北福高第１４６５号 
                                                令和４年６月２３日区長決裁 

 
（設置目的） 

第１条 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の８第１項の規定に基づく老
人福祉計画と介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１７条第１項の規定に基づく
介護保険事業計画とを一体的なものとする北区地域包括ケア推進計画（以下「計画」と
いう。）を策定し、地域包括ケアシステムの充実を図るため、東京都北区地域包括ケア
推進計画策定検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 
（所掌事項）                             

第２条 委員会は、設置目的を達成するため、次の各号に掲げる事項を調査し、検討する。 
（１）計画の策定に関し必要な事項 
（２）前号に掲げるもののほか、設置目的を達成するために必要な事項 
  

（構成） 
第３条 委員会は、区長が委嘱又は任命する委員をもって組織し、委員の構成は、学識経

験者２名、区内関係団体代表８名、公募委員３名及び行政機関職員８名とする。 
  

（委員の任期）  
第４条 委員の任期は、委嘱又は任命された日から計画が策定された日までとする。 
 

（委員長及び副委員長） 
第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
２ 委員長は、委員の互選により選出する。 
３ 副委員長は、委員長が指名する。 
４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代行する。 
 

（招集等） 
第６条 委員会は、委員長が招集する。 
２  委員長は、必要に応じて関係職員等の出席を求め、その意見を聴くことができる。 
 

（庶務） 
第７条 委員会の庶務は、福祉部高齢福祉課及び同部介護保険課において処理する。 
 

（委任） 
第８条 この要綱に定めるもののほか委員会の運営に関し、必要な事項は委員長が別に 

定める。 
 

付 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年６月２３日から施行する。 
（要綱の失効） 

２ この要綱は、計画が策定された日限り、その効力を失う。 
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２ 北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会 委員名簿 

区 分 氏名（敬称略） 所 属 等 

学識経験者 
委員長 藤原 佳典 東京都健康長寿医療センター研究所 副所長 

副委員長 高野 龍昭 東洋大学福祉社会デザイン学部社会福祉学科 教授 

区内関係団体 

荒川 正代 民生委員・児童委員代表 

碓井 亘 医師会代表 

卜部 吉文 介護予防事業者代表 

大場 栄作 介護サービス事業者代表 

小川 孝 
令和 5 年 2 月 20 日まで 

町会・自治会代表 
阿藤 護 
令和 5 年 8 月 30 日から 

関口 久子 地域包括支援センター代表 

銭場 多喜夫 北区社会福祉協議会事務局長 

村上 義和 歯科医師会代表 

区民代表 

岩岡 さとみ 公募 

白井 亜紀 公募 

元井 康博 公募 

北区 

村野 重成 北区福祉部長 

前田 秀雄 
令和 5 年 3 月 31 日まで 

北区健康部長（北区保健所長） 
尾本 光祥 
令和 5 年 4 月 1 日から 

倉林 巧 北区政策経営部企画課長 

長嶋 和宏 北区福祉部地域福祉課長 

滝澤 麻子 北区福祉部長寿支援課長 

鈴木 正彦 北区健康部健康推進課長 

藤野 ユキ 
令和 5 年 3 月 31 日まで 

北区健康部地域医療連携推進担当課長 
佐藤 已喜人 
令和 5 年 4 月 1 日から 

荻野 愼一 北区まちづくり部住宅課長 

事務局 

岩田 直子 
令和 5 年 3 月 31 日まで 

北区福祉部高齢福祉課長 
関谷 幸子 
令和 5 年 4 月 1 日から 

新井 好子 北区福祉部介護保険課長 
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３ 北区地域包括ケア推進計画策定検討委員会 検討経過 
 

開 催 日 議  題 

令和 4 年 

10 月 18 日 第 1 回策定検討委員会 

（1）高齢者福祉施策の現状と今後の方向性について 

（2）北区地域包括ケア推進計画策定に向けた方向性について 

（3）計画のためのアンケート調査（概要）について 

11 月 8 日 第 2 回策定検討委員会 

計画のためのアンケート調査（項目等の検討）について 

令和５年 

3 月 24 日 第 3 回策定検討委員会 

（1）計画のためのアンケート調査結果について 

（2）アンケート調査報告書の作成について 

６月 29 日 第 4 回策定検討委員会 

（1）計画の体系（案）について 

（2）計画の全体イメージについて 

8 月 30 日 第 5 回策定検討委員会 

（1）成果指標の検討について 

（2）計画全体の構成について 

11 月 7 日 第６回策定検討委員会 

（1）中間のまとめについて 

（2）公聴会について 

12 月 1 日 ・パブリックコメント（～令和 6 年 1 月 5 日） 

・公聴会 12 月 6 日（水）～12 月 16 日（土） 計 4 回 

令和６年 

2 月 14 日 第 7 回策定検討委員会 

 （1）パブリックコメント及び公聴会の実施結果について 

（2）計画（案）について 

3 月 計画策定 
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計画策定における途中経過をまとめた「中間のまとめ」について、広く区民の皆さまの

ご意見を伺うため、パブリックコメントと公聴会を実施しました。 

パブリックコメント 

意見提出期間 令和 5 年 12 月 1 日（金）～令和 6 年 1 月 5 日（金） 

閲覧可能場所 

高齢福祉課、長寿支援課、介護保険課、区政資料室、 

高齢者あんしんセンター、地域振興室、区立図書館、 

北区ホームページ 

意見提出者数 
３名 

（北区ホームページ２名、郵送１名） 

意見総数 １６件 

 

公聴会 

開催日時 会場 参加者数／意見数 

令和 5 年   12 月 6 日（水） 

午後 6 時 30 分～ 
北とぴあ ペガサスホール 13 名／11 件 

12 月 8 日（金）   

午後 2 時～  
滝野川会館 小ホール 7 名／14 件 

12 月 14 日（木） 

午後 6 時 30 分～ 
浮間ふれあい館 第 3 ホール 7 名／ 3 件 

12 月 16 日（土） 

午後 2 時～ 
赤羽会館 小ホール 6 名／ 7 件 

参 加 者 数 合 計 ３３名 

意見総数      ３５件 

 

■区内団体からの意見 

計画策定にあたり、北区ケアマネジャーの会、北区リハビリネットワーク、北区地域密

着型サービス事業者連絡会、北区通所サービス事業者連絡会等から意見・要望等を提出い

ただきました。 
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４ 用語解説 

 

あ～か行 

用語 解説 

ＩＣＴ Information and Communication Technologyの略で、情報通

信技術のことです。 

ｅスポーツ 「エレクトロニック・スポーツ」の略称で、コンピューターゲ

ームを使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称です。 

笑顔
え が お

で長生き
な が い き

調査
ちょうさ

 

（基本
き ほ ん

チェックリスト） 

高齢者が自身の生活や健康状態を振り返り、心身の機能で衰え

ているところがないか判定するためのチェックリストです。 

要介護状態等となるおそれの高い虚弱な状態にあると認められ

る方を把握するために、厚生労働省より提示されたもので、北

区では「笑顔で長生き調査」と呼びます。 

介護
か い ご

支援
し え ん

専門員
せんもんいん

 

（ケアマネジャー） 

要介護者や要支援者の人の相談や心身の状況に応じるととも

に、サービス（訪問介護、デイサービスなど）を受けられるよ

うにケアプランの作成や市町村・サービス事業者・施設等との

連絡調整を行う者です。 

介護
か い ご

予防
よ ぼ う

事業
じぎょう

 介護が必要とならないように、元気なうちから心身の衰えを予

防・回復することを目的とした事業です。運動器の機能向上や

栄養改善、口腔ケアなどを行います。 

介護
か い ご

予防
よ ぼ う

・ 日常
にちじょう

生活
せいかつ

支援
し え ん

総合
そうごう

事業
じぎょう

 

（総合
そうごう

事業
じぎょう

） 

区市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様

な主体が参画し、多様なサービスを充実することで、地域の支

え合い体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的・効率

的な支援等を行う事業です。介護予防・生活支援サービス事業

と一般介護予防事業があります。 

介護
か い ご

離職
りしょく

 就業者が家族の介護や看護のために退職、転職することです。 

通
かよ

いの場
ば

 身近な地域の中で歩いて通える範囲にあり、住民が主体となっ

て運営しています。年齢や心身の状況などに関わらず、人と人

がつながり、活動が広がる場となっています。取組内容も、体

操、ボランティア、会食、趣味活動、多世代交流などさまざま

です。 
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北区立
き た く り つ

いきがい活動
かつどう

センター 

（きらりあ北） 

人生100年時代に向けた新たな活動拠点として、高齢者の就労

と社会参加につながるいきがい支援を行う区立施設（公設民

営）です。就労意欲やボランティア意識の高い人・活動の場が

必要な人や、これから何かを始めようと思っている人にとって

のワンストップ窓口としての機能を持っています。 

空白
くうはく

の期間
き か ん

 認知症の診断前後や初期の段階における、介護保険サービスを

含めた支援の対象になりにくい、地域社会からの孤立や家族も

含めた葛藤・不安を伴う期間を示します。 

ケアプラン 

 

介護サービス計画のことです。一般的には、要介護者などが介

護サービスを適切に利用できるように、心身の状況や生活環

境、要介護者と家族の希望などを考慮し、利用するサービスの

種類・内容などを定めます。計画に伴うサービスについての連

絡・調整も含みます。 

ケアマネジメント 介護支援専門員等が、要介護者等やその家族から、心身や生活

等の状態や課題を分析しニーズを的確に把握して、介護サービ

ス提供者や医療機関との連携・調整を図りながら、ケアプラン

を作成し、適切なサービスの提供に結びつけていくとともに、

点検・評価を行い必要に応じて見直す等、専門的な観点から支

援を行うことです。 

軽度
け い ど

認知
に ん ち

障 害
しょうがい

 

（MCI） 

MCI（Mild Cognitive Impairment：軽度認知障害)とは、認知

症と完全に診断される一歩手前の状態です。放っておくと認知

症に進行しますが、適切な予防をすることで健常な状態に戻る

可能性があります。 

健康
けんこう

寿命
じゅみょう

 健康上の理由で、日常生活が制限されることなく、心身ともに

自立して生活できる期間のことです。 

合計
ごうけい

所得
しょとく

金額
きんがく

 所得税法上は、所得の種類ごとに一年間の収入金額から必要

経費に相当する金額（収入の種類により異なる）を差し引い

た金額のことです。なお、介護保険制度では、所得税法上の

合計所得金額から「長期譲渡所得および短期譲渡所得にかか

る特別控除額」を控除した金額をいいます。また、非課税者

においては、さらに公的年金に係る所得を除いたものを意味

します。 
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高齢者
こうれいしゃ

あんしんセンター 

（地域
ち い き

包括
ほうかつ

支援
し え ん

センター） 

北区では地域包括支援センターを高齢者あんしんセンターと

呼んでいます。 

地域で暮らす高齢者を、医療・健康・福祉・介護などさまざま

な面から総合的に支えるための機関です。①介護予防ケアマネ

ジメント、②総合的な相談・支援、③包括的・継続的マネジメ

ント、④高齢者の虐待防止・早期発見及び権利擁護といった事

業を行っています。現在、北区内に16か所あります。 

高齢者
こうれいしゃ

虐待
ぎゃくたい

防止
ぼ う し

センター 高齢者虐待に関する相談を受けるとともに、高齢者虐待を予

防するために、高齢者自身や介護する方を支援するために設

置された区の窓口です。 

コミュニティソーシャルワー

カー 

地域の方々と一緒に、そこに暮らす誰もが「孤立」すること

のないよう、地域で支える仕組みづくりを進める役割の人を

言います。制度の狭間や複数の福祉課題を抱えるなど、既存

の福祉サービスだけでは対応困難な事案の解決に取り組むの

が主な仕事で、地域における見守り・発見・つなぎ機能の強

化を図るような働きかけを進めます。 

コミュニティビジネス 地域の課題を、地域の人材・施設・資金などを活かしなが

ら、区民が主体となってビジネスの手法で解決していく取組

のことです。活動を通じてコミュニティの再生を図るととも

に、その利益は地域に還元していきます。 

 

さ行 

用語 解説 

重層的
じゅうそうてき

な支援
し え ん

 既存の相談支援や地域づくり支援の取組を活かし、子ども・障

害・高齢・生活困窮といった分野別の支援体制では対応しきれ

ないような“地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ”に対応

する包括的な支援を指します。社会福祉法の改正により、「重

層的支援体制整備事業」が令和3年4月に施行され、「属性を問

わない相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」を

一体的に実施するものとして、区市町村の手あげに基づく任意

事業とされています。 

就労的
しゅうろうてき

活動
かつどう

 雇用契約を必須としない、有償・無償を問わない活動を指しま

す。就労的活動により、役割がある形での高齢者の社会参加が

促進され、いきがいづくりや健康寿命の増進、介護予防等につ

ながると考えられます 
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授産場
じゅさんじょ

 区内に居住する一般就労困難な高齢者の方が働く施設です。作

業を通じて、健康的でいきがいのある生活を送ることを目的と

しています。 

食育
しょくいく

 生涯を通じて、一人ひとりが健全な食生活の実現及び食文化の

継承、健康の確保ができるように、自らの食事について考える

習慣や食事に対する知識と判断力を身につけるための学習のこ

とです。 

生活
せいかつ

援助員
えんじょいん

 介護保険の要支援の方への掃除や洗濯などの訪問サービスに従

事する資格を、区の研修を修了することで取得することができ

ます。修了者を、北区では「生活援助員」と呼びます。 

生活
せいかつ

支援
し え ん

コーディネーター 各高齢者あんしんセンターと社会福祉協議会に配置して、地域

資源情報の把握、情報の見える化、区内のサービス開発、地域

ネットワークの構築等に取り組み、生活支援・介護予防サービ

スの提供体制の構築に向けたコーディネート機能を担います。 

成年
せいねん

後見
こうけん

制度
せ い ど

 認知症等で判断能力が不十分になった人のために、社会生活を

支援する人（成年後見人）を家庭裁判所で定めることで本人の

権利を守り、安心して生活を送れるように支援する制度です。 

セーフティネット住宅
じゅうたく

 住宅確保要配慮者（高齢者、障害者など住宅の確保に特に配慮

が必要な方）の入居を拒まない住宅として登録された住宅のこ

とです。 

摂食
せっしょく

嚥下
え ん げ

 食物が認知され、口腔、咽頭、食道を経て胃に至るまでのすべ

ての過程をいいます。摂食・嚥下障害とは、この一連の動作に

障害があることです。 

 

た行 

用語 解説 

ダブルケア 近年の晩婚化・晩産化を背景に、育児期にある者（世帯）が親

の介護も同時に引き受け、育児と介護の二つのケアを同時に担

うことです。 

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

 国籍や民族などの異なる人々が互いの文化的な違いを認め合

い、対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として

共に生きていくことです。 

団塊
だんかい

の世代
せ だ い

 第２次世界大戦後の第１次ベビーブーム期（昭和22年（1947

年）～昭和24年（1949年））生まれの世代のことです。 
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地域
ち い き

医療
いりょう

構想
こうそう

 2025年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療

機能ごとに2025年の医療需要と病床の必要量を推計し、定め

るものです。 

地域
ち い き

共生
きょうせい

社会
しゃかい

 制度・分野ごとの縦割りや、支え手・受け手という関係を超え

て、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源

が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮ら

しと生きがい、地域をともに創っていく社会を指しています。 

地域
ち い き

ケア会議
か い ぎ

 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるように、在宅、

施設を通じた地域における包括的・継続的なケア体制を構築す

るために、医療機関・介護サービス事業者などの関係機関の相

互連携を図る目的で開催される会議です。 

地域
ち い き

包括
ほうかつ

ケアシステム 高齢者が地域で自立した生活を営めるように、医療、介護、予

防、生活支援サービス、住まいが切れ目なく提供される仕組み

のことです。 

地域
ち い き

包括
ほうかつ

ケア「見
み

える化
か

」シ

ステム 

厚生労働省が運営する、都道府県・市区町村における介護保険

事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するための情

報システムです。 

地域
ち い き

包括
ほうかつ

ケア連絡会
れんらくかい

 各高齢者あんしんセンターの総合相談・連絡調整機能を高め、

医療・保健・福祉・介護等の社会資源ネットワークの構築を目

指すための会議です。年１回の全体会と、高齢者あんしんセン

ターごとに担当地域内におけるさまざまな分野の関係者が連携

した仕組みづくりを行うための連絡会を開催しています。 

地域
ち い き

包括
ほうかつ

支援
し え ん

センター ⇒高齢者あんしんセンター 

地域
ち い き

密着型
みっちゃくがた

サービス 介護が必要になっても、住み慣れた地域で暮らしながら介護が

受けられるように、区市町村が主体となって地域の実情に応じ

て提供されるサービスです。利用者は原則としてその区市町村

の住民に限られます。小規模多機能型居宅介護、認知症対応型

通所介護、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループ

ホーム）などがあります。 

チームオレンジ 認知症診断前後の、空白の期間（⇒用語解説参照）における心

理面・生活面への早期からの支援として、認知症の人の悩みや

家族の身近な生活支援ニーズ等と、認知症支援ボランティアを

中心とした支援者をつなぐ仕組みです。 
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超高齢
ちょうこうれい

社会
しゃかい

 WHO（世界保健機構）などの定義によれば、高齢化率が７％

を超すと高齢化社会、14％を超すと高齢社会、21％を超すと

超高齢社会と言います。 

デジタルデバイド インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と

利用できない者との間に生じる格差のことです。 

点検
てんけん

ツール 

（効果的
こ う か て き

な施策
し さ く

を展開
てんかい

するた

めの考
かんが

え方
かた

の点検
てんけん

ツール） 

国が提供するツールで、各市町村が、地域包括ケアシステムの

構築という目標の達成に向けて、介護・福祉分野やそれ以外の

資源を活用した施策という手段が十分な効果をあげているか

を、できる限り客観的な指標も参照しつつ点検するためのツー

ルです。 

特定健康診査
と く て い け ん こ う し ん さ

 日本人の死因の約6割は生活習慣病であることから、その予防

のために、各区市町村の国民健康保険において、40歳から74

歳までの方を対象に、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症

候群）に着目した特定健康診査を実施しています。 

 

な～は行 

用語 解説 

日常
にちじょう

生活圏域
せいかつけんいき

 高齢者がより身近な地域で相談や必要なサービスを受けること

ができるように設定された地域区分のことです。北区では地域

振興室の所管区域に合わせ、19の日常生活圏域に分けていま

す。 

ハイリスクアプローチ 健康障害を引き起こすリスクのうち、特にリスクが高い患者に

対して、そのリスクを下げるように働きかけることです。 

８０５０問題
もんだい

 引きこもりの長期化等により、本人と親が高齢化し、支援につ

ながらないまま孤立してしまうことです。80代の親と50代の

子で、親が要介護状態に陥ると問題が表面化することに由来し

ます。 

バリアフリー 高齢者や障害者などが生活していく上で障壁となるものを除去

するという意味です。物理的、社会的、制度的、心理的、情報

面など、さまざまな障壁がバリアフリーの対象となります。 

PDCAサイクル Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改善）の4

つのプロセスを繰り返し、継続的に業務を改善する考え方の枠

組みです。 
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避難
ひ な ん

行動
こうどう

要支援者
よ う し え ん し ゃ

 災害発生時や災害が発生するおそれがある場合に、自ら避難す

ることが困難なため特に支援を必要とするとして定められた人

のことです。 

フォーマルサービス／インフ

ォーマルサービス 

フォーマルサービスとは、公的機関や専門職によるサービス・

支援・援助のことを指します。 

インフォーマルサービスは、フォーマルサービスでは補いきれ

ない領域で活用することができるサービス全般を指しており、

家族をはじめ近隣や地域社会、NPOやボランティアなどが行う

援助活動などが挙げられます。 

フレイル 加齢によって筋力や認知機能等の心身の活力が低下し、要介護

状態となる危険性が高くなった状態のことで、健康な状態と介

護が必要な状態の中間の虚弱の状態のことです。適切な介入・

支援により生活機能の維持向上が可能であるとされています。

フレイルを予防するには、低栄養の予防、体力の維持、社会参

加そして口腔機能の向上に取り組むことが有効です。 

ポピュレーションアプローチ 個人ではなく集団に対して環境整備や講習などで健康増進や疾

病予防促進を働きかけることです。 

 

ま～ら行 

用語 解説 

看取
み と

り 無理な延命治療などは行わず、高齢者が自然に亡くなられるま

での過程を見守ることを言います。 

見守
み ま も

りネットワーク 孤独になりがちで、日ごろから見守りが必要な高齢者等に対し

て、地域の方々の協力を得て、見守り活動・声かけ活動・安否

確認などを行う活動です。 

ヤングケアラー 年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負って、本

来、大人が担うような家族の介護（障害・病気・精神疾患のあ

る保護者や祖父母への介護など）や世話（年下のきょうだいの

世話など）をすることで、自らの育ちや教育に影響を及ぼして

いる18歳未満の子どものことです。 

リエイブルメント 「Re-Ablement（再び自分でできるようにすること）」とは、

高齢者が自立した在宅生活を継続するために能力の回復・改

善・維持を図る支援のことです。 
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    03-3908-1286（介護保険課） 
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北区認知症施策推進計画・
第９期介護保険事業計画
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北区地域包括ケア
推進計画

東京都北区


